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 要 旨 
全国各地で集中豪雨による斜面崩壊が多発しており，広域斜面を対象とした安定性評価手法の
確立が喫緊の課題である。こうした中，降雨時の斜面安定性評価に関する解析技術は，実験を含
む多くの既往研究の成果と至近 20 年のコンピュータの目覚しい発展とが相まって大きな進展を
遂げた。これにより，大モデルによる解析，浸透－応力連成解析や三次元解析のような高度な解
析が可能となったが，現状の実務で用いられる手法の適用性やモデル化・解析に労力と時間を要
する高度な解析の必要性に着目した研究事例は極めて少ない。また，近年，地球温暖化に起因す
ると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の変化などにより降雨の地域性が薄れつつあり，他地
点の既往最大豪雨がどこででも発生する可能性がある。このため，広域を対象とした統一的な想
定し得る最大規模の降雨を設定し，時間雨量 50mm や日雨量 200mm を超える豪雨回数の増加に
伴う土砂災害リスクに対処する必要があるが，こうした降雨設定に関する研究事例はあまりない。 
本研究では，表層崩壊が主であるマサ土（風化花崗岩）の斜面を対象に，これまでの設計実務
や各種研究で多用されている有限要素法による二次元飽和・不飽和非定常浸透流解析，ならびに
不飽和域の浸透水圧を考慮しない二次元極限平衡法（修正フェレニウス法）の適用性検証と対応
策の提案を行った。また，マサ土が分布する福岡県から中国地方，愛媛県，兵庫県を 1 エリアと
して捉えた統一的な降雨条件の提案を行った。以下に各章の構成と概要を示す。 
第 1 章では，本研究の背景・目的と構成を示した。 
第 2 章では，降雨浸透に対する斜面安定性評価に関して，①地下水流動解析の発展の変遷と既
往の研究，②斜面安定解析の発展の変遷と既往の研究，③降雨時の斜面安定性評価に関する既往
の研究，④降雨特性に関する既往の研究に分類してレビューし，本研究の位置づけを明確にした。 
第 3 章では，マサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いた二次元と三次元の飽和・不飽和浸透流解析
により，集中豪雨による飽和域の進展の把握における非定常解析の必要性と谷筋の地下水位上昇
量の把握における三次元解析の必要性を示した。また，1999 年 6 月の広島豪雨災害時の観測雨量
を用いた二次元の非定常浸透流解析により，実務におけるマサ土斜面の崩壊予測では，浸透流解
析は実施せず簡易的に斜面内の完全飽和を仮定することを提案するとともに，地下水排除工など
の配置検討における三次元非定常解析の必要性を示した。 
第 4 章では，前章と同様のマサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いて，実務で多用される不飽和域
の浸透水圧を考慮しない極限平衡法（修正フェレニウス法）の適用性を検証した。具体的には，
総雨量 200mm の集中豪雨を考慮した二次元非定常飽和・不飽和浸透流解析を行い，不飽和域の
浸透水圧を考慮した弾塑性せん断強度低減法による浸透－応力連成解析と，不飽和域の浸透水圧
を考慮しない通常の極限平衡法とのすべり安全率の比較により検証を行った。この結果，表層厚
2.5m 以下，斜面の傾斜角 35°以下，法尻下流の傾斜角 10°以下で，時間 100mm の集中豪雨によ
り自由水面が形成されるような透水性の高い斜面では，極限平衡法の適用性が低いことを示した。 
第 5 章では，前章の結果を受けて，不飽和域の浸透水圧の導入による極限平衡法の適用性を検
証した。具体的には，まず前章の二次元浸透流解析結果および不飽和域の浸透水圧を考慮しない
極限平衡法による斜面安定性評価結果を用いて，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によ
るすべり安全率との比較により，実務で多用される不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法
 の適用にあたっては，所要安全率 1.3 の必要性を示した。同時に，層厚が厚い場合や斜面の傾斜
角が大きい場合のように，降雨開始直後からすべり安全率が 1.3 を下回るような斜面では，所要
安全率の割り増しによる対応が困難であることも示した。次に，不飽和域の浸透水圧を導入した
極限平衡法と前章の不飽和域の浸透水圧を考慮した弾塑性せん断強度低減法によるすべり安全率
の比較を行い，斜面内が完全飽和しない斜面では，極限平衡法への不飽和域の浸透水圧の導入を
提案し，降雨によって完全飽和するような表層厚の薄い斜面には，これに加えてすべり安全率へ
の 5％の裕度，すなわち所要安全率 1.05 の確保を提案した。 
第 6 章では，地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の変化によって降
雨の地域性が薄れつつある中，マサ土が分布する福岡県から中国地方，愛媛県，兵庫県を 1 エリ
アと捉え，第 3 章と同様の簡易モデルと前記エリアで近年発生した 7 集中豪雨の観測記録に基づ
く二次元と三次元の飽和・不飽和非定常浸透流解析を行い，地下水排除工などの検討に用いる統
一的降雨特性の設定を試みた。具体的には，まず降雨イベント前の 2 ヶ月間に日雨量 100mm を
超える強雨があった豪雨を対象に先行雨量の検討を行い，時間雨量 1mm が 1 ヶ月（720hr）継続
するものとした 720mm を統一的先行雨量として提案した。次に，時間平均雨量 1mm 程度以上の
集中豪雨に対する検討を行い，飽和透水係数に応じて考慮する統一的降雨イベントを提案した。 
第 7 章では，第 3 章から第 6 章までで得られた成果を基に，有限要素解析や三次元解析のよう
なモデル化や解析に労力と時間を要する高度な解析の必要性などについてまとめ，今後の課題を
示すことにより本論文の結論とした。 
 
以上のように，本研究では，表層崩壊が主であるマサ土斜面の簡易モデルを用いて，これまで
の設計実務などで多用されている二次元飽和・不飽和非定常浸透流解析と二次元極限平衡法（修
正フェレニウス法）の近年の降雨特性の変化に対する適用性を示したが，表層厚，風化状況によ
る強度特性や不飽和特性などの地盤条件の調査・評価精度がこの結果を大きく左右するといった
課題がある。また，マサ土（風化花崗岩）が分布する福岡県から中国地方，愛媛県，兵庫県を 1
エリアとして捉えた統一的な降雨条件の提案を行ったが，今後の豪雨を反映した検証と見直しを
行う必要がある。しかしながら，無数にある自然斜面全てに対する地盤条件の把握と斜面の安定
性評価は困難であることから，本研究で得られた下記の成果総括は，マサ土斜面のような自然斜
面のみならず，河川堤防や土地造成斜面といった人工盛土の安定性評価にも大いに役立つものと
考えている。 
(1) マサ土斜面の崩壊予測では，浸透流解析は実施せず簡易的に斜面内の完全飽和を仮定する。
また，斜面安定解析は，有限要素法による解析は実施せず，これまで実務などで多用されて
いる二次元の極限平衡法で行い，所要安全率 1.05 を確保する。 
(2) 地下水排除工の配置検討といった対策工の検討では，三次元非定常飽和・不飽和浸透流解析
により対策効果を把握する。この時の降雨条件は，降雨の地域性が薄れていることを踏まえ
た 720mm（1mm/hr×720hr）の先行雨量と飽和透水係数に応じた集中豪雨イベントを設定す
る。また，斜面安定解析は，上記崩壊予測と同様，安全側に二次元極限平衡法を採用する。
ただし，対策工の検討では，不飽和域の浸透水圧を導入するとともに，斜面内が完全飽和す
るような表層厚の薄い斜面では所要安全率 1.05 を確保する。 
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－1－ 
第１章 序章 
1.1  研究背景 
我が国は，山地・丘陵地が約 7 割を占める脆弱な国土条件にあり，土石流・地すべりなどの土
砂災害の危険度が高い。こうした中，近年は，時間雨量 50mm や日雨量 200mm を超える集中豪
雨が増加し，土砂災害の発生件数は年 1,000 件に達している。花崗岩の風化土であるマサ土が分
布する福岡県北部から中国地方 5 県，兵庫県においても，時間雨量が 60mm を超える 1999 年 6
月広島豪雨 1)，2009 年 7 月山口豪雨 2)，2010 年 7 月広島県庄原豪雨 3)，2012 年 7 月九州北部豪雨
4)，2013 年 7 月山口・島根豪雨 5)，2014 年 8 月兵庫県豪雨 6)，2014 年 8 月広島豪雨 7)によって斜
面崩壊が発生している。また，地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の
変化などによって，降雨の地域性が薄れつつあり，他地点で発生した既往最大豪雨がどこででも
発生する可能性が高まっている。このため，斜面内の浸透挙動の把握が不可欠である降雨時の斜
面安定性評価においても，平成 27 年 11 月の水防法改正 8)に倣い，広範なエリアで統一的な想定
し得る最大規模の降雨を設定し，日雨量が 200mm を超える豪雨回数や年最大日雨量の増加に伴
う土砂災害リスクに対処する必要があるが，こうした降雨の設定に関する研究事例はあまりない。 
降雨時の斜面安定問題は，浸透と安定の複合問題である。まず，浸透問題に関しては，1970 年
代以降に不飽和領域を考慮することの有用性が認められ，同時にコンピュータ性能の向上に伴っ
て差分法や有限要素法などによる飽和・不飽和浸透流解析プログラム 9),10)が開発され，現在では
地下水が関係する斜面の安定性，構造物の設計や施工時の検討など設計実務にも広く用いられて
いるが，多くは二次元解析である。次に，安定問題に関しては，1930 年代以降から地盤を剛体と
仮定した極限平衡法 Fellenius11)，Bishop12)，Janbu13)などが開発され，現在も設計実務で一般的に
使用されている。その後 1960 年代になって安定問題に地盤を弾性体とした有限要素法 14)が用い
られるようになった。有限要素法による斜面安定解析手法としては，解析で求まる応力をもとに
要素毎の変形・破壊状態を求め，すべり面が通過する全要素の起動力と抵抗力の総和により安全
率を算定する方法例えば 15)と，地盤の強度定数を徐々に低減し，斜面全体が崩壊した時点で安全率
を定義するせん断強度低減法 16)に大別されるが，設計実務にはほとんど用いられていない。前記
の例として，有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析と極限平衡法（修正フェレニウス法）に
よる安定計算でなされる河川堤防の浸透に対する安全性照査が挙げられるが，浸透問題・安定問
題ともに二次元解析でなされている 17)。また，降雨浸透による斜面崩壊の主要因として以下が挙
げられ，①，②は実務で用いられる極限平衡法でも考慮されており，③は安全側に飽和状態の試
験結果を用いることで考慮されている場合もあるが，④は考慮されていない。 
①降雨浸透による土塊重量の増加，②間隙水圧の上昇による有効応力の低下，③飽和度の上昇
による土の強度低下，④不飽和域の浸透水圧によるせん断力の増加と有効応力の低下 
至近 20 年のコンピュータ性能の更なる向上により，大モデルによる解析，浸透－応力連成解析
や三次元解析のような高度な解析による斜面崩壊予測が可能となっているが，これらによって実
務で用いられる手法（以降，「従来法」と記載）の妥当性に着目した研究事例はあまりない。 
以上を踏まえ，本研究では，従来法と三次元浸透流解析や二次元浸透－応力連成解析との比較
による近年の降雨特性の変化を踏まえた従来法の適用性，ならびに主としてマサ土斜面が分布す
るエリアを対象とした統一的な想定し得る最大規模の降雨特性の設定を試みる。 
－2－ 
1.1.1  降雨特性の変化 
地震と並んで斜面崩壊の主因となっている降雨の特性は，近年下記のとおり変化しており，短
期間の豪雨発生回数は，地球温暖化の進行に伴って今後も増加すると考えられる。 
① 図-1.1，図-1.218)より，時間雨量 50mm 以上および 80mm 以上の発生回数は，10 年間あた
り 10％程度増加しており，強い雨が集中する傾向にある。 
② これにより，最近 30 年間の日雨量 200mm 以上の日数は，図-1.319)に示すとおり，20 世紀
初頭の 30 年と比べて約 1.5 倍となっている。一方で，図-1.418)に示すとおり日雨量 1mm 未
満の日数も増加傾向にあり，極端な多雨・少雨の日が増えていることを示している。 
③ また，年降水量は，図-1.520)に示すとおり 20 世紀初頭と比べて 4％程度減少しているもの
の，特に最近 30 年は多雨の年と少雨の年の差が次第に大きくなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.1  アメダスにおける 1 時間雨量 50mm 以上の年間発生回数 18) 
（1000 地点あたりの発生回数に換算，赤線はトレンドを示す） 
 
 
 
 
 
 
2006～2016 平均 
２３３回 
1996～2005 平均 
２２３回 
1986～1995 平均 
１８４回 
1976～1985 平均 
１７４回 
－3－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.2  アメダスにおける 1 時間雨量 80mm 以上の年間発生回数 
（「異常気象レポート 2014 」18)に加筆，1000 地点あたりの回数に換算，赤線はトレンドを示す） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.3  日雨量 200mm 以上の年間日数 19) 
1976～1985 平均 
１１回 
1986～1995 平均 
１２回 
1996～2005 平均 
１７回 
2006～2016 平均 
１８回 
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図-1.4  日雨量 1.0mm 未満の年間日数 18) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.5  年降水量の経時変化 
（「平成 28 年版 日本の水資源の現況」20)に加筆） 
変
動
幅
拡
大 
－5－ 
1.1.2  マサ土（風化花崗岩）の分布と土砂災害危険区域の指定状況 
花崗岩の分布域を図-1.621)に示す。花崗岩の風化土であるマサ土は，図-1.722)に示すとおり主
として九州南部に分布するシラス・ボラ・コラ・赤ホヤ・ヨナ，静岡県に分布する富士マサと並
んで特殊土壌に位置付けられており，降雨による崩壊や土砂流出が激しいために，福岡県北部か
ら中国地方 5 県，愛媛県北部，兵庫県に加えて，九州南部の熊本県，宮崎県，鹿児島県の一部が
風化花崗岩による特殊土壌地帯に指定されている。なお，特殊土壌地帯とは，しばしば台風の来
襲を受け，雨量が極めて多く，かつシラスなどの特殊な火山噴出物などの特殊土壌に覆われてい
るために災害が発生しやすく，農業生産力が低い地帯のことを指し，国土面積の約 15%を占めて
いる。 
また，図-1.823)に 47 都道府県別の土砂災害警戒区域などの指定状況を示すが，長崎県，長野県
を除くと特殊土壌地帯が上位を占めており，マサ土が分布する広島県，島根県，山口県，兵庫県
では，平成 29 年 7 月末時点の土砂災害警戒区域の推計数が 20,000 区域に達している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.6  花崗岩の分布域 21) （地質年代加筆） 
中-後期中新世 
前-中期中新世 
後期漸新世-前期中新世 
後期始新世-前期漸新世 
中期始新世 
暁新世-前期始新世 
後期白亜紀 
前-後期白亜紀 
前期白亜紀 
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図-1.7  特殊土壌地帯の指定地域 22)  
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図-1.8  土砂災害警戒区域などの指定状況 23) 
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1.1.3  土砂災害の発生状況とマサ土（風化花崗岩）地帯における主な土砂災害 
土砂災害発生件数は，図-1.924)に示すとおり，昭和 59 から平成 5 年までの 10 年間と最近 10
年間で比べると，集中豪雨の増加に伴って約 1.5 倍に増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.9  1 時間雨量 50mm 以上の年間発生回数と土砂災害発生件数の経時変化 24) 
 
マサ土（風化花崗岩）を主とした特殊土壌地帯である福岡県，中国地方 5 県および兵庫県内で
近年発生した大規模な土砂災害を以下に挙げる。近年の土砂災害は，日雨量 200mm，時間雨量
60mm を超える非常に激しい雨や猛烈な雨に起因しており，下記 2010 年以降の 3 豪雨では 3 時間
雨量で 200mm に達していることが特徴的である。 
① 1999 年 6 月広島豪雨 1),25),26) 
1999 年 6 月 29 日，南からの湿った空気の流入によって梅雨前線の活動が活発化し，広島県
を中心に非常に激しい雨が降り，広島市周辺の多いところで日雨量 230mm を超え，14 時から
17 時にかけて時間雨量 80mm を超える豪雨が観測された。この豪雨による土砂災害の件数は
325 箇所にのぼり，死者 31 名，行方不明者 1 名の人的被害が発生した。また，斜面崩壊地の大
半は，斜面勾配 25°から 45°，崩壊深 0.5m から 1.5m，崩壊幅 5m から 25m のマサ土斜面特有
の表層崩壊であった。この土砂災害は，土砂災害警戒区域などにおける土砂災害防止対策の推
進に関する法律（土砂災害防止法）制定の契機になった。 
② 2009 年 7 月山口豪雨 2) 
2009 年 7 月 19 日から，南海上からの湿った空気の流入によって梅雨前線の活動が活発化し，
21 日は山口県を中心に非常に激しい雨が降り，防府市周辺の多いところでは日雨量 270mm を
超え，7 時から 10 時にかけて時間雨量 80mm に迫る豪雨が観測された。この豪雨による土砂災
害の件数は 72 箇所にのぼり，死者 14 名の人的被害が発生した。また，斜面崩壊地の大半は，
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斜面勾配 25°から 45°，崩壊深 0.5m から 2.0m，崩壊幅 5m から 15m のマサ土斜面特有の表層
崩壊であった。 
③ 2012 年 7 月九州北部豪雨 4),27) 
2012 年 7 月 11 日から 14 日にかけて，停滞した梅雨前線に向かって東シナ海からの湿った空
気が流れ込み，九州北部で発達した雨雲が次々と連なる線状降水帯が発生した。これにより，
12 日は熊本県の熊本地方，阿蘇地方と大分県西部，13 日は佐賀県と福岡県，14 日は福岡県と
大分県を中心に豪雨が発生し，多いところで日雨量 500mm，3 時間雨量 280mm，時間雨量 100mm
を超える記録的豪雨が観測された。この豪雨による土砂災害の件数は 183 箇所にのぼり，死者
31 名，行方不明者 3 名の人的被害が発生した。斜面崩壊地の地質は多岐に亘っており，マサ土
斜面の崩壊地の数・規模の詳細は不明であるが，マサ土が分布する福岡県西部，太宰府市や朝
倉市でも斜面崩壊が発生した。 
④ 2014 年 8 月兵庫県豪雨 6) 
2014 年 7 月 29 日にマリアナ諸島近海で発生した台風 11 号は，8 月 10 日の 6 時過ぎに高知県
に上陸，10 時過ぎに兵庫県西部に再上陸した。その後，近畿地方を北北東に進み 14 時前に日
本海に抜けた。これにより，神戸市内では多いところで 10 日の日雨量は 290mm を超え，10 時
から 12 時にかけて 3 時間雨量 200mm，時間雨量 80mm を超える豪雨が観測された。この豪雨
による土砂災害の件数は 269 箇所にのぼったが，砂防堰堤などのハード対策の効果により人的
被害は発生しなかった。また，斜面崩壊地の大半は，斜面勾配 25°から 45°のマサ土斜面特有
の表層崩壊であった。 
⑤ 2014 年 8 月広島豪雨 7),28),29) 
2014 年 8 月 19 日の夜から 20 日明け方にかけて，停滞した秋雨前線に向かって南海上からの
湿った空気が流入する中，広島上空で対流活動が活発となって線状降水帯が連続的に発生した。
これにより，広島市の安佐北区，安佐南区では，20 日の 1 時から 4 時にかけて，多いところで
3 時間雨量が 200mm を超え，時間 100mm を超える局地的豪雨が観測された。この豪雨による
土砂災害の件数は 166 箇所にのぼり，死者 74 名の人的被害が発生するとともに，電気，ガス，
上下水道，交通機関などのライフラインも大きな被害を受けた。また，斜面崩壊地の 7 割程度
は，斜面勾配 40°以下，崩壊深 1.0m から 2.0m 程度であり，マサ土に加えて粘板岩などの堆積
岩類でも斜面崩壊が発生した。この土砂災害により，上記①で制定された土砂災害警戒区域な
どにおける土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）が改正され，土砂災害の
危険性のある区域を明らかにすることを目的とした基礎調査結果公表の義務付けなどがなされ
た。 
 
 
 
－10－ 
1.2  本研究目的 
実務において降雨時の斜面安定性評価には，有限要素法による二次元飽和・不飽和非定常浸透
流解析と二次元極限平衡法（修正フェレニウス法）が多く用いられている。また，降雨の地域性
が薄れつつある中，浸透流解析には，検討対象地点近傍で観測された既往最大降雨が用いられて
おり，以下が課題として挙げられる。 
① 集水域内の降雨浸透水は谷筋へ集中するため，浸透流解析では二次元解析は三次元解析に
比べて危険側の評価となるが，通常三次元解析はなされていない。 
② これまでも各種連成解析に関する研究例えば 30)～33)はなされているが，実務において浸透流解
析で得られる不飽和域の浸透水圧を考慮した斜面の安定性評価（連成解析）はされていない。 
③ 近年の地球温暖化に起因すると思われる集中豪雨の多発や台風経路の変化などによって降
雨の地域性が薄れつつある中，他地域で発生した豪雨も踏まえた想定し得る最大規模の降雨
条件が設定されていない。 
少子高齢化の進展（税収減）に伴う社会資本整備や維持管理への投資余力が減少する中，近年
の日雨量 200mm を超える豪雨回数や年最大日雨量の増加に伴う土砂災害リスクの増大に対して，
上記のとおり斜面の安定性評価に多用されている従来法の適用性検証・評価方法の見直し，降雨
特性の変化への対応が課題と考える。 
以上を踏まえ，本研究では，表層崩壊が主であるマサ土斜面の簡易モデルを用いて，従来法の
実務への適用性と降雨特性の変化に着目した以下の考察・提案を行う。 
① 浸透問題に対しては，二次元解析と三次元解析による地下水上昇量の違いを踏まえ，マサ
土斜面の崩壊予測への三次元解析の必要性について考察する。 
② 安定問題に対しては，せん断強度低減法 16)を用いた浸透－応力連成解析により，不飽和域
の浸透水圧や集中豪雨がすべり安全率に及ぼす影響検討，ならびに簡易的な従来法の適用性
検証を行うとともに，従来法への不飽和域の浸透水圧の導入を提案する。 
③ 降雨特性に関しては，対策工検討などに用いるマサ土（風化花崗岩）分布エリアの統一的
な降雨条件の提案を行う。 
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1.3  本論文の構成 
本論文は，図-1.10に示すとおり，第 1 章から第 7 章までの 7 つの章で構成しており， 
第 1章では，研究の背景および目的を示した。 
第 2章では，降雨浸透に対する斜面安定性評価方法に関する既往の研究をレビューし，本研究
の位置づけを明確にする。 
第 3章では，まずマサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いた二次元飽和・不飽和浸透流解析により，
非定常解析の必要性について評価を行うとともに，二次元と三次元の非定常浸透流解析による地
下水位上昇量の違いを評価する。次に，1999 年 6 月の広島豪雨災害時の観測雨量を用いた二次元
非定常浸透流解析により，集中豪雨による斜面崩壊予測への浸透流解析の必要性評価を行う。 
第 4章では，まず前章と同様のマサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いて，弾塑性せん断強度低減
法による浸透－応力連成解析により不飽和域の浸透水圧や集中豪雨が自然斜面の安定性に及ぼす
影響を評価するとともに，これまで実務で多用されてきた不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限
平衡法（修正フェレニウス法）の適用性を検証する。次に，表層厚，斜面や法尻下流の傾斜角の
異なる 7 簡易モデルによる追加検証を行う。 
第 5章では，まず前章の表層厚，斜面や法尻下流の傾斜角の異なる 8 簡易モデルに対する二次
元浸透流解析結果および不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法による斜面安定性評価結果
を用いて，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によるすべり安全率との違いを評価する。
次に，前章の不飽和域の浸透水圧を考慮したせん断強度低減法によるすべり安全率との比較によ
り，手法の違いによる保守性の評価，ならびに極限平衡法の実務への適用性について評価・検証
を行う。 
第 6章では，近年の地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の変化によ
って降雨の地域性が薄れつつあることを背景に，マサ土が分布する福岡県から中国地方，愛媛県，
兵庫県を 1 つのエリアとして捉え，第 3 章と同様のマサ土崩壊斜面の簡易モデルと前記エリアで
近年発生した 7 集中豪雨の観測記録に基づく飽和・不飽和浸透流解析を行い，実務に用いる統一
的降雨条件の提案を行う。 
第 7章では，第 3 章から第 6 章までで得られた成果を基に，有限要素解析や三次元解析のよう
なモデル化や解析に労力と時間を要する高度な解析の必要性などについてまとめ，今後の課題を
示すことにより本論文の結論とした。 
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第２章 降雨浸透を考慮した斜面安定性評価に関する既往研究 
2.1  降雨浸透問題に関する既往研究 
2.1.1  地下水流動解析手法 
降雨浸透を考慮した斜面の安定性評価では，より精度の高い数値解析手法による斜面内の地下
水流動の再現や将来予測が必要不可欠である。 
地下水流動解析は，定常から非定常と飽和から飽和・不飽和に大別される。定常とは，一定の
降雨量が長時間継続し，地盤内の地下水位が安定する状態を指し，平常時の地下水位がこれに該
当する。一方，非定常とは，短期間の不定の降雨量により地盤内の地下水位が時々刻々変化する
状態を指し，集中豪雨時などの地下水位変動がこれに該当する。また，飽和は，地下水位面以深
の地下水挙動（自由水面の算定）のみを対象とし，飽和・不飽和は降雨浸透問題のように不飽和
域から飽和域への地下水浸透過程も考慮するものである。 
文献 1)を引用（一部，加筆）した地下水流動解析手法を表-2.1に示す。また，文献 2)を引用（一
部，加筆）した我が国における一次元モデルから三次元モデル，定常問題から非定常問題への地
下水流動解析発展の変遷を表-2.2，表-2.3に，不飽和問題に対応した二次元，三次元モデルの地
下水流動解析発展の変遷を表 2-4に示し，以下にその研究を概説する。 
定常飽和の地下水流動解析は，1960 年代初頭の琵琶湖総合開発に伴う利水利用が原因とされる
地下水位低下問題に端を発して，琵琶湖の水位変動と周辺地下水との関係予測が必要となり，松
尾・河野 3)によってはじめて電子計算機を用いた一次元定常解析がなされた。1964 年には，甲府
盆地の地下水と周辺河川水位との関係および河川改修による地下水への影響評価を目的として，
S.O.R.法（連続上方緩和法）を用いた水平二次元定常解析が大橋 4)によってなされた。その後，大
型計算機の利用が容易になると，1966 年には運動方程式に Forchheimer 則を適用した鉛直二次元
定常解析により，矢板まわりの流れに対する解析が澤田，岡 5)によってなされ，1971 年にはアー
スダムなどの河川盛土構造物を対象に S.O.R.法を用いた三次元定常解析が岡 6)によってなされる
ようになった。しかし，地下水は，常に自然的・人為的影響を受けて時間的に変化しており，定
常解析による再現に限界があったことから非定常飽和解析へと移行し，1966 年には松尾・河野 7)
によって一次元非定常解析が，1969 年には岡・角屋 8)によって水平二次元非定常解析がなされた。 
1960 年代の後半になると，地下水利用に伴う地盤沈下が全国的な社会問題となり，地質・地下
水調査のみならず地下水解析が積極的に行われるようになり，我が国では 1972 年に石川県七尾湾
周辺の地盤沈下地域を対象とした準三次元非定常解析が柴崎・鎌田・村上・原田 9) によってはじ
めてなされた。その後，1975 年には井戸の揚水問題を対象に，有限要素法を用いた鉛直二次元非
定常解析が赤井・大西・西垣 13)によってなされ，1979 年には植下・佐藤 14)によって濃尾平野の
地盤沈下抑制（地下水位回復）に向けた適正揚水量の予測が有限要素法を用いた三次元非定常解
析によりなされた。 
1970 年代以降には，不飽和領域を考慮することの有用性が認められるとともに，コンピュータ
性能の向上に伴って海外で差分法や有限要素法などによる飽和・不飽和非定常解析 15),16)が開発さ
れた。有限要素法は，我が国でも上記鉛直二次元非定常飽和解析 13)や三次元非定常飽和解析 14)
にも用いられている。また，飽和・不飽和非定常解析は，1977 年に有限要素法を用いた鉛直二次
元解析が赤井・大西・西垣 17)によって，1981 年に有限要素法を用いた三次元解析が西垣・大西 19) 
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によって開発され，現在も斜面への降雨浸透，ダムの浸透問題などに係る設計実務や各種研究に
広く用いられている。なお，差分法では空間は格子により離散化されるのに対して，有限要素法
は必要に応じて任意のサイズの要素が選べるうえに，自然境界への適合性に優れ，帯水層の不均
一性や異方性にも柔軟に対応できる特長を有していることから，我が国では有限要素法を用いた
地下水流動解析が主流となっている。また，要素分割の容易性，計算容量の低減に着目し，1990
年に準三次元モデルに鉛直方向の飽和・不飽和特性を考慮した疑似三次元モデルが吉松・工藤 18)
によって開発されており，有限要素法を用いた三次元解析では，逆マトリックス解析において不
完全 cholesky分解により対角マトリックスの値を Preconditinar値として使用する PCG法の適用に
よる解析時間の短縮化が西垣・白石・河野 20)によってなされている。 
以上より，集中豪雨などの短期間における斜面への降雨浸透問題を扱う本研究の地下水流動解
析では，有限要素法による鉛直二次元および三次元の飽和・不飽和非定常解析を用いる。 
 
表-2.1  地下水流動に係る数値解析手法 1) 
モデル名 適用範囲 
一次元モデル 
1 方向のみの流れに適用されるモデルで，帯水層の水頭低下に伴う加
圧層の圧密沈下予測に多く用いられる。 
水平二次元単層モデル 
近似的に鉛直方向流れがなく，水平方向の流れで代表できる条件で適
用されるモデルで，比較的広域な地下水流動を平面的に把握する場合
に用いられる。 
鉛直二次元多層モデル 
断面の奥行き方向に水の出入りがなく，多層構造の場合に各層の流れ
の方向が平面的に同一であるとの仮定のもとで適用されるモデルで，
斜面への降雨浸透，ダムの浸透問題などに多く用いられる。 
準三次元モデル 
半透水性の加圧層を考慮した多層構造を取り扱うモデルで，複数の帯
水層と半透水性の加圧層で構成される地盤の地下水流動解析に用い
られる。 
三次元モデル 
3 方向の流れを把握する必要がある場合に適用されるモデルである
が，情報量が膨大となり，経済的にも技術的にも負担が大きいとされ
ているが，近年のコンピュータ技術の発達によりかなり簡便化されて
いる。迂回浸透，谷筋への地下水集中を把握する場合に用いられる。 
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表-2.2  我が国における地下水流動解析の発展の変遷（定常飽和）2) 
モデル名 年 研究者 概要 
一次元 
モデル 
1960 松尾・河野 3) 
準深の概念を導入した一次元定常流の解析法を示し，
琵琶湖の水位変動と周辺地下水との関係を予測した。
なお，準深とは，透水層厚，透水係数などの地下水流
動に及ぼす諸要素を包含する等価水深を示す。 
水平二次元 
単層モデル 
1964 大橋 4) 
不圧地下水の水平二次元定常流を S.O.R.法（連続上方
緩和法）を用いて解析し，甲府盆地の地下水と周辺河
川水位との関係および河川改修の地下水への影響を明
らかにした。 
鉛直二次元 
多層モデル 
1966 澤田，岡 5) 
鉛直二次元定常流を運動方程式に Forchheimer 則を適
用して，矢板まわりの流れなどの解析がなされた。 
三次元 
モデル 
1971 岡 6) 
アースダムなどの河川盛土構造物を対象に，三次元定
常流を S.O.R.法（連続上方緩和法）を用いて解析し，
鉛直二次元定常流の解析結果との比較により解法の有
用性が示された。 
 
 
表-2.3  我が国における地下水流動解析の発展の変遷（非定常飽和）2) 
モデル名 年 研究者 概要 
一次元 
モデル 
1966 松尾・河野 7) 
準深の概念を導入した一次元非定常流の解析法を示
し，琵琶湖の水位変動と周辺地下水との関係を予測し
た。なお，準深とは，透水層厚，透水係数などの地下
水流動に及ぼす諸要素を包含する等価水深を示す。 
水平二次元 
単層モデル 
1969 岡・角屋 8) 
滋賀県田川流域を対象に，水平二次元非定常流を差分
法を用いて解析し，河川水位・揚水量・湧水および水
田・ため池などからの地下水供給を考慮した広域的な
平面地下水挙動の再現がなされた。 
準三次元 
モデル 
1972 
柴崎・鎌田・
村上・原田 9) 
石川県七尾湾周辺を対象に，はじめて準三次元非定常
流による地盤沈下地域の地下水解析がなされた。 
なお，準三次元定常モデルの提案は，それ以前に文献
10)でなされている。 
この当時は，鉛直方向の流速成分が考慮されていなか
ったが，1980 年代には鉛直方向の水収支を考慮した解
析がなされている 11),12)。 
鉛直二次元 
多層モデル 
1975 
赤井・大西・
西垣 13) 
井戸の揚水問題を対象に，鉛直二次元非定常流を有限
要素法を用いて解析し，井戸内地下水位低下に伴う井
戸周辺の地下水位変動について解析がなされた。 
三次元 
モデル 
1979 植下・佐藤 14) 
有限要素法を用いた三次元非定常流モデルを開発し，
地盤沈下地域である濃尾平野（面積1164km2，深さ400m
の領域）を対象に，地盤沈下抑制（地下水位回復）に
向けた適正揚水量の予測がなされた。 
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表-2.4  我が国における地下水流動解析の発展の変遷（非定常飽和・不飽和） 
モデル名 年 研究者 概要 
鉛直二次元 
多層モデル 
1977 
赤井・大西・
西垣 17) 
瞬時の水位上昇・水位低下問題を対象に，鉛直二次元
飽和・不飽和の非定常流を有限要素法を用いて解析 
し，模型実験の結果との比較により，開発モデルの検
証がなされた。 
疑似三次元 
モデル 
1990 吉松・工藤 18) 
三次元モデルに対する要素分割の容易性，計算容量の
低減に着目し，準三次元モデルに鉛直方向の飽和・不
飽和の特性を考慮した疑似三次元モデルを開発し，準
三次元モデルでは取り扱えなかったトンネル掘削時や
揚水時の地下水位変動解析を可能とした。 
三次元 
モデル 
1981 西垣・大西 19) 
上記鉛直二次元多層モデル（有限要素法を用いた鉛直
二次元飽和・不飽和の非定常浸透流解析コード）をも
とに 3 次元モデルに拡張された。 
その後，西垣ら 20)によって解析時間の短縮化が図れて
いる。 
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2.1.2  有限要素法を用いた飽和・不飽和浸透流解析の理論 21)~23) 
 本解析手法の支配方程式は，水を流す媒体（帯水層）が基本的に連続体であるとの仮定のもと，
水の連続式とダルシーの法則から導かれる。また，飽和・不飽和解析では，全水頭を圧力水頭と
位置水頭の和として，飽和域は圧力水頭が正，不飽和域は負と仮定している。この定義により，
飽和域と不飽和域の境界である自由地下水面は，圧力水頭がゼロの点を連ねた面と定められ，解
析領域内の自由地下水面の変動を追跡することができる。 
以降，飽和・不飽和浸透流解析の支配方程式を誘導する。 
 
(1) 質量保存則 
最初に，control volume と称される図-2.1 に示す微小立方体を考える。この立方体はこれから
の議論における地下水および地下水流体媒体のあらゆる特性を有するものと考える。この立方体
内を流れが通過し，その成分を xyz 直交座標の 3 成分に分割して整理すると，立方体の各軸直交
面を通過する流れは図-2.1に示すとおり表すことができる。 
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図-2.1  微小要素による水収支 
 
ここで，上流側から流入した 1 成分方向の流れ(例えばρvx)は control volume を通過する間に成
分方向の増分項［(ρvx／x)Δx］だけ変化することを示している。これに関して，以下に
Istok(1989)の解説を引用する。 
  流入(あるいは上流)側で(ρvx)の質量流入を有する流れが，微小区間 Δx 間に速度変化を受けた
場合，流出(あるいは下流)側では Taylor 展開を適用すると次式で表すことができる。 
                  v x v x x v x x v x x v xx x x x x          
2
2
2
3
3
3
4
4
4
2 3 4! ! !
  (2.1.1) 
ここで，ρは流体密度を表す。 
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上式で用いられることの多い「微小区間Δx では高次のベキ乗項は無視できる」という仮定を
導入すると，2 次のベキ乗項以降はキャンセルされ，流出側の質量流速成分は次式となる。
   v x v xx x                                    (2.1.2) 
  さらに，体積内で単位体積当たりの排水・注入の項 q(>0 で排水)を導入し，単位時間当たりの
流出入流量を 3 方向成分について総計すると，この体積内での質量保存則から以下の連続の式が
得られる。 
 
  
  

 


  
v y z v z x v x y
v v
x
x y z v
v
y
y z x v v
z
z x y
q x y z
t
S n x y z
x y z
x
x
y
y
z
z
w
     
        
     
 
 

  



  








 
        (2.1.3) 
ここで，Sw は飽和度，n は有効間隙率，q は体積内の単位体積当たりの排水・注入の流量[L3/TL3]
（排水時，q>0） 
また，Sw および n は次式の定義である。 
V
V
n              
V
V
S v
v
w
w ==                              (2.1.4) 
ここで，Vw：含水体積，Vv：空隙体積 
さらに，単位体積あたりでは V=1 として， 
w
wv
v
w
w VV
V
V
V
V
V
nS ===                                                        (2.1.5) 
となり，「左辺第 1 項の流入量から，第 2 項の流出量と第 3 項の排水量を差し引くと，右辺項が残
留（貯留）する。」ことを示している。 
(2.1.3)式を整理し，両辺を立方体体積(V≡ΔxΔyΔz)で除し，単位体積当たりの収支をみると下
記のとおりとなる。 
( )nSρ
t
qρ
z
vρ
y
vρ
x
vρ
w
zyx
 ∂
∂
=
∂
∂
∂
∂
∂
∂
－－－                                   (2.1.6) 
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(2) 運動の式と透水係数テンソル 
ここで，Darcy 則を運動の式として左辺流速項 v に適用して，水頭 h を導入する。Darcy 則は，
以下のように流れ方向成分に着目したものが一般に知られている。 
v K
h
x
v K
h
y
v K
h
zx x y y z z
     



, ,                                    (2.1.7) 
Bear は，Darcy 則の一般化表現として以下の 2 次の透水係数テンソルを用いて各方向成分の流
速を示している。 
v
v
v
K K K
K K K
K K K
h
x
h
y
h
z
x
y
z
xx xy xz
yx yy yz
zx zy zz






 





















                                    (2.1.8) 
この透水係数テンソルは，対称性（Kxy=Kyx，Kyz=Kzy，Kxz=Kzx）を持つ。 
本来，地下水流を定義する場合，モデル座標軸方向に沿った透水成分を考慮すればよいが，試
験などで実測される供試体内の透水方向と解析で定義する軸方向が一致しない場合，座標変換を
行って整合させる。この結果，透水係数 Kij(i j)成分が生じる。このような透水係数 Kij(i j)成分
は，座標変換公式から誘導できる。 
例えば，二次元場では以下のようになる。 
 
x
y
px
py

 
図-2.2 モデル座標軸 ),( yx と主透水性座標軸 ),( pp yx (二次元場) 
 
K KT P                                               (2.1.9) 
 ij i P je e                                              (2.1.10) 
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


2
1
0
0
K
K
K P                                     (2.1.11) 
ここで，上付添字 T は転置行列を示す。また，単位ベクトル は，主透水方向座標とモデル座
標のなす角βから以下のとおりとなる。 
e eP P1 2 

 




cos
sin
,
sin
cos



                                            (2.1.12) 
   
 
 






 




e e e e
e e e e
P P
P P
1 1 1 2
2 1 2 2
cos sin
sin cos
                               (2.1.13) 
 
 
K K
K
K
K K K K
K K K K
T P  





 




   




    
 
 
   
   
cos sin
sin cos
cos sin
sin cos
cos sin sin cos
sin cos sin cos
1
2
1
2
2
2
1 2
1 2 1
2
2
2
0
0
                       (2.1.14) 
主透水軸(添字 P)とモデル座標軸が一致する時はβ=0 となり， (2.1.8)式の透水テンソルの対角
項のみ値を持ち，また等方性の場合(K1=K2 → K1－K2＝0 → sin2β+cos2β=1)，βの値にかかわ
らず対角項のみ値を持ちその値は等しくなる。 
  同様に三次元場では以下のようになる。まず，計算座標軸(x,y,z)と主透水方向軸(K11P,K22P,K33P)
のなす角をそれぞれ以下のように定義する。 
 K11P K22P K33P 
ｘ α1 α2 α3 
ｙ γ1 γ2 γ3 
ｚ δ1 δ2 δ3 
それぞれの角度に対する余弦を以下とする。 
li=cos(αi)  ，  mi=cos(γi)  ，  ni=cos(γi)                            (2.1.15) 
よって，方向余弦テンソル[L]は以下となる。 
 









321
321
321
nnn
mmm
lll
L                                              (2.1.16) 
ie
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また，主透水係数テンソル[KP]を以下のとおり定義する。 
 









P
P
P
P
K
K
K
K
33
22
11
00
00
00
                                        (2.1.17) 
  これにより，透水係数テンソル[K]は以下となる。 
[ ] [ ] [ ][ ]LKLK PT=                                        (2.1.18) 
  主透水方向と計算座標軸方向が一致する場合は，α1=γ2=δ3=0  および これ以外は全てπ/2 
とし，以下のように簡略化される。 
     









100
010
001
ELL T                                          (2.1.19) 
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(3) 支配方程式 
(2.1.8)式に示す流速 v を(2.1.6)式に代入すると次式を得る。 
 
   

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 
x
K h
x
K h
y
K h
z
y
K h
x
K h
y
K h
z
z
K h
x
K h
y
K h
z
q
t
S n
xx xy xz
yx yy yz
zx zy zz w
 


  


  

  
                           (2.1.20) 
これは，総和規約を用いると以下のように簡略化できる。 
   

 

 

x K
h
x
q
h
S n h
ti
ij
j
w



                                  (2.1.21) 
                                     
 (2.1.21)式の各微分項を整理する。左辺では， 

 





 



x K
h
x x
K h
x x
K h
xi
ij
j i
ij
ij i
ij
j



   



                              (2.1.22) 
ここで，流体密度ρは空間について一定(非圧縮性および微小体積内均質性)であるとすると，
上式右辺第 1 項は 0 となる。よって， (2.1.22)式は次式のとおりとなる。 







j
ij
ij
ij
i x
hK
xx
hK
x 





                                   (2.1.23) 
また， (2.1.21)式の右辺時間微分項(h/t)の係数項は，以下のようになる。 
              h S n S h n S n h n h Sw w w w                                 (2.1.24) 
ここで，分解された (2.1.24)式の各項について以下のように検討する。 
 
①   S h nw について 
以下の議論は，飽和媒体内の水頭変化による空隙変化とこれに伴う排水/貯留を検討するものと
し，不飽和状態ではこの変化は考慮しないものとする。 
水頭変化に対する有効応力変化 dσe は，次式で表すことができる。 
d gde                                               (2.1.25) 
ここで，Ψは圧力水頭[L]であり，全水頭 h[L]と位置水頭 z[L]は，z 座標が変化しないため次式
の関係となる。 
dzdhdzh  ＝                                     (2.1.26) 
):,:,:(,,,=, z3y2x1321ji
－25－ 
よって，(2.1.25)式は次式となる。 
gdhρσd e =                                             (2.1.27) 
また，多孔質媒体の圧縮率αは有効応力と以下の関係がある。 
ew VddVdV                                                  (2.1.28) 
さらに，単位水頭変化として dh = 1（したがって(2.1.27)式より d σe =－ρg）とし，単位体積
であるので V = 1 とすると，含水体積の変化 d Vwは(2.1.28)式より以下となる。 
gdVw                                                 (2.1.29) 
ここで，媒体の圧縮は飽和状態(Sw = 1)でのみ生じるとしている。 
以上より，(2.1.24)式の右辺第 1 項は次のように表すことができる。 
 gV
h
nS ww  

1
1                                                   (2.1.30) 
 
②  S n hw   について 
  以下の議論でも①と同様，飽和媒体内の水頭変化による流体の体積変化とこれに伴う排水と貯
留を検討するものとし，不飽和状態ではこの変化は考慮しないものとする。 
一般に，対象流体は非圧縮性とみなすので，流体密度ρの微分項は 0 である。しかし，ここで
は流体の極めて微小な圧縮性を考慮してこの圧縮率を cw とすると，圧縮率の定義と(2.1.26)式よ
り次式で表される。 
hd
d
gd
d
g
cw



 
11
                                                    (2.1.31) 
 したがって，(2.1.24)式の右辺第 2 項は次のように表すことができる。 
 gcngcn
h
nS www  
 21                           (2.1.32) 
ここで，(2.1.30)式で表される量と(2.1.32)式で表される量の和は，単位の水頭変化により単位体
積中から流出（あるいは流入）する流体の質量を表す。また，その値を流体の密度で割ったもの
は，「単位水頭変化により単位体積中から流出（あるいは流入）する流体の体積」を表し，比貯留
係数と呼ばれる。 
これを式で表せば，次のようになる。 
    Ss  cng
h
nS
h
nS www  


                                        (2.1.33) 
ここで，Ss は比貯留係数[1/L]である。 
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③   n h Sw について 
 不飽和領域においては間隙率が変化しないと仮定すると， 
   
hV
Vw
hVsV
Vw
V
VsV
h
nS
h
S
h
n ww 








 





                      (2.1.34) 
ここで，V は全媒体体積[L3]，Vs は土粒子部分の体積[L3]，Vw は含水部分の体積[L3]， 
        θは体積含水率[－] 
よって，これらをまとめると飽和・不飽和領域を対象とした浸透の支配方程式は， 
 

   
 
x K
h
x
q S d
dh
h
ti
ij
j
S



   



                                 (2.1.35) 
流体密度が一定であるので，上式両辺をρで除し以下の基礎方程式を誘導できる。 



 
 
x K
h
x
q S d
dh
h
ti
ij
j
S



   



                                      (2.1.36) 
  ここで，β=0：不飽和領域， 1：飽和領域 
さらに，土質試験では，不飽和土の含水率と水頭の関係は（θ－h）関係より，（θ－Ψ）関係
で得られるものが一般的であること（図-2.3参照）からも，基礎方程式は全水頭 h によるもので
はなく，圧力水頭Ψによる方が扱い易い。 
両水頭の関係は，(2.1.26)式で示され，これを (2.1.36)式に代入すると以下のようになる。 



 



x K x K q S
d
d ti
ij
j
i S



   



3                                 (2.1.37) 
体積含水率
　
θ
　
負の圧力水頭
ψ 　
比水分容量 　
Ｃ
d θ
dψ＝Ｃ
 
図-2.3 負の圧力水頭と体積含水率の関係 
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ここで，(2.1.37)式の右辺第 2 項は比水分容量（dθ／dΨ≡C(Ψ)）である。また，Darcy 則を不
飽和領域にまで拡張定義し，透水係数 K を飽和透水係数(地盤依存)K s と相対透水係数(飽和度依
存)Krの積で表す (K≡KrK s) とすると，(2.1.37)式は以下のようになる。 
 
t
CSqK
z
KK
x S
S
i
S
ijr
i 



 

 

  3                                (2.1.38) 
あるいは， 
 
t
CSq
z
K
y
K
x
KK
z
z
K
y
K
x
KK
y
z
K
y
K
x
KK
x
S
S
zz
S
zy
S
zxr
S
yz
S
yy
S
yxr
S
xz
S
xy
S
xxr
































 

 







 

 







 

 
1
1
1  
             (2.1.39) 
(2.1.38)式あるいは (2.1.39)式を支配方程式と呼ぶ。 
これを時間的，空間的に離散化し，初期条件と境界条件を基に圧力水頭（Ψ）の分布を求める。 
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(4) 境界条件および初期条件 
ⅰ) 境界条件 
浸透流解析では，一般に以下の境界条件が考慮される。 
(a) 既知水頭境界 
既知水頭境界では水頭値を変量として扱わず，指定された経過時間に対応した既知量として指
定するものである。 
   tzyxHtzyxh b ,,,,,,                                   (2.1.40) 
ここで，Hbは既知水頭の位置と時間に対する関数である。 
既知水頭を設定する地点は任意ではなく，その位置が明確であるから，圧力水頭に対しても同
様の条件が設定できる。 
( ) ( )tzyxtzyx b ,,,=,,, ΨΨ                                  (2.1.41) 
  ここで，Ψbは既知圧力水頭の時間に対する関数である。 
(b) 既知流量境界 
流量値を境界条件とするもので，境界面を通過する流量で規定される。 
 K K
x
K n V x tr ij
S
j
i
S
i i

 



  3 ,                               (2.1.42) 
  ここで，V は境界面を通過する流速，ni は境界面に垂直なベクトルの i 座標方向成分である。 
(c) 浸出面境界 
浸出面境界は，飽和・不飽和浸透流解析特有のものである。この条件がとられる境界面では，
初期は不飽和状態にあり水の出入りが見られないものが，後に浸透系内の浸潤によって飽和状態
になり浸透系内より外部への流出が見られる。またはこの逆に，初期は飽和状態にあり外部へ流
出が見られるものの，後に浸透系内の浸潤面後退に伴い不飽和状態になり，水の出入りが見られ
なくなる場合もある（図-2.4参照）。 
 
不透水
　浸出面
（ 0 既知境界）
不透水
 
図-2.4  浸出面境界 
解析の中では，当初不透水扱いの境界面に水が浸透してきてΨ0 になるとΨ=0 として既知水
頭境界に変更する場合と，既知水頭扱いの境界が地下水位の低下によってΨ<0 になると不透水境
界条件に変更する場合に適用できる。 
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(d) 降雨浸透境界 
降雨浸透境界は，浸出面境界と同様，飽和・不飽和浸透流解析特有のものである。この条件が
とられる境界面では，初期に不飽和状態にあり水の出入りが見られないものが，降雨による浸透
系内への浸潤によって飽和状態になって内部への流入量の制限が発生し，さらに水面の上昇など
により外部への流出が見られる。またはこの逆に，初期に飽和状態にあり外部への流出が見られ
るものの，後に浸透系内の浸潤面後退に伴い不飽和状態になり，降雨の流入が発生する場合もあ
る。 
解析の中では，それぞれの地表の点での全水頭とその下の点での全水頭値より流入可能な流量
(qc)を計算し，対象とする時間における降雨(qt)との関係が qt>qcの場合には，地表の点での圧力水
頭をΨ=0 にして既知水頭境界にし，qt<qcの場合には地表の点は既知流量境界条件にする。 
  降雨浸透境界は，浸出面境界と同様，面上の間隙水圧値と流出入量の正負によって条件を定水
圧と不透水に変更するものであり，逐次計算による収束過程を持った数値解析の有効性が発揮さ
れる。 
 
ⅱ) 初期条件 
非定常(時間とともに水頭分布が変化する)問題では，計算開始段階での水頭分布を設定する必
要がある。 
( ) ( )zyxH0tzyxh 0 ,,==,,,                                 (2.1.43) 
ここで，H0は既知水頭の位置に対する関数である。 
圧力水頭に対しても同様の条件が設定される。 
( ) ( )zyx0tzyx 0 ,,==,,, ΨΨ                                (2.1.44) 
ここで，Ψ0は既知圧力水頭の位置に対する関数である。 
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2.1.3  飽和・不飽和浸透流解析の不飽和特性に関する研究 
飽和・不飽和浸透流解析に必要な不飽和特性は，図-2.5および以下に示す 2 つがある。 
① 体積含水率θと負の圧力水頭ψとの関係（水分特性曲線） 
②  体積含水率θと不飽和透水係数 k の関係 
 
(1) 推定式 
ⅰ) 体積含水率θと負の圧力水頭ψとの関係（水分特性曲線） 
水分特性曲線の代表的な推定式として，以下がある。 
① Brooks と Corey の式 25),26) 
λ
ψ
ψ 

 creS                (2.1.45) 
② van Genuchten の式 27) 
n
11
ne )a(1
1S




 ψ            (2.1.46) 
ここで，Seは有効飽和度であり，次式で定義される。 
rs
r
eS θθ
θ－θ
                (2.1.47)           図-2.5  不飽和特性
24) 
ここで，θs は飽和体積含水率，θr は最小容水量（地盤の中から排水されない水分量の
体積含水率）である。 
(2.1.46)式は，以降の不飽和透水係数の推定に用いられている 26),28)。 
 
ⅱ) 体積含水率θと不飽和透水係数の関係 
不飽和透水係数は，飽和度の関数となるために計測しにくい値とされており 29)，水分特性曲線
から推定する下式が提案されている 27)。ただし，下式の n は，(2.1.46)式中の値であるため，試験
より得られた水分特性曲線と(2.1.46)式とが良く一致していることが前提となる。 
 2mm/1e2/1e
s
r )S1(1SK
KK
　                                        (2.1.48) 
ここで，Ksは飽和透水係数，Krは比透水係数であり，m=1-1/n で定義される。 
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(2) 不飽和域の浸透特性に対する室内試験 
前記不飽和特性は，現位置あるいは室内試験によって求めることが可能であるが，試験事例も
限られており試験方法は確立されていない 30)。こうした中で，図-2.6に示す室内試験で得られた
不飽和特性の事例 31)がある。また，我が国の土質材料を対象とした試験結果を基に，(2.1.46)式～
(2.1.48)式に示す van Genuchten 式のパラメータが算定された例 24),28),32),33)もある。 
しかしながら，各種土層で試験を行って不飽和特性を設定することは現実的に難しいこと，負
の圧力水頭ψと体積含水率θの関係は土質により大きな差異があることを踏まえ，河川堤防の浸
透に対する構造検討 30)では，図-2.6 に示す既往の試験結果を参考に，図-2.7 および図-2.8 に示
す不飽和特性が設定されている。これは，実務への適用性を踏まえ，割り切って透水性土質，難
透水性土質とその中間的な透水性を有する土質の 3 つに区分するとともに，体積含水率の変化幅
を小さくすることで地下水位上昇しやすい安全側の不飽和特性を設定している。 
以上より，設計実務で用いられる手法の妥当性（保守性）に着目した本研究では，安全側の図
-2.7および図-2.8を不飽和特性を用いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 飽和度と比透水係数           (b) 飽和度と負の圧力水頭 
図-2.6  室内試験から得られた不飽和特性の事例 31) 
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(a) 礫質土・砂質土 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 粘性土 
図-2.7  河川堤防の浸透に対する構造検討で用いられる圧力水頭ψと体積含水率θの関係 30) 
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(a)  礫質土・砂質土 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b)  粘性土 
図-2.8  河川堤防の浸透に対する構造検討で用いられる比透水係数 Kr と体積含水率θの関係 30) 
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2.1.4  飽和・不飽和浸透流解析の境界条件に関する研究 
飽和・不飽和浸透流解析における側方境界は，一般的に水頭固定境界が多く用いられているが，
斜面背後からの水位変動境界として河川流量や洪水量予測に多く用いられるタンクモデルを用い
た研究が橘・大西・西山 34)によりなされている。この研究では，側方境界を水頭固定境界にした
場合とタンクモデルによる水位変動境界にした場合の解析結果と観測値との比較により，タンク
モデルによる水位変動境界の方が再現性に優れることを確認しており，実用性は高いと判断され
る。しかしながら，タンクモデルは，観測値をもとにしたパラメータの同定が必要であり，地下
水位観測が一般的になされていない自然斜面には適用できない。 
以上より，本研究では，飽和・不飽和浸透流解析における側方の境界条件として，プログラム
ソースが公開されている AC-UNSAF3D23)などで採用されている水頭固定境界などを用いる。 
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2.1.5  地下水流動解析に関する近年の研究 
(1) 3 連一次元タンクモデル 
タンクモデルは，斜面内の地下水の降雨～浸透～流動～再湧出する流動経路，降雨波形や降雨
応答の遅延が表現できること，地下水貯留に伴う不圧の地下水位を再現できることが特徴である。
高橋・大津・大西 35)は，一次元タンクモデルを斜面の上部，中間部，下部に連結させた 3 連一次
元タンクモデルを用いた地下水位変動解析を行い，実測水位を精度よく再現できることを確認し
ている。 
この方法は，自由水面と水収支の変動把握は可能であるが，有限要素法を用いた飽和・不飽和
浸透流解析で求められる流向や不飽和域の飽和度が得られないため，本研究の対象としない。 
 
(2) パイプフローを考慮した地下水流動解析 
植物根の枯死跡や小動物などの作用によって形成されたマクロ細孔は，これまで多くの崩壊斜
面や谷の上方で認められたが，現状においてこのパイプ内の地下水流動（パイプフロー）が斜面
崩壊に及ぼす影響は明らかになっていない。2014 年 8 月の広島豪雨災害においてもパイプフロー
の痕跡が多く認められ 36)，これが斜面の安定性に及ぼす影響の解明に向けた実験がなされている
37),38)。また，地下水流動解析では，斜面表層内ではないが，表層下の風化岩内に存在するパイプ
の影響を考慮した研究事例 39)もある。 
しかしながら，現状では，地盤内のパイプ分布や透水係数の把握が困難であり，パイプフロー
の生成メカニズムや地盤のモニタリング技術の高度化が不可欠と考え，本研究の対象としない。 
 
(3) 間隙空気圧を考慮した地下水流動解析 
一般に，地下水流動解析において地盤間隙内の空気の流動は考慮されていない。降雨浸透問題
において，間隙空気のメカニズム解明に向けた研究が本格的になされるようになったのは 1960
年代になってからであり，田中 40)，佐藤 41)の研究や気液二相流解析による高木・森下 42)，河野・
西垣・浅間 43)の研究が挙げられる。また，間隙空気圧計測に関しては，石原・高木・馬場 44)や河
野・西垣・竹下ら 45)の研究が挙げられる。近年の研究としては，加藤・岡・木元・小高 46)らの気
液連成の弾塑性浸透変形連成有限要素解析の提案や，檀上・酒匂・藤本・深川 47)らの間隙水圧と
間隙空気圧を分離した計測法の提案が挙げられる。 
しかしながら，例えば齋藤・川谷 48)によると，透水係数が小さいほど間隙空気の影響を受けや
すとされているが，本研究の主対象であるマサ土斜面の豪雨災害地における透水係数は，概ね 1.08
×10-2m/hr（3.0×10-4cm/s）以上 36),49),50)と比較的透水性が高い。また，現状では，透気特性につい
て確立されたものがないことを踏まえ，本研究では間隙空気圧を考慮しない。 
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(4) 広域地下水流動解析 
近年の集中豪雨の多発化を受けて，広域を対象とした表層崩壊モデルに関する研究が進められ
ており，地表面の傾斜による集水域の違いを考慮した沖村 51)の飽和モデルや不飽和浸透過程も考
慮した平松・水山・石川 52)のモデルがある。また，気候変動による渇水リスクや災害時における
緊急水源の確保が懸念される中，2014 年 7 月には水循環基本法が施行され，地下水利用に対する
関心が高まっている。こうした中，水が蒸発・降下・流下・浸透によって海域などへ至る過程で，
地表水と地下水が河川の流域を中心に循環する水循環に対して，これを健全に維持・回復させる
ため，流域単位での総合的かつ一体的な管理が求められている。これを受けて，流域単位を対象
とした水循環解析に関する研究・検討が活発になされており，鳥取県千代川や福井県大野盆地を
対象とした解析事例 53),54)などがある。 
しかし，現状では，広域を対象とするためにメッシュサイズが大きくなり，本研究のテーマで
ある不飽和域の浸透水圧が斜面の安定性に及ぼす影響検討に必要な地形の精度に問題があるため，
本研究の対象としない。 
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2.2  斜面安定問題に関する既往研究 
2.2.1  斜面安定解析手法 
斜面安定解析手法は，「極限平衡法」と「数値解析法」に大別される。前者は，地盤を剛体（変
形しない）と仮定し，力やモーメントのつり合いのみを考慮する簡便な斜面安定解析手法である。
後者は，有限要素法に代表されるように，力やモーメントのつり合いに加えて変形（変位－ひず
み関係，応力－ひずみ関係）を考慮する詳細法である。 
 
(1) 極限平衡法 
文献 55)～57)を引用（一部，加筆）した極限平衡法による二次元および三次元の斜面安定解析
発展の変遷を表-2.5および表 2-6に示し，以下にその研究を概説する。なお，無限斜面法を除く
方法では，一般的に不静定次数と言われる計算上の不足条件を静定化するための仮定が設けられ
ており，この仮定の仕方に応じた解析法が生まれた。このため，不静定次数がゼロである無限斜
面法は，開発者が存在しない。 
極限平衡法による斜面安定解析の始まりは，1930 年代に Fellenius58) がノルウェーのオスロ郊
外にあるゴーセンブルグ港のスティンベルグ岸壁で起こった崩壊の解析に用いた二次元フェレニ
ウス法である。この方法は，実際の破壊形状に近い円弧をすべり面に採用した点，すべり土塊を
スリット状のスライスに分け，異なる地盤材料から成る安定解析を可能にした点および安全率の
概念を明確にした点が画期的であり，現在の安定解析法の基礎となっている。しかしながら，フ
ェレニウス法は，スライス間力に働く内力が考慮されていないため，解析精度が悪いと言われて
いる。その後，1950 年代に入り，スライス間に働く内力を考慮し，任意形状のすべり面を対象と
した二次元ヤンブ法 59)と円弧すべりを対象とした二次元ビショップ法 60)が提案された。さらに，
1960 年代には，ヤンブ法で仮定されていたスライス間に働く内力の合力作用方向について，傾き
を考慮する二次元モーゲンスターン－プライス法 61)や二次元スペンサー法 62)が提案された。また，
1980 年代前半に沖村 56)は，マサ土斜面の崩壊面は地表にほぼ平行であるものの，傾斜が変化する
特徴を踏まえ，無限斜面法をベースとした Chowhurg63)による三平面安定解析法を拡張した多平面
安定解析法を提案した。二次元フェレニウス法は，現在も我が国の設計実務（各種基準類）や各
種研究に広く用いられている。また，二次元ビショップ法は，捨石マウンドを有する港湾構造物
の基礎の安定性検討に用いられている 64)。 
三次元解析は，1970 年後半の二次元フェレニウス法を拡張したホブランド法 65)に始まる。しか
し，この方法は，コラム側面に作用する全ての力（特に側方からの拘束力）が考慮されておらず，
精度上問題が多いとされている。その後，1980 年代後半には，鵜飼・細堀ら 66),68)，Hungr ら 67),69)
によって二次元を三次元に拡張した三次元簡易ビショップ法，三次元簡易ヤンブ法や三次元スペ
ンサー法などが提案されている。また，1993 年には，Lam・Fredlund70) によって三次元モーゲン
スターン－プライス法が提案されている。なお，簡易ビショップ法や簡易ヤンブ法は，スライス
間に働く鉛直内力を 0 とした二次元簡易ビショップ法および二次元簡易ヤンブ法の拡張形である。
二次元フェレニウス法による安定性評価が主流とは言え，至近年のコンピュータの目覚しい発展
により，三次元解析を用いた安定性評価事例例えば 71)も増えている。 
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表-2.5  斜面安定解析の発展の変遷（二次元極限平衡法）55)～57) 
手法名 年 研究者 概要 
無限斜面法 － － 
すべり面が地表面と平行，かつ直線と仮定し，
すべり土塊底面の滑動力と抵抗力の比をすべ
り安全率とした安定解析手法で，すべり線の
延長が崩壊深さに対して十分大きな斜面に適
用される。 
フェレニウス法 1936 Fellenius58) 
円弧のすべり土塊を鉛直なスライスに分割
し，スライス底面の滑動モーメントと抵抗モ
ーメントの比をすべり安全率とした安定解析
手法である。なお，この方法では，スライス
間に働く内力を考慮しておらず，各スライス
の安全率は異なっている。 
ヤンブ法 1954 Janbu59) 
非円弧のすべり土塊にも対応した安全率算定
手法として最初に提案された手法であり，ス
ライス間に働く内力を考慮（作用位置・作用
方向は仮定）している。 
ビショップ法 1955 Bishop60) 
上記フェレニウス法と同様に，円弧のすべり
土塊に対する安全率算定手法であるが，スラ
イス間に働く内力を考慮している。 
モーゲンスターン
－プライス法 
1965 Morgenstern-price61) 
上記ヤンブ法と同様に，非円弧のすべり土塊
にも対応した安全率算定手法であり，スライ
ス間に働く内力を考慮（合力の傾きを仮定）
している。 
スペンサー法 1967 Spencer62) 
上記モーガンスターン－プライス法とほぼ同
様であるが，スペンサー法は，各スライス間
に働く内力の合力の傾きを一定と仮定してい
る。 
三平面 
安定解析法 
1978 Chowhurg63) 
上記無限斜面法（すべり面が地表面と平行，
かつ直線と仮定）を，3 つの異なるブロック
からなる土塊の安定解析に拡張した手法であ
る。 
多平面 
安定解析法 
1982 沖村 56) 
上記三平面安定解析法を，三平面以上の多数
の平面で近似されるすべり面をもった安定解
析に拡張した手法である。 
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表-2.6  斜面安定解析の発展の変遷（三次元極限平衡法）55) 
手法名 年 研究者 概要 
ホブランド法 1977 Hovland65) 
二次元のフェレニウス法を三次元に拡張した
ものである。ただし，コラム側面に作用する全
ての力（特に側方からの拘束力）が考慮されて
いない。 
簡易分割法 1986 
鵜飼・細堀・ 
永瀬・榎戸 66) 
上記ホブランド法で考慮されていないすべり
面直交方向からの内力が考慮されている。 
簡易 
ビショップ法 
1987 Hungr 67) 
スライス間に働く鉛直内力を 0 とした二次元
の簡易ビショップ法を三次元に拡張したもの
である。 
簡易ヤンブ法 1988 鵜飼・細堀 68) 
スライス間に働く鉛直内力を 0 とした二次元
簡易ヤンブ法を三次元に拡張したものである。 
簡易 
ビショップ法 
1988 鵜飼・細堀 68) 
スライス間に働く鉛直内力を 0 とした二次元
の簡易ビショップ法を三次元に拡張したもの
である。ただし，仮定や定式化は上記 Hungr
の簡易ビショップ法とは異なる。 
スペンサー法 1988 鵜飼・細堀 68) 
二次元のスペンサー法を三次元に拡張したも
のである。 
ヤンブ法 1989 
Hungr・Salgado・ 
Byrne 69) 
二次元のヤンブ法の三次元拡張型が提案され
た。 
モーゲンスターン
－プライス法 
1993 Lam・Fredlund70) 
二次元のモーゲンスターン－プライス法を三
次元に拡張したものである。 
 
望月・三笠・勝田 72)は，二次元のフェレニウス法，簡易ビショップ法などにより，図-2.9に示
す 4 ケースの斜面を対象に安全率の比較を行い，表-2.7および表-2.8に示す結果を得ている。 
① 安全率の最小値および最大値は，フェレニウス法およびヤンブ・1/3 法で得られており，
前者はスライス間に働く内力を考慮していないため，特に斜面勾配の急なすべり面上の垂直
応力が小さく見積もられ（せん断抵抗力が過小に評価され），安全率が小さくなる。 
② スライス間の鉛直内力を考慮していない簡易ビショップ法では，フェレニウス法とヤン
ブ・h/3 法の結果のほぼ中間の値となる。なお，ヤンブ・h/3 は，スライス間の水平内力の作
用位置をスライス高さの 1/3 に仮定した方法である。 
③ ヤンブ・h/3 法は，モーゲンスターン－プライス法と概ね一致し，厳密法と同等の安全率
が得られている。 
④ フェレニウス法の安全率は，ヤンブ・1/3 法，モーゲンスターン－プライス法に比べて 10
～15％，簡易ビショップ法に比べて 7～9％小さくなる。 
⑤ Bishop60)は，簡易ビショップ法による安全率は，厳密法に比べて約 5％小さいとしており，
厳密法ではヤンブ・h/3 法やモーゲンスターン－プライス法と概ね同一の安全率が得られる。 
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三次元解析は，すべり土塊の奥行き方向の断面形状の変化や側面抵抗・側方拘束圧の影響など
の三次元効果が加わる。このため，三次元の安全率は，二次元の安全率より大きくなることが多
くの研究で明らかにされている例えば 73)～75)。谷部を事例にした場合の三次元効果は，図-2.10に示
すとおり，三次元の滑動力①は，二次元と同様の斜面上流側から下流側に向けた分力②とその直
交方向の分力③に分けられる。この斜面上下流方向への分力②は，二次元の滑動力に比べて小さ
くなる。また，それに直交する左右側部から谷側に向けて作用する分力③は，すべりに対する抵
抗力として寄与するため，二次元による安全率は三次元に比べて小さくなる。このため，二次元
解析が，我が国の設計実務（各種基準類）や各種研究に広く用いられている。 
以上より，設計実務で用いられる手法の適用性（保守性）に着目した本研究では，最も広く用
いられている二次元のフェレニウス法を対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.9  モデル斜面（ケース 2～5）72) 
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表-2.7  二次元極限平衡法による安全率の比較 72) 
ケース 
フェレニウス法 
（F1） 
簡易ビショップ法 
（F2） 
ヤンブ・h/3 法※1 
（F3） 
モーゲンスターン
－プライス法 
（F4）※2 
2 1.43 1.54 1.63 1.59，1.61 
3 1.51 1.65 1.77 － 
4 1.19 1.28 1.36 － 
5 1.21 1.33 1.41 － 
※1：ヤンブ・h/3 法は，スライス間の水平内力の作用位置をスライス高さの 1/3 に仮定した方法 
※2：モーゲンスターン－プライス法では，適切な解として選ばれた 2 つの安全率を記載 
 
 
表-2.8  二次元極限平衡法による安全率の比率 72) 
ケース F1/F2 F1/F3 F1/F4 
2 0.929 0.877 0.888～0.899 
3 0.915 0.853 － 
4 0.930 0.875 － 
5 0.910 0.858 － 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
二次元の滑動方向         ①三次元の滑動方向 
           ②三次元における二次元滑動方向の分力 
        ③三次元における二次元滑動直交方向の分力 
 
図-2.10  二次元と三次元の滑動力の違い 
③ 
② 
① ③ 
② 
① 
－42－ 
(2) 数値解析法 
極限平衡法は，以下のような問題が挙げられ，経験に基づく裏付けを持って工学的に意味のあ
るものとされている。 
① 不静定問題であるために，力のつり合い式には必ず何らかの仮定の導入が必要で，それが
すべり安全率に影響する。 
② 地形の変化，盛土・掘削問題を伴う場合やすべり面が特定できない場合などにおいて，安
全率のみで評価する極限平衡法ではすべり挙動を的確に表現できない。 
③ 対策工の適切な評価ができない。 
こうした問題点とコンピュータ性能の向上に伴って，前節の地下水流動解析と同様に，1970 年
頃から有限要素法を用いた斜面安定解析に関する研究が始まった。文献 76)，77)を引用（一部，
加筆）し，有限要素法の発展の変遷を概説すると，Brown・King78)は 1966 年に均一な 45°の斜面
を対象に，Clogh・Woodward79)は 1967 年にアースダム築堤時の変形問題を対象に弾性解析を行っ
た。また，1968 年に Zienkiewicz ら 80)，1974 年に Smith・Hobbs 81)は，弾完全塑性解析による斜面
やダムの安定問題などへの適用事例を報告し，1984 年に田村・小林ら 82)は金属の塑性加工分野で
開発された剛塑性有限解析法 83)を地盤工学の分野に持ち込んだ。 
我が国のマサ土斜面や盛土斜面などを対象とした有限要素法以外の斜面安定解析に係る数値解
析法としては，1976 年に川井 84)によって開発された剛体要素同士が非線形バネで連結されたモデ
ルを用いる RBDM（剛体バネモデル）がある。また，2001 年に竹内・大木・上林・草深 85)によ
って提案された有限要素法で用いられる Lagrange の未定定数にバネの考え方を導入し，要素境界
上の変位の連続性をペナルティによって近似的に導入したハイブリッド型ペナルティ法がある。
最近では，大変形や崩壊挙動を評価できる可能性がある数値解析法として，粒子法例えば 86),87)が注
目され精力的に研究が行われている。 
粒子法を除く有限要素法による応力などを用いた安全率算定法は，2 つに大別される。1 つ目は，
熊・望月・弓岡・三木 76)によって提案されたもので，すべり線が通過する要素毎の滑動力と抵抗
力（局所安全係数）を求め，全要素の滑動力と抵抗力を総和して安全率を算定する SS 法がある。
2 つ目は，Zienkiewicz ら 80)の着想を基に，蔡飛，鵜飼 88)により広く実務への普及が試みられてき
たせん断強度低減法がある。この方法は，斜面内の強度定数を徐々に低減し，外力による応力の
つり合い計算が発散した時点を極限平衡状態と見なして斜面の全体安全率として定義する。我が
国では，二次元フェレニウス法による極限平衡法が主流であるため，有限要素法に基づく数値解
析が採用される場合，必然的にその使途は全体安全率となり，後者のせん断強度低減法が斜面安
定性評価に広く用いられている。このため，蔡飛，鵜飼 88) による弾完全塑性解析以外にも，剛
塑性解析や RBDM（剛体バネモデル）にもせん断強度低減法が取り入れられている 89),90)。 
以上より，本研究では，設計実務で広く用いられている二次元フェレニウス法の妥当性（保守
性）検証に用いる数値解析法として，蔡飛，鵜飼 88)により広く実務への普及が試みられたきた二
次元弾完全塑性のせん断強度低減有限要素法を用いることとする。 
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2.2.2  斜面安定解析手法の理論 57) 
(1) 二次元フェレニウス法 
二次元フェレニウス法は，円弧すべり分割法の最も簡単な安定計算法で，すべり土塊を複数の
鉛直なスライスに分割し，スライス底面の円弧中心に関する抵抗モーメントとすべり土塊の滑動
モーメントとの比を安全率とする方法である。図-2.11 は，斜面，すべり面とスライスに作用す
る力を示したものである。スライス側面に働く力 H，V はスライス間に働く水平と鉛直の内力で，
フェレニウスは「この内力は安全率に大きな影響を与えない」と述べ，下式のとおり仮定した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.11  二次元フェレニウス法のスライスに働く力 57) 
0HH 1nn                                        (2.2.1) 
0VV 1nn                                         (2.2.2) 
この仮定を満たす条件を，端のスライスから順次つり合いを考えていくと，下式が導かれる。 
0HH 1nn                                        (2.2.3) 
0VV 1nn                                          (2.2.4) 
図-2.11より，スライスの滑動モーメント mDは， 
α・・⊿・ cosERWrmD                               (2.2.5) 
ここで，r はすべり円弧中心からスライス重心までの距離，W はスライス重量，R はすべり円
弧の半径，⊿E=En+1－Enですべり面方向の成分を図-2.11の m 点に作用させたときのモーメント 
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また，全スライスの滑動モーメント MDは， 
α）・・⊿α・・Σ（ cosERWsinRM D                         (2.2.6) 
ここで，r は R･sinα，αはスライス底面が水平面となす角度であり，
α・⊿α・ cosEsinWT   
と置くと， 
TRM D ・Σ                                     (2.2.7) 
一方，スライス底面上のせん断強さは，クーロン則を適用して， 
lUNO /= ）－（σ                                      (2.2.8) 
ここで，N=W・cosα－⊿E･sinα，U は間隙水圧，l はスライス底面長さで，せん断強さτは， 
lUNlcc O /}tan)+{tan+= φ・－（・φ＝・στ                       (2.2.9) 
ここで，c は粘着力，φは内部摩擦角 
すべり面上のせん断強さの合力 S は， 
φ・（・ tan)UNlcS                                 (2.2.10) 
n 番目のスライスの抵抗モーメント mRは， 
φ・（・・ tan)UNlc{RmR                              (2.2.11) 
全スライスの抵抗モーメント MRは， 
φ・（・・Σ tan)UNlc{RM R                               (2.2.12) 
以上より，安全率は FSは下式のとおりとなる。 
)cosEsinW(/}tan)UsinEcosW(lc{     
T/}tan)UN(lc{     
M/MF DRS
α・⊿α・Σφ・α・⊿α・・Σ
Σφ・・Σ



     (2.2.13) 
(2.2.13)式の⊿E=0 とした次式を通常フェレニウス法と呼んでいる。 
α・Σφ・α・・Σ sinW/}tan)UcosW(lc{FS                     (2.2.14) 
しかし，(2.2.14)式は，すべり面の水平となす角度が急なスライスでは，W・cosα－U の値が負
となる場合が生じて不合理であるため，W・cosα－U を W’・cosα（W’はスライスの有効重量）
に置き換えた修正フェレニウス法と呼ばれる次式が各種基準類などで広く用いられている。 
α・Σφα・・・Σ sinW/tancos'Wlc{FS                           (2.2.15)
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(2) 弾完全塑性せん断強度低減有限要素法 91)～94) 
ⅰ) 二次元弾塑性連続体の基礎方程式 
二次元弾塑性連続体が満たさなければならない 3 つの基礎方程式がある。 
1 つ目は，力学的に安定であるために，以下の力とモーメントのつり合い式を満たす必要があ
る。 
　　
στ
　，　
τσ Y
yx
X
yx
yyxyxyxx  







                                    (2.2.16) 
ここで，σxx，σyy は，x，y 方向の垂直応力，τxy はせん断応力，X，Y は単位面積あたりに作
用する x，y 方向の物体力 
 x 方向を水平，y 方向を鉛直（上向きを正とする）にとると，物体力が自重のみであるときは，
X=0，Y=－γとなる。γは土の単位体積重量である。 
2 つ目は，変位とひずみの関係式が満たされなければならない。変形が小さいときには次式が
成り立つ。 
　　γ
　，　εε
x
v
y
u
y
v
x
u
xy
yyxx










                                            (2.2.17) 
ここで，εxx，εyyは，x，y 方向の垂直ひずみ，γxyはせん断ひずみ，u，v は x，y 方向の変位 
(2.2.16)式と(2.2.17)式は，弾塑性体の応力ひずみ関係とは無関係に成り立つ。 
3 つ目は，構成式と呼ばれるもので，材料の物性を表す式である。弾塑性体の場合には，応力
ひずみ関係がこれに相当する。よく知られているように，弾性体の応力ひずみ関係はフックの式
で表される。これは，二次元平面ひずみ状態では，次のようになる。 
　　・γνγ
ν・ε・ενσ
ν・ε・ενσ
xyxy
xxyyyy
yyxxxx
)1/(2/E
})1{(S
})1{(S



                                     (2.2.18) 
ここで，S＝E/(1+ν)/(1－2ν)，E はヤング係数，νはポアソン比 
 (2.2.16)式，(2.2.17)式，(2.2.18)式に示した弾性体の基礎方程式を有限要素法に離散化し，定式化
すると，次式の連立一次方程式が得られる。 
　　}F{}U]{K[                                                (2.2.19) 
ここで，[K]は剛性マトリクスで弾性体の剛性に比例する。また，(2.2.19)式を解くと，節点力
ベクトル{F}に対する節点変位ベクトル{U}が得られる。 
 
ⅱ) 弾完全塑性モデル 
一般的に地盤は，変形が小さい弾性体と仮定することが多い。一方，斜面安定のような安定問
題では，地盤が破壊状態にあると想定して完全塑性体とする仮定がよく用いられる。このような
2 つの仮定を合わせ持つ土のモデルが，図-2.12に示す弾完全塑性モデルである。
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図-2.12  弾完全塑性モデル 92) 
 
このモデルでは，降伏応力τy（もしくは降伏ひずみγy）までは弾性的性質を示し，それ以降
は一定の応力τyを保ちながら大きな塑性変形が進行する。実際の土は，ひずみ硬化や軟化を起こ
して変形が進行するため，厳密にはより複雑な応力ひずみ関係式が必要になる。しかしながら，
弾完全塑性モデルは，土の弾性係数と強度定数を同時に考慮できるため簡潔であり，十分な実用
性と適用性を有していると考えられる。 
土は，摩擦性材料とみなされ，せん断によって破壊が生じると考えられるため，降伏もしくは
破壊規準として次式のモール・クーロン式がよく用いられる。 
φ・σ
φστ
tan)u(c     
tan'cf


                                (2.2.20) 
ここで，τfは土のせん断強度，σ’はすべり面上の有効垂直応力，σは全応力，u は間隙水圧，
c は粘着力，φは内部摩擦角 
(2.2.20)式を主応力で表すと次式のようになる。 
φ　・φ・σσ＝－σσ cos2csin)( 3131                                   (2.2.21) 
また，σ1とσ3を x，y 表示すると次のようになる。 
　τσσ－σσσ
τσσσσσ
2
xy
2
yxyx3
2
xy
2
yxyx1
4/)()/2(
4/)()/2(


                                  (2.2.22) 
 
ⅲ) 弾塑性体の応力増分・ひずみ増分関係式 
図-2.12 から分かるように，弾塑性体では，応力とひずみの間に 1 対 1 の関係はなく，弾塑性
体がそれまでに受けた応力履歴の影響を大きく受ける。このため，弾塑性体の応力と変形状態を
表現するために，ある状態からの応力増分とひずみ増分の関係を求めて，時々刻々の状態変化を
解析していく必要がある。 
現在の応力とひずみの状態として，各々ベクトル{σ}と{ε}で与えられる弾塑性体を考えると，
二次元の連続体では，次式で表される。 
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γ
ε
ε
ε　，　
τ
σ
σ
σ














xy
yy
xx
xy
yy
xx
}{}{                                         (2.2.23) 
この弾塑性体に応力増分{dσ}が加えられ，ひずみ増分{dε}が生じたとした場合の{dσ}と{dε}
の関係式を導くと，{dε}は次のように弾性成分{dεe}と塑性成分{dεp}に分解される。 
　εε＝ε }d{}d{}d{ pe                                          (2.2.24) 
{dσ}と{dεe}の間にはフックの法則が成り立つため， 
　ε＝σ }d]{D[}d{ e                                           (2.2.25) 
ここで，[D]は弾性係数マトリクスと呼ばれ，弾性係数 E とポアソン比νを用いて次のように
表される。 











　ν　　　　　　　　
ν　　　　　ν　　　
　　ν　　ν　　　　　　
)/22-(1      00
01
01
S[D]                                    (2.2.26) 
一方，塑性ひずみ増分{dεp}と応力との間には，次式のような関係を仮定することが多い。 
　
τ
Ψ
λε　　，　
σ
Ψ
λε　，　
σ
Ψ
λε
xy
xy
p
yy
yy
p
xx
xx
p dddddd 




             (2.2.27) 
(2.2.27)式をまとめて，ベクトル表示すると 
　σΨλε }/{d}d{ p                                    (2.2.28) 
ここで，Ψ は塑性ポテンシャルと呼ばれる応力と塑性ひずみの関数，dλは比例係数 
Ψ は実際の土では複雑な関数になるが，弾完全塑性モデルでは(2.2.21)式に倣って次式のような
Ψ を用いることがある。ψは土のダイレイタンシー角である。 
ψ　・σσ－－σΨ＝σ sin)( 3131                                        (2.2.29) 
以上の関数式をさらに展開していくと，弾塑性体の応力増分・ひずみ関係式が次式のように導
かれる。 
　ε・
σΨ・・σ
・σ・σΨ
＝σ }d{
}/{]D[}/f{
]D[}/f{}/]{D[)R1(]D[}d{ T
T


  

           (2.2.30) 
ここで，f は降伏関数であり，モール・クーロンの場合には，次式で表される。 
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φ　・φ・σσ－σσ cos2csin)(f 3131                               (2.2.31) 
また，R は係数であり，応力増分{dσ}により，①弾性または弾塑性状態から弾性状態に変化す
るとき R=1，②弾塑性状態から弾塑性状態へ変化するとき R=0，③弾性状態から弾塑性状態へ変
化するとき 0<R<1 の値となる。 
 
ⅳ) 弾塑性有限要素法の計算方法 
ここでは，自重の作用下で安定している斜面内に降雨が浸透し，地下水位が上昇する場合にお
ける弾塑性有限要素法の計算方法を示す。 
① まず，斜面に自重を少しずつ（ここでは，単位体積重量γの 1/n ずつ）載荷する。 
自重の一部であるγ/n に対応する等価節点力{F}を求め，(2.2.19)式に代入する。剛性マト
リクス[K]は，斜面形状，要素分割，土の弾性係数などから決定される。与えられた境界条件
のもとで(2.2.19)式を解くと，節点変位の弾性増加量{⊿U}が計算される。 
② この変位増加量{⊿U}に対応する弾性応力増加量{⊿σ}を計算する。{⊿U}がモール・クー
ロンの(2.2.20)式または(2.2.21)式を超えないなら，その要素は弾性状態が確定する。モール・
クーロン式を満たすか超える場合には，その要素は弾塑性状態にあると判断される。応力状
態がモール・クーロン式を超えることはありえないため，弾塑性状態にあると判断された要
素は，モール・クーロン式を満たすように応力の補正を行い，補正された応力に対応する等
価節点力を計算する。通常，この値は最初に求めたγ/n に対する等価節点力と一致しないが，
この不一致の差を残差力{⊿R}と呼ぶ。 
③ この残差力{⊿R}に対応する弾性変位増加量を(2.2.19)式から計算し，上記と同様な計算を
繰り返す。残差力が所定の許容誤差以下になったら，求める計算結果が得られたと判断する。 
④ 次に，γ/n を追加し，上記①～③の計算を繰り返す。途中で計算が発散するか，もしくは
残差力計算を所定の回数繰り返しても許容値に達しないときは，そこで斜面が破壊したと判
断する。計算が収束する場合には，加えた自重の和がγになるまで同様の計算を繰り返す。 
⑤ 上記自重計算で斜面が安定した状態になっているとすると，その状態を出発点（初期応力
状態）として解析を行う。斜面内の間隙水圧分布が判っていれば，間隙水圧ベクトル{u}に対
応する等価節点力に変換しながら徐々に作用させる。 
 
ⅴ) せん断強度低減法による安全率の算定方法 
図-2.13 にすべり面を伴う斜面の崩壊時と崩壊する寸前の状態を示した模式図と，これに対応
した弾完全塑性モデルの応力状態を示す。 
図-2.13 の(b)の斜面内の土の強度を c，φとし，斜面全体の安全率を F とおく。次に(2.2.20)式
のτfを安全率 F で除した大きさのせん断強度を有すると仮定する。この仮定した土のせん断強度
をτf1とすると，次式で表される。 
FFf1 tan'cF
tan'
F
c
F
tan'c
φσ
φσφσ
τ                     (2.2.32) 
ここで，cF，φFはせん断強度低減法の計算で使用する見かけの c，φである。 
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図-2.13の(b)は崩壊寸前であるため，τf1に基づいて全体安全率を計算するとF=1が得られる。 
以上のように，斜面の全体安全率 F を別な定義として，すべり面上の土のせん断強度をある定
数で除した時に斜面が崩壊する場合，その定数が斜面の全体安全率に相当する。土のせん断強度
を徐々に低減させていく過程で斜面崩壊の瞬間を捉えるのが，せん断強度低減法の基本的考えで
ある。 
せん断強度低減有限要素法では，まず(2.2.32)式の F を小さな値とする。こうして得られたτf1
（大きな値となる）を土のせん断強度に用い，力のつり合い計算を行う。τf1 が大きいというこ
とは，塑性化が生じないということであり，せん断強度低減有限要素法の計算第 1 ステップは斜
面が弾性体として挙動する。 
続いて F を若干増加させると，τf1 がそれに応じて低減される。その条件下でもう一度力のつ
り合い計算を行う。これを繰り返すうちに，図-2.14 に示すように斜面内のどこかで塑性化が生
じる。塑性化した要素では，降伏規準や塑性ポテンシャルに基づき応力補正がなされ，弾性状態
とは異なった応力が得られる。広く弾塑性有限要素法で用いられる修正 Newton-Raphson 法例えば 95)
による非線形計算法では，一次的なつり合い計算は全て弾性を基本になされるため，塑性化した
要素と塑性化していない要素との間には力の不均衡（残差力）が発生する。残差力は，修正
Newton-Raphson 法に基づき，塑性化した要素以外の隣接要素に再配分される必要がある。こうし
てうまく再配分が完了するまで力の分配計算を繰り返し行い，残差力が許容誤差範囲内に収まれ
ば当該ステップの計算が収束したと判断して次のステップに進む。 
こうして F を徐々に増加させる手順の繰り返しにより，図-2.14 に示すように，次第に塑性化
する要素の個数が増え，また残差力の分配に要する繰り返し計算の回数も増えていく。この繰り
返し回数は，ある時点から級数的に増加するため上限値を設けておくこととし，それを超えた場
合に応力の再配分が困難と判断し，計算が発散したと考える。すなわち，斜面内のつり合いを満
たすのに必要なせん断抵抗力が発揮できずに崩壊したことになる。この時点での F が対象斜面の
全体安全率である。せん断強度低減有限要素法では，極限平衡法のように予めすべり面の位置を
設定する必要がなく，計算過程で自動的に最もすべり易い面の位置が検索される。 
以上の手順をフロー化すると，図-2.15に示すとおりとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.13 すべり面を伴う斜面の崩壊時と崩壊寸前の模式図および 
        崩壊寸前の各点の弾完全塑性モデルにおける応力状態 93) 
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図-2.14 要素分割と塑性域（黒色部）の進展イメージ 93) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.15  せん断強度低減有限要素法の解析フロー94) 
START 
外力ベクトル f ext=fs+fb+fuを計算 
fs：荷重によるベクトル 
fb：自重によるベクトル 
fu：水圧によるベクトル（浸透流解析結果） 
弾性 FEM 解析で f extに対する初期応力を計算 
低減係数 F の初期値 F0を仮定 
F を ΔF 増加させる 
F1=F0+ΔF 
c’F，φ’Fを計算する 
弾塑性 FEM 解析による応力・残差力を計算する 
Yes 
F1=F0 
No 
全体安全率 Fs=F1-ΔF 
No 
END 
Yes 
弾塑性 FEM 解析は収束したか
計算繰返し回数 
＞最大繰返し回数 
－51－ 
2.3  降雨時の斜面安定性評価に関する既往研究 
2.3.1  降雨浸透を考慮した斜面安定解析手法 
降雨時の斜面安定問題は，浸透と安定の複合問題である。地下水流動解析と斜面安定性評価に
係る既往研究，つまり発展の変遷については，前節までに記載のとおりであり，崩壊メカニズム
の解明に向けてこれらを組み合わせた幾多の研究がなされている。 
降雨浸透による斜面崩壊の主要因としては，①降雨浸透による土塊重量の増加，②飽和域の間
隙水圧の上昇による有効応力の低下，③飽和度の上昇による土の強度低下に加えて，④不飽和域
への浸透水圧の作用も挙げられる。④を考慮することの必要性についての従来研究としては，酒
匂・北村 96)らの提案が挙げられる。 
我が国のマサ土斜面や盛土斜面を主とした降雨時の斜面安定性評価に関する従来研究の一例と，
これらが考慮している斜面崩壊要因を表-2.9に示し，以下にその研究を概説する。なお，表-2.9
は，文献 97)を引用し加筆している。 
降雨時の斜面安定性評価について，1977 年になされた西田・八木・二木 98)の研究は，鉛直浸透
に伴って発生する①降雨浸透による土塊重量の増加と②飽和域の間隙水圧の上昇による有効応力
の低下を斜面安定問題に取り入れたもので，比較的簡単な解析法であるが，それ以降の研究の基
本的な方向性を示している。同年，赤井・大西・西垣 17)によって有限要素法による鉛直二次元飽
和・不飽和非定常解析が開発され，1982 年の久楽・石塚 99)の研究をはじめ現在も浸透問題に多用
されている。1983 年，1986 年には，上記①，②に加えて③の飽和度上昇による土の強度低下に着
目した研究が芥川・風間・中島 100)や矢田部・榎・八木 101)によってなされた。1985 年には，沖村・
市川・藤井 102)によって，飽和浸透流モデルと多平面解析法による崩壊シミュレーションがなされ
た。また，1991 年には，平松 103)によって，一次元鉛直不飽和浸透流解析と平面二次元側方流動
解析によって斜面内の間隙水圧分布を求め，その結果を基に無限斜面法によって安全率の算定が
なされている。これらのシミュレーションは，いずれも広域を対象としたものであったため，特
定の斜面を対象とした場合のような飽和・不飽和非定常解析は採用されていない。 
上記斜面安定解析手法は，極限平衡法によるものであり，現在も河川堤防 30)をはじめとした実
務に用いる基準類や各種研究に多用されている。実務への適用実績はあまりないが，1990 代以降
になると急速なコンピュータ性能の向上に伴って，数値解析による様々な斜面安定解析手法が開
発されており， 1991 年の蔡・鵜飼 88)による弾塑性せん断強度低減有限要素法，1996 年の近藤 90)
によるせん断強度低減剛体バネモデル(RBSM)や 2010 年の八木・中村・磯部・大塚 105) による剛
塑性せん断強度低減有限要素法が挙げられる。これらの手法で，④不飽和域の浸透水圧が考慮さ
れているかどうかは不明であるが，浸透流解析と応力解析の連成によって考慮が可能である。 
2000 年以降になると，浸透問題に関しては，古川・笹井 71)の研究のような三次元有限要素法に
よる飽和・不飽和非定常解析の採用，小山・高橋・大西 106)によるタンクモデルを用いた飽和・不
飽和非定常解析，末永 107)による間隙水圧と間隙空気圧を考慮した気液二相流解析の開発や，水の
蒸発・降下・流下・浸透によって海域などへ至る過程まで取り入れた水循環解析の活用がなされ
ている。また，安定問題に関しては，前記弾塑性せん断強度低減有限要素法の開発に加えて，三
次元の極限平衡法を用いる研究事例が増えるとともに，例えば荒木・奥村・安福・大嶺ら 108)のよ
うに，水圧法（間隙水圧）ではなく体積力法（浸透力と浮力）として考慮する方法により，不飽
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和域の透水力を考慮した研究事例がある。 
上記④の不飽和域の浸透水圧の作用が斜面の安定性に及ぼす影響把握を目的とした本研究では，
前節までに記載したとおり，地下水流動解析は有限要素法による鉛直二次元および三次元の飽
和・不飽和非定常解析，斜面安定解析は弾塑性せん断強度低減有限要素法を用いて，現在設計実
務で多用されている極限平衡法（修正フェレニウス法）の適用性検証を試みる。 
 
表-2.9 降雨時の斜面安定性評価に関する従来研究の一例と考慮している斜面崩壊要因 97) 
研究者 年 
地下水 
流動解析手法 
斜面安定 
解析手法 
考慮する崩壊主要因※ 
① ② ③ ④ 
西田・八木・
二木 98) 
1977 鉛直浸透 
無限斜面法 
修正ﾌｪﾚﾆｳｽ法 
〇 〇 × × 
久楽・石塚 99) 1982 
有限要素法による 
二次元飽和・不飽和 
円弧すべり 〇 〇 × × 
芥川・風間・
中島 100) 
1983 
有限要素法による 
二次元飽和・不飽和 
円弧すべり 〇 〇 〇 × 
沖村・市川・
藤井 102) 
1985 飽和浸透 多平面安定解析法 〇 〇 × × 
矢田部・榎・
八木 101) 
1986 
有限要素法による 
二次元飽和・不飽和 
ヤンブ法 
修正ﾌｪﾚﾆｳｽ法 
〇 〇 〇 × 
平松 103) 1991 
一次元鉛直不飽和と 
平面二次元側方流動 
無限斜面法 〇 〇 × × 
蔡・鵜飼 88) 1991 
有限要素法による 
二次元飽和・不飽和 
弾塑性せん断強度
低減有限要素法 
〇 〇 × 不明 
近藤 90) 1996 
有限要素法による 
二次元飽和・不飽和 
せん断強度低減剛
体ﾊﾞﾈﾓﾃﾞﾙ(RBSM) 
〇 〇 × 不明 
古川・笹井 71) 2001 
有限要素法による 
三次元飽和・不飽和 
三次元ヤンブ法 〇 〇 × × 
斉藤・藤吉・
秋山 104) 
2006 広域水循環モデル 三次元ホブランド 〇 〇 × × 
八木・中村・
磯部・大塚 105) 
2010 
有限要素法による 
二次元飽和・不飽和 
剛塑性せん断強度
低減有限要素法 
〇 〇 〇 不明 
小山・高橋・
大西 106) 
2010 タンクモデル ヤンブ法 〇 〇 × × 
荒木・奥村・
安福・大嶺・
ﾊｻﾞﾘｶ･ﾍﾏﾝﾀ 108) 
2012 未実施 無限斜面法 〇 〇 × 〇 
末永 107) 2013 気液二相流 
弾塑性せん断強度
低減有限要素法 
〇 〇 × 不明 
※①降雨浸透による土塊重量の増加，②飽和域の間隙水圧の上昇による有効応力の低下， 
③飽和度の上昇による土の強度低下，④不飽和域の浸透水圧によるせん断力の増加など
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2.3.2  降雨浸透による斜面崩壊メカニズムに係る実験 
降雨浸透に伴う斜面崩壊のメカニズムは，八木・矢田部・山本 109)，堀・毛利・Elizabeth Bowman・
曽我 110)，酒匂・須田・里見・深川・北村 111)など多くの実験により，斜面法尻へ浸透水圧が作用
することで図-2.16に示すような法尻付近の 1 次崩壊がまず発生し，それによって斜面全体の力
のつり合いが崩れることで斜面上部に向けた 2 次崩壊，3 次崩壊を誘発する進行性破壊となるこ
とが確認されている。 
このため，実務に用いる基準類や従来研究であまり考慮されていない斜面法尻（または斜面勾
配が緩くなる遷緩線）などに作用する不飽和域への浸透水圧が，斜面の安定性に及ぼす影響の把
握は重要な課題である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.16  崩壊イメージ 
 
降雨 
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2.3.3  飽和域の間隙水圧と浸透力・浮力の比較 57) 
前項で降雨浸透による斜面崩壊の主要因として挙げた「④不飽和域への浸透水圧の作用」につ
いて，体積力（浸透力と浮力）として考慮する方法と水圧法（間隙水圧）として考慮する方法の
比較を行う。 
 
(1) 極限平衡法 
降雨時の斜面安定性評価において，浸透水の影響をどのように安定解析に取り入れるかは重要
な問題である。水の浸透（静水も同様）が地盤に与える力は，本来体積力（浸透力と浮力）とし
て扱われるものであるが，安定解析ではしばしばそれを地盤表面（土塊を分割して考える二次元
極限平衡法の場合にはスライスの側面と底面）に働く表面力（間隙水圧）に置き換えて扱う。こ
の前者を体積力法，後者を水圧法と呼ぶこととし，土塊形状や水流方向が単純な場合には両者の
土塊に作用する力学的効果が等しいことを示す。 
図-2.17 に示すような傾きがβの無限斜面内に，水位線が地表面に一致するような定常浸透流
がある場合を例として挙げる。図-2.17の(b)は体積力法，(c)は水圧法で考えた場合のスライスに
働く力を示している。まず，体積力法で底面の長さが単位長さ 1 であるようなスライスに働いて
いる力のつり合いを検討する。ここで，水の単位体積重量をγw，動水勾配を i とすると，スライ
ス土塊に働く浮力 Pv，斜面方向に作用する浸透力 J は，次式のとおり表される。 
β・・・γ cos1hPv ww                                   (2.3.1) 
ｗ・β・・β・γ　
・β・・・γ
h1cossin
)h1(cosiJ
w
ww


                              (2.3.2) 
水圧法では，スライス側面と底面に働く力 E1，E2，U は，次式のとおりとなる。 
1hcos2/1E 2w
2
w2,1 ・β・・・γ                              (2.3.3) 
1hcosU w
2
w ・β・・γ                                  (2.3.4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.17  斜面内の浸透流の扱い方 57)
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  ここで，E1=E2であるため，鉛直方向の合力 R と斜面方向の合力 Q は次式のとおりとなり，R
はスライス土塊に働く浮力 Pv に，Q は斜面方向に作用する浸透力 J に大きさも方向も一致する。 
1hcoscos/UR ww ・β・・γβ                             (2.3.5) 
1hsincostanUQ ww ・β・β・・γβ・                            (2.3.6) 
次に，図-2.18に示すような原点をスライスの中心に選び，スライスの外に取った任意点 S(x,y)
に関するモーメントを体積力法と水圧法で比較する。まず，体積力法では(2.3.7)式，水圧法では
(2.3.8)式のとおりとなる。 
　β・・β・β・・γ　　　　
・β・β・・
ｗhcos)sinycos(x
xPv)sinxcosy(JM
2
w
)P(J V


                     (2.3.7) 
}cosxsin)2/hy{(U
}3/h)sinh(2/1y{E
}3/h)sinh(2/1y{EM
w
wwn
ww1n)E(U
β・β・・　　　　
β・・　　　　
β・・


 
                        (2.3.8) 
ここで，(2.3.3)式，(2.3.4)式を代入すると，次式のとおりとなる。 
)EU(
2
w)P(J
M
hcos)sinycosx(M
V




　　　　
β・・β・β・・γ ｗ
                       (2.3.9) 
すなわち，水の浸透によって地盤に作用する力は，体積力法，水圧法のいずれで扱ってもスラ
イスに作用する力学的効果は同じである。このため，浸透流の影響を安定解析に考慮する場合に
は，すべり土塊各面上の間隙水圧の分布から水圧の合力を求め，水圧法によって扱うことが一般
的に行われている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.18  水の力と力の多角形 57) 
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上記で示した体積力法と水圧法の比較のように，土塊形状や水流方向が単純な場合は，簡単な
式の誘導で両法の整合性が証明できるが，斜面内の水流方向が一様でない一般的な浸透問題に対
して，成田・木村 112)は単純な斜面を対象に，有限要素法による二次元飽和・不飽和浸透流解析で
得られた間隙水圧と浸透力を基に，二次元修正フェレニウス法によって安全率の比較を行ってい
る。その結果，間隙水圧で考慮した水圧法による安全率の方が，浸透力で考慮した体積力法に比
べて 9％から 18％安全率が小さくなり，その安全率の差は斜面勾配が緩くなるほど大きくなった。 
この検討結果の考察は難しいが，設計実務で広く用いられている二次元修正フェレニウス法の
適用性（保守性）に着目した本研究では，(2.2.15)式に示す一般的に扱われている水圧法（間隙水
圧）により浸透水圧の影響を考慮する。また，修正フェレニウス法への不飽和域の浸透水圧の導
入は，飽和・不飽和浸透流解析で得られる各要素の飽和度を基に，表-2.10のとおり(2.2.15)式の
土塊重量 W と間隙水圧 U の増加を便宜的に仮定する。なお，この仮定は，不飽和域には図-2.5
に示す負の圧力水頭が作用し，間隙水圧の作用方向は飽和域と逆向きになるため，土質力学上の
混乱を招く恐れがある。このため，前記では，便宜的に仮定という表現を用いている。 
表-2.10  本研究で仮定した不飽和域の浸透水圧の導入法 
項 目 不飽和域の浸透水圧 を考慮しない場合 
不飽和域の浸透水圧 
を考慮する場合 
土塊重量 W 
の算定に 
用いる 
単位体積重量 
①飽和域（飽和度 Sr=1.0） 
飽和重量γsat 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
湿潤重量γ’ 
 
①飽和域（飽和度 Sr=1.0） 
飽和重量γsat 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
γ’+(γsat -γ’)･Sr 
ここで，γ’は湿潤重量 
間隙水圧 U 
の算定に 
用いる 
水の単位体積重量 
①飽和域(飽和度 Sr=1.0) 
γw 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
0 (考慮しない) 
①飽和域(飽和度 Sr=1.0) 
γw 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
γw･Sr 
 
(2) 数値解析法 
二次元弾完全塑性せん断強度低減有限要素法での降雨浸透の影響（重量増加によるせん断応力
の増加，間隙水圧による有効応力の低下）を，文献 113)を参考にしたモールの応力円の移動概念
で示すと図-2.19 のとおりとなり，応力円が粘着力 c と内部摩擦角φによる破壊条件式に接する
と破壊に至る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.19  重量増加によるせん断応力の増加と間隙水圧による有効応力の低下の概念図 
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2.4  降雨特性に関する既往研究 
(1) 先行雨量 
降雨時の斜面安定性評価においては，豪雨前の適切な地下水位分布の設定が重要となるが，斜
面内の地下水位面や飽和度の観測が長期にわたってなされている事例は，極めて限られている。
このため，初期水位の設定に用いる降雨特性は，例えば中村・狭田・西原・館山 114)のように，年
平均雨量を考慮した定常解析を行い，ボーリング調査時点の観測水位との比較などにより妥当性
を確認している事例が多い。 
豪雨前の先行雨量について，斜面を不安定化させる降雨の発生時期は，梅雨期，秋雨や台風と
いった多雨期が多くを占めるため，実務に用いられる河川堤防の浸透に対する構造検討 30)では，
出水期（多雨期）の月降水量の平年値程度を総雨量として，先行雨量が全て堤体内に浸透するよ
う時間雨量 1mm 程度を設定するとされている。これは，出水期（多雨期）の月降水量の平年値
を仮に 200mm とした場合，初期水位設定後に 1mm/hr×200hr の降雨を考慮した非定常解析を行
って，豪雨前の地下水位を設定することになる。一方，従来研究では，マサ土斜面を代表とする
表層崩壊には，1～2 週間程度の先行雨量が影響すると考えられているが例えば 115)，2014 年 8 月の
広島災害における崩壊地を対象とした斜面安定性評価では，明確な根拠はないことを前提に 2 ヶ
月前からの降雨を先行雨量として考慮した事例もある 116)。 
以上のように，河川堤防の浸透に対する構造検討 30)以外に，検討に考慮すべき先行雨量が明確
に示されたものがない中で，斜面崩壊予測結果を左右する豪雨前の地下水位分布の設定において，
近年の降雨特性の変化を踏まえた先行雨量の設定が課題である。 
 
(2) 降雨イベント 
従来研究では，先行雨量と斜面崩壊時の雨量記録を用いた地下水流動解析を継続して行った後，
その結果を基に斜面安定解析を実施することで，崩壊事象の再現性確認や崩壊メカニズムの解
明・推定が図られている例えば 71,116),117)。しかしながら，地球温暖化に起因すると考えられる集中豪
雨の多発や台風経路の変化などによって，降雨の地域性が薄れつつあり，他地点で発生した既往
最大豪雨がどこででも発生する可能性が高まっている。 
このため，斜面内の浸透挙動の把握が不可欠である降雨時の斜面安定性評価においては，平成
27 年 11 月の水防法改正 118)に倣った広範なエリアでの統一的な想定し得る最大規模の降雨イベン
トの設定が課題である。 
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第３章 マサ土斜面の崩壊予測への浸透流解析の必要性検討 
3.1  概説 
毎年のように全国各地で集中豪雨による斜面崩壊が発生しており，広域斜面を対象とした安定
性評価手法の確立が喫緊の課題となっている。降雨時の斜面安定問題は，浸透と安定の複合問題
であり，降雨時の斜面内の浸透挙動を把握することが必要不可欠である。こうした中，降雨時の
斜面安定性評価に関する解析技術は，実験を含む多くの既往研究成果と至近 20 年のコンピュータ
の目覚しい発展とが相まって大きな進展を遂げた。これにより，大きなモデルを対象とした有限
要素法による解析や三次元解析が可能となっているが，設計実務への適用性に着目した研究事例
はこれまであまりない。 
そこで本章では，図-3.1に基づき，1999 年 6 月の広島豪雨災害におけるマサ土崩壊斜面の簡易
モデルを用いて有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析 1)，2)を行い，設計実務においてモデル
化や解析に労力と時間を要する解析の必要性について検討した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.1  浸透流解析の必要性検討フロー 
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3.2  定常解析と非定常解析の比較 
3.2.1  解析条件 
(1) 解析モデル 
解析モデルは，1999 年 6 月広島豪雨による自然斜面の崩壊実績例えば 3)を参考に，図-3.2に示す
表層厚 2m，斜面の傾斜角 30°の一様斜面とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.2  二次元浸透流解析モデル 
 
(2) 解析手法および境界条件 
解析手法は，有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析とし，地表面は降雨浸透境界，下流境
界は圧力水頭 0.8m の水頭固定境界，上流側とモデル底面は不透水境界を仮定した。 
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(3) 解析用物性値および降雨条件 
解析用物性値および降雨条件は，表-3.1に示すとおりであり，飽和透水係数を前記豪雨災害に
おける 1 崩壊斜面の試験値 4)とし，不飽和特性は礫質土・細粒分の少ないきれいな砂と粘性土の
中間的な透水性を有する土質と定義し既往の試験結果に基づき設定された図-3.35)を用いる。ま
た，図-3.4に示す無降雨時の初期水位を仮定し，定常解析には 1999 年の広島地方気象台の年平
均雨量 6)を考慮し，非定常解析には時間雨量 10mm の降雨を仮定した。 
 
表-3.1  解析用物性値および降雨条件 
飽和透水係数 3.6×10-1m/hr（1.0×10-2cm/s）4) 
降雨条件 
定常解析 0.17mm/hr 6) 
非定常解析 10mm/hr 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3  不飽和特性（砂質土）5) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.4  二次元初期水位 
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有効間隙率約 8％ 
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3.2.2  解析結果 
解析結果を図-3.5，図-3.6に示す。平常時を想定した定常水位は地表面が飽和に至っていない
が，時間雨量 10mm の降雨を考慮した非定常水位は降雨開始 10 時間後，すなわち総雨量 100mm
で法尻から約 10m 程度まで地表面が飽和に至っている。この法尻への浸潤前線の到達が，図-3.7
に示すような斜面外向きの浸透水圧，すなわちパイピングを発生させ，法尻付近の 1 次崩壊を発
生させるとされている例えば 7)。さらに，この 1 次崩壊が，図-3.8の 2 次崩壊や 3 次崩壊を誘発す
ると考えられる。 
以上より，集中豪雨による飽和域の進展などの議論には，非定常水位の把握が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.5  二次元定常水位（時間雨量 0.17mm/hr を考慮） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 降雨開始 4 時間後                 (b) 降雨開始 6 時間後 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 降雨開始 8 時間後                 (d) 降雨開始 10 時間後 
図-3.6  二次元非定常水位（時間雨量 10mm を考慮） 
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(a) 全体図                     (b) 法尻付近拡大図 
図-3.7  二次元非定常流速ベクトル図（時間雨量 10mm を考慮，降雨開始 4 時間後） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.8  崩壊イメージ 
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3.3  二次元解析と三次元解析の比較 
谷部には上流側からに加えて側方からの地下水流入があるため，谷筋の地下水位上昇は二次元
より三次元の方が早く，三次元の方が安全側の評価になると考えられる。 
このため，本節では，前節の二次元非定常解析と同一の条件により三次元非定常解析を行い，
二次元解析との違いを把握する。 
 
3.3.1  解析条件 
三次元解析モデルは，広島豪雨災害の崩壊実績例えば 3)を踏まえた図-3.9の横断面形状を基に，
図-3.2と組み合わせた図-3.10に示す谷地形モデルを仮定した。また，境界条件は，地表面を降
雨浸透境界，下流端は横断方向の全水頭を二次元解析と同一とした水頭固定境界を仮定した。 
 
 
 
 
 
 
図-3.9  横断方向の要素分割図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.10  三次元浸透流解析モデル 
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3.3.2  解析結果 
解析結果を図-3.11に示す。また，図-3.6と図-3.11に示す二次元と三次元の非定常水位につ
いて以下に考察する。 
(1) 降雨開始 4 時間後には，二次元，三次元ともに浸潤前線が斜面法尻に到達している。また，
二次元と三次元とで地下水位分布に顕著な差異はないが，三次元では上流域に向けた飽和域
の進展が認められる。 
(2) 降雨開始 6 時間後には，三次元では横断方向への浸潤面の拡大が認められるとともに，地表
面まで飽和した領域の拡大が二次元と徐々に乖離してくる。 
(3) 降雨開始 8 時間後および 10 時間後には，上流域への飽和領域の進展速度に顕著な差が認めら
れ，三次元では降雨開始 10 時間後，つまり総雨量 100mm で斜面内の大半が飽和状態に至る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 降雨開始 4 時間後              (b) 降雨開始 6 時間後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 降雨開始 8 時間後              (d) 降雨開始 10 時間後 
図-3.11  三次元非定常水位（時間雨量 10mm を考慮） 
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3.4 集中豪雨の頻発を踏まえた浸透流解析の必要性検討 
前節までは，二次元解析と三次元解析との地下水位上昇量の違いの把握を目的としたため，時
間雨量 10mm の降雨条件を設定した。本節では，集中豪雨に対する地下水位上昇量を二次元解析
により検討し，自然斜面の崩壊予測における浸透流解析の必要性について考察する。 
 
3.4.1 解析条件 
降雨条件は，図-3.12に示す時間最大雨量 81mm の 1999 年 6 月広島豪雨災害における 1 崩壊斜
面近傍の観測雨量 8)を使用する。また，降雨条件のみ図-3.128)に変更した場合の解析結果は，斜
面全域が完全飽和状態となったため，有効間隙率約 8％である図-3.3に示す砂質土の不飽和特性
を，礫質土と細粒分の少ないきれいな砂を透水性の土質と定義し，既往の試験結果に基づき設定
された有効間隙率約 15％の図-3.135)に示す不飽和特性に変更した。その他の解析条件，初期水位
は前節までと同一とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.12  八幡川橋気象観測所（日本道路公団）雨量記録 8) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.13  不飽和特性（礫質土，砂質土）5) 
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3.4.2 解析結果 
解析結果は，図-3.14に示すとおり，時間雨量 81mm の集中豪雨で飽和域が上流側へ大きく拡
がっている。また，集中豪雨後の地下水位は，礫質土の不飽和特性を用いても，図-3.6に示す降
雨開始 10 時間後の地下水位分布と概ね一致する。このことは，三次元解析では，時間雨量 81mm
の集中豪雨直後に図-3.11に示す降雨開始 10時間後の地下水位分布程度になることを示している。 
飽和・不飽和の浸透流解析は，特定の斜面を対象とする場合には有効であると考えるが，無数
にある自然斜面全てを対象に実施するのは困難である。このため，今後も増加するとされる集中
豪雨や広域斜面への適用性に着目すると，設計実務における自然斜面の崩壊予測では浸透流解析
は実施せずに斜面内が完全飽和するものと考えることを提案する。ただし，地下水排除工などの
対策工の検討を行う場合には，その配置による対策効果の相違を浸透流解析により把握する必要
がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 時間最大雨量 81mm 発生前（14:00）      (b) 時間最大雨量 81mm 発生後（15:00） 
図-3.14  二次元非定常水位（1999 年 6 月広島豪雨災害の観測雨量を考慮） 
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3.5  第 3 章の結論 
第 3 章では，近年の集中豪雨による斜面崩壊の頻発を踏まえ，1999 年 6 月の広島豪雨災害にお
けるマサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いた有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析により，ま
ず年平均雨量を考慮した定常解析と時間雨量 10mm の通常降雨を考慮した非定常解析によって得
られる地下水位分布の違いを二次元解析により評価した。また，同一条件のもとで二次元と三次
元の非定常解析による地下水位上昇量の比較を行った。次に，前記豪雨災害時の観測雨量を用い
た二次元非定常解析を行い，集中豪雨による自然斜面の崩壊予測への浸透流解析の必要性につい
て検討した結果，以下の成果が得られた。 
 
(1) 年平均雨量を考慮した定常解析と時間雨量 10mm の通常降雨を考慮した非定常解析の結果か
ら，前者では斜面法尻への浸透水圧の発生や集中豪雨による飽和域の進展を評価できないた
め，後者による非定常水位の把握が必要である。このため，次章以降の研究には，非定常解
析を採用することとした。 
(2) 上記と同一条件のもとでの二次元と三次元の非定常解析の結果から，上流側と側方からの地
下水流入がある谷筋の地下水位上昇量は，三次元解析で把握する必要がある。 
(3) 1999 年 6 月の広島豪雨災害時の観測雨量を考慮した二次元非定常解析の結果から，表層厚さ
2m の一様斜面では，集中豪雨によって飽和域が法尻から上流側へ大きく拡がり，斜面内の大
半が飽和状態になる。 
(4) このため，設計実務におけるマサ土斜面の崩壊予測では，簡易的に浸透流解析は実施せずに
斜面内が完全飽和するものと考えることを提案する。ただし，地下水排除工などの対策工の
検討を行う場合には，その配置による対策効果の相違を三次元非定常解析により把握する必
要がある。 
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第４章 マサ土斜面のせん断強度低減法による不飽和域の浸透水圧の影響評価 
4.1  概説 
各地で集中豪雨による斜面崩壊が多発する中，現状の設計実務や各種研究の多くが，降雨浸透
問題には有限要素法による二次元飽和・不飽和非定常浸透流解析，斜面安定問題には二次元極限
平衡法（修正フェレニウス法）が用いられている。また，浸透流解析で得られる不飽和域の浸透
水圧は，斜面安定性評価に考慮されていない。 
そこで本章では，マサ土斜面の簡易モデルを用いて，弾塑性せん断強度低減法による二次元浸
透－応力連成解析を行い，不飽和域の浸透水圧や集中豪雨が斜面の安定性に及ぼす影響評価を行
った。また，極限平衡法（修正フェレニウス法）によるすべり安全率との比較により従来法の実
務への適用性，すなわち保守性を有しているか検証を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.1  せん断強度低減法による不飽和域の浸透水圧の影響評価フロー 
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4.2  解析手法 
降雨時の斜面安定問題は，浸透と安定の複合問題である。このうち，安定問題は，すべり土塊
の奥行き方向の断面形状の変化や側面抵抗・側方拘束圧の影響などの三次元効果が加わるため，
三次元の安全率は，二次元に比べて大きくなることが多くの研究で明らかにされている例えば 1)～3)。 
図-4.2に示すとおり，三次元の滑動力①は，二次元と同様の斜面上流側から下流側に向けた分
力②とその直交方向の分力③に分けられる。この斜面上下流方向への分力②は，二次元の滑動力
に比べて小さくなる。また，それに直交する左右側部から谷側に向けて作用する分力③は，すべ
りに対する抵抗力として寄与するため，二次元による安全率は三次元に比べて小さくなる。この
ため，二次元解析が，我が国の設計実務（各種基準類）や各種研究に広く用いられている。以上
より，前章では，地下水排除工などの対策工の配置・効果は三次元浸透流解析で把握する必要が
あるとの成果を得たが，設計実務で用いられる手法の妥当性（保守性）に着目した本章では，二
次元解析に限定する。ただし，浸透流解析は，前章の研究成果に基づき非定常解析を採用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
二次元の滑動方向         ①三次元の滑動方向 
                 ②三次元における二次元滑動方向の分力 
              ③三次元における二次元滑動直交方向の分力 
図-4.2  二次元と三次元の滑動力の違い 
 
次に，二次元浸透－応力連成解析手法は，極限平衡法と同様，一つの安全率によってすべり面
全体の安定性を評価する方法であることから，有限要素法などの斜面安定性評価に広く用いられ
ているせん断強度低減法を採用する。 
 
② 
③ 
③ ① 
① 
② 
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4.3 浸透流解析 
4.3.1  解析条件 
(1) 解析モデル 
解析モデルは，前章と同様，1999 年 6 月広島豪雨による自然斜面の崩壊実績例えば 5)を参考にし
た図-4.3に示す表層厚 2m，斜面勾配 30°の一様斜面とした。なお，表層厚さ 2m の設定は，集
中豪雨によるマサ土崩壊斜面の大半が厚さ 2m 以下 6)～9)であることによる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.3  二次元浸透流解析モデル 
 
(2) 解析手法および境界条件 
解析手法は，有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析とし，地表面は降雨浸透境界，側方下
流側はモデル下端を水頭固定とした静水圧分布を与え，側面上流側とモデル底面は不透水境界と
した。また，初期水位はモデル底面とした。 
 
 
 
初期水位 
降雨 
10.0m 30.0m 
2.
0m
 
30° 
不透水境界 
水頭 
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(3) 降雨条件および解析用物性値 
表-4.1に示す降雨条件と解析用物性値による 4 ケースを対象に，事前に広島地方気象台の年平
均雨量 0.18mm/hr10)を考慮した定常解析により平常水位を設定する。ここで，近年の集中豪雨の
特徴は，時間 80mm 以上の降雨が 2 時間以上続き，総雨量は 200mm を超えるとされている 11)。
このため，総雨量は 200mm とし，集中豪雨に対する影響検討を目的に，時間雨量 50mm と 100mm
の 2 ケースを対象とした。また，飽和透水係数は，1999 年 6 月の広島豪雨災害における崩壊地の
透水試験結果 12)が，3.6m/hr から 3.6×10-2m/hr 程度であるため，時間雨量 100mm に対する浸透能
を有する飽和透水係数として，3.6m/hr と 3.6×10-1m/hr を設定した。不飽和特性は，前記飽和透
水係数との整合性を踏まえ，礫質土と細粒分の少ないきれいな砂を透水性の土質と定義し，既往
の試験結果に基づき設定された図-4.413)を用いる。 
 
 
表-4.1 降雨条件および解析用物性値 
ケース番号 
降雨条件 
飽和透水係数（Ks） 
平常時水位設定雨量 豪雨時検討雨量（R） 
1 
0.18mm/hr10) 
50mm/hr×4hr=200mm 
3.6m/hr（1.0×10-1cm/s） 
2 0.36m/hr（1.0×10-2cm/s） 
3 
100mm/hr×2hr=200mm 
3.6m/hr（1.0×10-1cm/s） 
4 0.36m/hr（1.0×10-2cm/s） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.4  不飽和特性（礫質土，砂質土）13) 
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4.3.2  解析結果 
定常解析による圧力水頭分布を図-4.5に示す。また，検討 4 ケースの非定常解析による圧力水
頭分布を図-4.6～図-4.9に示す。 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 を比較すると，透水係数
の大きなケース 1 では降雨浸透水が自由水面を形成し，総雨量 175mm 時点で法尻が飽和に至
っている。また，その後総雨量 200mm 時点に向けて，法尻から上流側に向けた飽和域の進展
が認められる。一方，透水係数の小さなケース 2 では，降雨開始 4 時間後も表層下端へ向け
た浸透過程にあり，法尻付近のみ飽和に至っている。 
(2) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 3，4 も，ケース 1，2 と同様
の傾向を示しているが，ケース 3 では法尻から斜面上部に向けて，地表面とほぼ平行に自由
水面が形成されており，総雨量 200mm 時点で法尻が概ね飽和に至っている。 
(3) 時間雨量の違いによる影響は，透水係数の大きなケース 1，3 では，降雨継続時間の短いケー
ス 3 の方が下流側への流出量が少なくなり，斜面上部まで地下水位が上昇する。一方，透水
係数の小さなケース 2，4では，逆に降雨継続時間の短いケース 4の方が浸透量が少なくなり，
法尻付近においても表層 2m が完全飽和に至っていない。また，ケース 2 では，概ね斜面全
域の圧力水頭が-0.5m 以上となっている。 
(4) 以上のとおり，時々刻々変化する不飽和域の降雨浸透過程の把握には，前章でも述べたとお
り飽和・不飽和の非定常解析が有効である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1，3（飽和透水係数 3.6m/hr）     (b) ケース 2，4（飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.5  定常解析による圧力水頭分布（年平均雨量 0.18mm/hr を考慮） 
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降雨開始 0.5 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.5 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.25 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 0.5 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.25 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 0.5 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.6 非定常解析による圧力水頭分布（その 1，総雨量 25mm および 50mm 時点） 
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降雨開始 1.5 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 2 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.5 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 2 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.75 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.75 時間後（総雨量 75mm 時点）       降雨開始 1 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.7 非定常解析による圧力水頭分布（その 2，総雨量 75mm および 100mm 時点） 
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降雨開始 2.5 時間後（総雨量 125mm 時点）       降雨開始 3.0 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 2.5 時間後（総雨量 125mm 時点）       降雨開始 3.0 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.25 時間後（総雨量 125mm 時点）        降雨開始 1.5 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.25 時間後（総雨量 125mm 時点）        降雨開始 1.5 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.8 非定常解析による圧力水頭分布（その 3，総雨量 125mm および 150mm 時点） 
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降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.9 非定常解析よる圧力水頭分布（その 4，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
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4.4 せん断強度低減法による不飽和域の浸透水圧の影響評価 
4.4.1  解析条件 
浸透－応力連成のうちの応力解析は，有限要素法を用いた弾塑性解析によるせん断強度低減法
14)，15)を用いてすべり安全率を算定する。せん断強度低減法では，(4.4.1)式のとおり，粘着力 c’と
内部摩擦角φ’ による強度 tanφ’ を低減係数 F で割った c’Fと tanφ’Fを用いる。 
(4.4.1) 
浸透流解析各時間ステップのせん断強度低減法による計算フローは図-4.1016)のとおりであり，
(4.4.1)式の低減したせん断強度を用い，斜面の自重や浸透水圧を外力とした弾塑性計算が，所定
の最大繰り返し回数内で収束する最大の低減係数 F を斜面の全体安全率と定義する。この手法は，
すべり線の定義が不要で，解析で自動的に決定される。F を徐々に大きくすると斜面に破壊が生
じてモール・クーロン式を満たすようになる。なお，不飽和域の浸透水圧を考慮すると，図-4.10
の水圧ベクトル fuが大きくなり，すべり安全率が低下する。 
浸透－応力連成による斜面安定性評価は，前節の浸透流解析結果を基に，1999 年 6 月の広島豪
雨災害における 1 崩壊斜面の試験結果 17)を参考に設定した表-4.2に示す物性値を用いて行う。な
お，変形特性も含めて不飽和域と飽和域とで同一物性を用いる。 
 
表-4.2 せん断強度低減法による応力解析および安定解析用物性値 17) 
項 目 物性値 
単位体積重量 湿潤：18kN/m3，飽和：20kN/m3 
強度特性 内部摩擦角：28°，粘着力：3kN/m2 
変形特性 弾性係数：50,000kN/m2，ポアソン比：0.333 
 
F
   ,
F
c
c FF
φ’
φ’
’
’
tan
=tan=
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図-4.10 せん断強度低減法による応力解析フロー16) 
 
 
START 
外力ベクトル f ext=fs+fb+fuを計算 
fs：荷重によるベクトル 
fb：自重によるベクトル 
fu：水圧によるベクトル（浸透流解析結果） 
弾性 FEM 解析で f extに対する初期応力を計算 
低減係数 F の初期値 F0を仮定 
F を ΔF 増加させる 
F1=F0+ΔF 
c’F，φ’Fを計算する(4.4.1)式 
弾塑性 FEM 解析による応力・残差力を計算する 
Yes 
F1=F0 
No 
全体安全率 Fs=F1-ΔF 
No 
END 
Yes 
弾塑性 FEM 解析は収束したか
計算繰返し回数 
＞最大繰返し回数 
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4.4.2  解析結果 
不飽和域の浸透水圧を考慮した場合と考慮しない場合のせん断強度低減法によるすべり安全率
の比較を図-4.11（R：時間雨量，Ks：飽和透水係数）に示す。 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合，降雨開始直後のすべり安全率は 1.3 程度である。また，
図-4.4より，浸透水圧は圧力水頭が概ね-0.5m 以上になると急激に上昇するため，斜面内の
大半がこの圧力水頭を下回る総雨量 150mm までは浸透水圧が小さく，検討 4 ケースのすべり
安全率は概ね一致する。その後，ケース 4 以外では，総雨量 200mm にかけて法尻付近が飽和
に至り，斜面内全域の圧力水頭の上昇によってすべり安全率が大きく低下する。また，総雨
量 200mm 時点の安全率は概ね 1.05 を下回っており，斜面崩壊に至る寸前または崩壊に至る
と評価される。 
(2) 一方，不飽和域の浸透水圧を考慮しない場合，降雨開始直後のすべり安全率は概ね 1.6 以上あ
り，飽和状態に近づくにつれて不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のすべり安全率に漸近す
る。つまり，すべり面内の飽和域が増えることで不飽和域の浸透水圧の影響が減り，両者の
すべり安全率は近づく。しかし，ケース 1 は，透水係数が大きく降雨継続時間が長いために，
下流側への流出量が多くなって斜面上部の圧力水頭が低下するため，すべり安全率が低下し
ない。 
(3) 時間雨量を 100mm とした集中豪雨の影響は，ケース 3 のように浸透水が地下水面まで至るよ
うな透水性を有する場合に，すべり安全率の低下に表れる。このことは，ケース 4 の透水係
数でも表層厚が薄くなると，集中豪雨による浸透水が地下水面に至り，斜面が不安定化する
ことを示唆していると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.11  せん断強度低減法によるすべり安全率の比較 
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ケース3(不飽和域の浸透水圧無，R=100mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース4(不飽和域の浸透水圧無，R=100mm/hr，Ks=0.36m/hr)
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4.5 せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
4.5.1  解析条件 
(4.5.1)式の極限平衡法（修正フェレニウス法）例えば 18)は，地盤の変形を扱うせん断強度低減法
に対して，地盤を剛体と仮定してモーメントのつり合いのみを考慮する簡便法であり，通常の設
計実務では不飽和域の浸透水圧は考慮されていない。 
(4.5.1) 
ここで，F は安全率，c’ は粘着力，φ’ は内部摩擦角，l はすべり線長，W は土塊重量，U は
間隙水圧，b は分割幅，αは円弧中心とすべり線を結ぶ線の鉛直角 
土塊重量算定のための単位体積重量および強度特性は，前節のせん断強度低減法と同様，表-4.2
に示す物性値を用いる。 
 
4.5.2  解析結果 
不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と，実務で多用される極限平衡法との
すべり安全率の比較を図-4.12に示す。また，総雨量 200mm 時点のせん断強度低減法のせん断ひ
ずみの大きさにより表現される臨界すべり線と，極限平衡法によるすべり線を図-4.13に示す。 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率を
比較すると，降雨開始から斜面法尻付近が飽和状態に至る前の総雨量 150mm 時点までは，ケ
ース 1～ケース 3 のすべり安全率は概ね 1.2～1.3 で一致している。通常，極限平衡法のすべり
安全率は，有限要素法に比べて小さいとされているが 16)，この余裕代が不飽和域の浸透水圧
を考慮することで概ね失われている。また，ケース 4 では，総雨量 75mm 時点から地表面付
近に飽和域が形成され，極限平衡法のすべり安全率が低下している。 
(2) 総雨量 175mm 時点以降でみると，時間雨量 50mm を考慮した 2 ケースのうち，斜面法尻付近
が飽和状態に至るケース 1 では，極限平衡法の方がすべり安全率が大きく低下する。また，
ケース 2 では，2 手法のすべり安全率の低下傾向に大きな差異はないものの，せん断強度低減
法の方が若干すべり安全率が小さくなる。集中豪雨として時間雨量 100mm を考慮した 2 ケー
スのうち，斜面法尻付近が飽和状態に至るとともに斜面上部まで飽和域が拡がっているケー
ス 3 では，せん断強度低減法の方が総雨量 175mm 時点で約 7％，総雨量 200mm 時点で約 3％
すべり安全率が小さくなる。一方，ケース 4 では，総雨量 150mm 時点に比べて 2 つの手法の
すべり安全率の差異が小さくなるものの，極限平衡法の方がすべり安全率が小さくなる。 
(3)  図-4.4より，浸透水圧は圧力水頭が概ね-0.5m 以上になると急激に上昇するため，総雨量
200mm 時点で斜面全体の圧力水頭が-0.5m 以上になるケース 2 とケース 3 では，不飽和域の
浸透水圧を考慮しているせん断強度低減法の方がすべり安全率が小さくなる。 
(4) せん断強度低減法では，ケース 1 のように斜面法尻付近と斜面上部の圧力水頭分布に大きな
差異がある場合には臨界すべり線が小さくなり，大きな差異が無いその他のケースでは大き
くなる。一方，極限平衡法では，斜面内の圧力水頭分布にかかわらず，すべり線は概ね一致
している。このことは，ケース 2～ケース 4 では，非円弧状のすべりを扱える極限平衡法の採
用が必要であることを示唆している。 
α･Σ
φ’α････’Σ
sin
}tancos+
=
W
b)U-(Wl{c
F
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図-4.12  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
 
 
 
  
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.13 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線（総雨量 200mm 時点） 
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4.6 表層厚・斜面の傾斜角・法尻下流の傾斜角の違いによる影響評価 
前節までの検討により，不飽和域の浸透水圧や集中豪雨を考慮することで，実務で多く用いら
れている極限平衡法（修正フェレニウス法）の適用性が低いケースがあることを示した。 
そこで本節では，斜面の土層厚・傾斜角の異なる簡易モデルを用いて，従来法の適用性を検討
する。なお，解析モデル以外の境界条件，解析用物性値，降雨条件は，前節までと同様とする。 
 
4.6.1  表層厚の違いによる影響 
表層厚の違いによる影響検討は，前節までの表層厚 2.0m に対して図-4.14，図-4.15に示す 1.0m，
1.5m，2.5m の 3 ケースを対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 表層厚 1.0m 
図-4.14  表層厚の違いによる影響検討モデル（その 1） 
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(b) 表層厚 1.5m 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 表層厚 2.5m 
図-4.15  表層厚の違いによる影響検討モデル（その 2） 
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(1) 浸透流解析結果 
表層厚を変えた 3 モデルの非定常浸透流解析による圧力水頭分布を図 4-16～図-4.22に示す。 
 
① 表層厚 1ｍモデル 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 を比較すると，透水係数
の大きなケース 1 では総雨量 75mm 時点で法尻が飽和に至り，その後法尻から上流側に向け
た飽和域の進展が認められる。一方，透水係数の小さなケース 2 では，総雨量 50mm 時点で
法尻付近が飽和に至り，その後表層下端に向けて降雨が浸透し総雨量 150mm 時点で斜面内が
ほぼ完全飽和に至る。 
(2) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 3，4 も，ケース 1，2 と同様
の傾向を示している。 
(3) 前節までの表層厚 2.0mモデルの結果と比較すると，法尻が飽和に至るまでの総雨量は少ない。
また，透水係数の小さなケース 2，4 の方が，斜面内がほぼ完全飽和に至るまでの総雨量が少
なくなる。 
(4) 前節では，透水係数の小さなケース 4でも表層厚が薄くなると降雨浸透水が地下水面に至り，
時間雨量を 100mm とした集中豪雨の影響が生じると考えたが，顕著な影響は認められない結
果となった。 
 
② 表層厚 1.5ｍモデル 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 を比較すると，透水係数
の大きなケース 1 では総雨量 150mm 時点で法尻が飽和に至り，その後法尻から上流側に向け
た飽和域の進展が認められる。一方，透水係数の小さなケース 2 では，総雨量 125mm 時点で
法尻付近が飽和に至り，その後表層下端に向けて降雨が浸透するものの，総雨量 200mm 時点
でも表層厚 1.0m モデルのように斜面内が完全飽和に至らない。 
(2) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 3，4 も，ケース 1，2 と同様
の傾向を示している。 
(3) 前節までの表層厚 2.0mモデルの結果と比較すると，法尻が飽和に至るまでの総雨量は少なく，
地下水位上昇も早くなる。 
(4) 表層厚 1.0m モデルと同様に，時間雨量を 100mm とした集中豪雨の影響は認められない。 
 
③ 表層厚 2.5ｍモデル 
(1) いずれのケースも総雨量 200mm 時点でも法尻が飽和に至っておらず，時間雨量 50mm とした
ケース 1，2 と時間雨量 100mm としたケース 3，4 は，透水係数に応じて同様の傾向を示して
いる。 
(2) 表層厚 1.0m モデルや表層厚 1.5m モデルと同様に，時間雨量を 100mm とした集中豪雨の影響
は認められない。 
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降雨開始 0.5 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.5 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.25 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 0.5 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.25 時間後（総雨量 25mm 時点）        降雨開始 0.5 時間後（総雨量 50mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.16 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 1.0m モデル，その 1，総雨量 25mm および 50mm 時点） 
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降雨開始 1.5 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 2 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.5 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 2 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.75 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.75 時間後（総雨量 75mm 時点）       降雨開始 1 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.17 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 1.0m モデル，その 2，総雨量 75mm および 100mm 時点） 
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降雨開始 2.5 時間後（総雨量 125mm 時点）       降雨開始 3.0 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 2.5 時間後（総雨量 125mm 時点）       降雨開始 3.0 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.25 時間後（総雨量 125mm 時点）        降雨開始 1.5 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.25 時間後（総雨量 125mm 時点）        降雨開始 1.5 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.18 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 1.0m モデル，その 3，総雨量 125mm および 150mm 時点）
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降雨開始 1.5 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 2 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.5 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 2 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.75 時間後（総雨量 75mm 時点）        降雨開始 1 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 0.75 時間後（総雨量 75mm 時点）       降雨開始 1 時間後（総雨量 100mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.19 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 1.5m モデル，その 1，総雨量 75mm および 100mm 時点） 
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降雨開始 2.5 時間後（総雨量 125mm 時点）       降雨開始 3.0 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 2.5 時間後（総雨量 125mm 時点）       降雨開始 3.0 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.25 時間後（総雨量 125mm 時点）        降雨開始 1.5 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.25 時間後（総雨量 125mm 時点）        降雨開始 1.5 時間後（総雨量 150mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.20 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 1.5m モデル，その 2，総雨量 125mm および 150mm 時点） 
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降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.21 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 1.5m モデル，その 3，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
 -0.5 
(m) 
   0 
 -1.0 
 -2.0 
  2.0 
－99－ 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.22 非定常解析による圧力水頭分布 
（表層厚 2.5m モデル，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
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(2) せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
表層厚を変えた 3 モデルの不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡
法（修正フェレニウス法）とのすべり安全率の比較，および総雨量 200mm 時点のせん断強度低
減法のせん断ひずみの大きさにより表現される臨界すべり線と極限平衡法によるすべり線を図
-4.23～図-4.28（R：時間雨量，Ks：飽和透水係数）に示す。 
 
① 表層厚 1ｍモデル 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率を
比較すると，降雨開始から斜面法尻付近が飽和状態に至る前の総雨量 50mm～75mm 時点まで
は，いずれも 1.4 以上のすべり安全率を有している。 
(2) その後，総雨量 125mm～150mm 時点にかけた斜面内の圧力水頭の上昇に伴い，大半のケース
ですべり安全率が概ね 1.0～1.05 まで低下し，斜面内がほぼ完全飽和に至り収束する。 
(3) 前節までの表層厚 2.0m モデルでは，総雨量 200mm 時点でケース 2 とケース 3 でのみ，せん
断強度低減法の方がすべり安全率が小さくなったが，当モデルでは全てのケースで小さくなる
か概ね一致しており，不飽和域の浸透水圧を考慮することで実務で多用される極限平衡法の保
守性が失われている。また，すべり安全率の低下もせん断強度低減法の方が早く，極限平衡法
が保守性を有しているとは言い難い。 
(4) せん断強度低減法では，前節の表層厚 2.0m モデルにおけるケース 1 のように，斜面法尻付近
と斜面上部の圧力水頭分布に大きな差異がある場合には臨界すべり線が小さくなり，当モデル
のように大きな差異が無い場合には全ケースで大きくなる。一方，極限平衡法のすべり線は，
表層厚 2.0m モデルに比べて小さく，斜面内の圧力水頭分布にかかわらず概ね一致するととも
に，全ケースでせん断強度低減法の臨界すべり線より小さくなる。このことは，表層厚 2.0 モ
デルと同様に，非円弧状のすべりを扱える極限平衡法の採用が必要であることを示唆している。 
 
② 表層厚 1.5ｍモデル 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率を
比較すると，降雨開始から斜面法尻付近が飽和状態に至る前の総雨量 100mm～125mm 時点ま
では，概ね 1.2 以上のすべり安全率を有している。なお，ケース 4 では，総雨量 75mm 時点
から地表面付近に飽和域が形成され，前節までの表層厚 2.0m モデルと同様に極限平衡法のす
べり安全率が低下している。 
(2) その後，総雨量 150mm～175mm 時点にかけた斜面内の圧力水頭の上昇に伴って，せん断強度
低減法のケース 1～ケース 3 ではすべり安全率が概ね 1.0～1.05 まで低下する。 
(3) 当モデルでは，総雨量 200mm 時点でケース 4 のみせん断強度低減法の方がすべり安全率が小
さくなるが，すべり安全率が 1.1 を下回る総雨量は全てのケースでせん断強度低減法の方が少
なく，極限平衡法が保守性を有しているとは言い難い。 
(4) せん断強度低減法の臨界すべり線は，上記表層厚 1.0m モデルと同様，極限平衡法のすべり線
に比べて大きい。また，極限平衡法のすべり線は，表層厚 1.0m モデルと 2.0m モデルの中間
的な大きさになるとともに，斜面内の圧力水頭分布にかかわらず概ね一致している。 
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③ 表層厚 2.5ｍモデル 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率を
比較すると，全てのケースで極限平衡法によるすべり安全率の方が小さく，保守性を有して
いる。 
(2) 総雨量 200mm 時点においても斜面法尻付近が飽和状態に至らない本モデルでは，表層厚を変
えたその他モデルのように大きなすべり安全率の低下は認められない。しかしながら，降雨
開始時のすべり安全率が 1.2～1.25 と小さいため，総雨量 200mm 時点のせん断強度低減法に
よるすべり安全率は 1.05～1.1 まで低下する。 
(3) せん断強度低減法の臨界すべり線は，表層厚を変えたその他モデルと同様，極限平衡法のす
べり線に比べて大きい。また，極限平衡法のすべり線は，前節の表層厚 2.0m モデルや他モデ
ルに比べて大きくなるとともに，全ケースで一致している。 
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図-4.23  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較（表層厚 1.0m モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.24 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（表層厚 1.0m モデル，総雨量 200mm 時点） 
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図-4.25  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較（表層厚 1.5m モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.26 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（表層厚 1.5m モデル，総雨量 200mm 時点） 
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図-4.27  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較（表層厚 2.5m モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.28 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（表層厚 2.5m モデル，総雨量 200mm 時点） 
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4.6.2  斜面の傾斜角の違いによる影響 
斜面の傾斜角の違いによる影響検討は，前節までの斜面の傾斜角 30°に対して図-4.29に示す
25°，35°の 2 ケースを対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 斜面の傾斜角 25° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 斜面の傾斜角 35° 
 
図-4.29  斜面の傾斜角の違いによる影響検討モデル 
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(1) 浸透流解析結果 
斜面の傾斜角を変えた 2 モデルの非定常浸透流解析による圧力水頭分布を図 4-30，図-4.31に
示す。 
 
① 斜面の傾斜角 25°モデル 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 を比較すると，透水係数
の大きなケース 1 では，総雨量 175mm 時点で法尻が概ね飽和に至っている。また，その後総
雨量 200mm 時点にかけて，法尻から上流側に向けた飽和域の進展が認められる。一方，透水
係数の小さなケース 2 では，降雨開始 4 時間後も表層下端へ向けた浸透過程にあり，法尻付
近のみ飽和に至っている。 
(2) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 3，4 も，ケース 1，2 と同様
の傾向を示しているが，ケース 3 ではケース 1 に比べ，法尻から斜面上部に向けて地表面と
平行に近い自由水面が形成される特徴が認められる。また，総雨量 200mm 時点で法尻が飽和
に至っている。 
(3) 前節までの斜面の傾斜角 30°モデルの結果と比較して，法尻が飽和に至るまでの総雨量，地
下水位上昇傾向は概ね一致している。また，ケース 1，3 では，斜面の緩勾配化により斜面内
の自由水面勾配が緩くなる分，法尻が飽和に至ってからの上流側へ向けた飽和域の進展速度
が速くなっている。 
 
② 斜面の傾斜角 35°モデル 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 を比較すると，透水係数
の大きなケース 1 では，総雨量 175mm 時点で法尻が概ね飽和に至っている。一方，透水係数
の小さなケース 2 では，飽和域は法尻付近のみであるが，斜面全域の圧力水頭が一様に上昇
している。 
(2) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 3，4 では，いずれも法尻が飽
和に至っていないが，ケース 3 はケース 1 に比べて斜面全域の圧力水頭が一様に上昇してい
る。 
(3) 前節までの斜面の傾斜角 30°モデルの結果と比較して，斜面の急勾配化によって斜面内の自
由水面勾配が急になる分，上流域へ向けた飽和域の進展速度が遅くなっている。 
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降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.30 非定常解析による圧力水頭分布 
（斜面の傾斜角 25°モデル，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
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降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.31 非定常解析による圧力水頭分布 
（斜面の傾斜角 35°モデル，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
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(2) せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
斜面の傾斜角を変えた 2 モデルの不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極
限平衡法（修正フェレニウス法）とのすべり安全率の比較，および総雨量 200mm 時点のせん断
強度低減法のせん断ひずみの大きさにより表現される臨界すべり線と極限平衡法によるすべり線
を図-4.32～図-4.35（R：時間雨量，Ks：飽和透水係数）に示す。 
 
① 斜面の傾斜角 25°モデル 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率を
比較すると，降雨開始から斜面法尻付近が飽和状態に至る前の総雨量 150mm 時点までは，ケ
ース 1～ケース 3 のすべり安全率は概ね 1.4 以上となっている。また，極限平衡法のすべり安
全率は，概ねせん断強度低減法に比べて小さくなっている。なお，ケース 4 では，前節の斜
面の傾斜角 30°モデルと同様，極限平衡法のすべり安全率は地表面付近への飽和域の形成に
伴って低下している。 
(2) 総雨量 175mm 時点以降でみると，ケース 4 以外は，法尻が飽和状態に近づきすべり安全率が
大きく低下する。特に，集中豪雨として時間雨量 100mm を考慮したケース 3 では，斜面内の
圧力水頭が広範囲にわたって上昇し，不飽和域の浸透水圧を考慮したせん断強度低減法の方
が極限平衡法に比べて約 4％安全率が小さくなる。ただし，当ケースは，斜面勾配が緩く起動
力が小さいため，総雨量 200mm 時点においても概ね 1.2 以上のすべり安全率を有している。 
(3) 前節までの表層厚 2.0m モデルでは，総雨量 200mm 時点でケース 2，3 でのみ，せん断強度低
減法の方がすべり安全率が小さくなったが，当モデルではケース 3 でのみ実務で多用される
極限平衡法の保守性が失われている。 
(4) せん断強度低減法では，ケース 1，3 のように斜面法尻付近と斜面上部の圧力水頭分布に大き
な差異がある場合には臨界すべり線が小さくなり，その他のケースのように大きな差異が無
い場合には大きくなる。当モデルでは，極限平衡法のすべり線にも同様の傾向が認められる。 
 
② 斜面の傾斜角 35°モデル 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率を
比較すると，斜面勾配が急で起動力の大きな当モデルでは，降雨開始時のすべり安全率はい
ずれも 1.05～1.1 と小さい。 
(2) その後，総雨量 200mm 時点でも地下水位面は斜面上部へ進展しないため，せん断強度低減法
では，不飽和域の浸透水圧を考慮しても，すべり安全率は 1.0 以上と大きく低下していない。
また，極限平衡法は，全ケースともせん断強度低減法に比べてすべり安全率が小さくなって
おり，前節の斜面の傾斜角 30°モデルのケース 4 でみられた地表面付近への飽和域の形成に
伴うすべり安全率の低下がケース 2 にも認められる。 
(3) せん断強度低減法では，上記斜面の傾斜角 25°モデルのケース 1，3 のように，斜面法尻付近
と斜面上部の圧力水頭分布に大きな差異がある場合には臨界すべり線が小さくなるが，当ケ
ースでは大きな差異が無いため全てのケースで大きくなっている。また，当モデルでは，極
限平衡法のすべり線にも同様の傾向が認められる。 
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図-4.32  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較（斜面の傾斜角 25°モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.33 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（斜面の傾斜角 25°モデル，総雨量 200mm 時点） 
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図-4.34  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較（斜面の傾斜角 35°モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.35 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（斜面の傾斜角 35°モデル，総雨量 200mm 時点） 
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4.6.3  法尻下流の傾斜角の違いによる影響 
法尻下流の傾斜角の違いによる影響検討は，前節までの法尻下流の傾斜角 0°に対して図-4.36
に示す 5°，10°の 2 ケースを対象とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 法尻下流の傾斜角 5° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 法尻下流の傾斜角 10° 
 
図-4.36  法尻下流の傾斜角の違いによる影響検討モデル 
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(1) 浸透流解析結果 
法尻下流の傾斜角を変えた 2モデルの非定常浸透流解析による圧力水頭分布を図4-37，図-4.38
に示す。 
 
① 法尻下流の傾斜角 5°モデル 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 を比較すると，透水係数
の大きなケース 1 では，総雨量 200mm 時点で法尻が飽和に至っている。一方，透水係数の小
さなケース 2 では，降雨開始 4 時間後も表層下端へ向けた浸透過程にあり，法尻付近も飽和
に至っていない。 
(2) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 3，4 も，ケース 1，2 と同様
の傾向を示している。また，ケース 3 はケース 1 と比べて，斜面上部に向け地表面とほぼ平
行に自由水面が形成されているが，総雨量 200mm 時点でも法尻は飽和に至っていない。 
(3) 前節までの法尻下流の傾斜角がないモデルの結果と比較して，ケース 1 では，斜面と法尻下
流の勾配差が小さくなったことによって自由水面の勾配が緩くなり，法尻付近の飽和域は減
少するが，その分斜面上部へ広く自由水面が形成されている。また，ケース 2，4 では，法尻
下流域の自由水面が低下している。 
 
② 法尻下流の傾斜角 10°モデル 
(1) 時間雨量 50mm が 4 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 1，2 のうち，透水係数の大き
なケース 1 では，上記法尻下流の傾斜角 5°モデルと比べて，総雨量 200mm 時点でも法尻が
飽和に至っていない。また，透水係数の小さなケース 2 では，斜面と法尻下流の勾配差が小
さくなったことによって法尻下流域の自由水面が低下している。 
(2) 透水係数の大きなケース 1，3 では，上記法尻下流の傾斜角 5°モデルよりも斜面と法尻下流
の勾配差が小さくなったことによって下流への流出量が増加し，斜面内の圧力水頭が全体的
に低下している。 
(3) 時間雨量 100mm が 2 時間継続し，総雨量 200mm としたケース 4 では，上記法尻下流の傾斜
角 5°モデルと比べて，顕著な差異は認められない。 
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降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.37 非定常解析による圧力水頭分布 
（法尻下流の傾斜角 5°モデル，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
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降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(a) ケース 1（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 3.5 時間後（総雨量 175mm 時点）       降雨開始 4.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(b) ケース 2（降雨 50mm/hr×4hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(c) ケース 3（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 3.6m/hr） 
 
 
 
 
 
 
降雨開始 1.75 時間後（総雨量 175mm 時点）        降雨開始 2.0 時間後（総雨量 200mm 時点） 
(d) ケース 4（降雨 100mm/hr×2hr を考慮，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.38 非定常解析による圧力水頭分布 
（法尻下流の傾斜角 10°モデル，総雨量 175mm および 200mm 時点） 
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(2) せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
法尻下流の傾斜角を変えた 2 モデルの不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のせん断強度低減法
と極限平衡法（修正フェレニウス法）とのすべり安全率の比較，総雨量 200mm 時点のせん断強
度低減法のせん断ひずみの大きさにより表現される臨界すべり線と極限平衡法によるすべり線を
図-4.39～図-4.42（R：時間雨量，Ks：飽和透水係数）に示す。 
 
① 法尻下流の傾斜角 5°モデル 
前節の法尻下流の傾斜角のないモデルと比べて，すべり安全率に大きな差異がないため，以
下では違いについて考察する。 
(1) 透水係数の大きなケース 1，3 では，法尻付近の飽和域の減少に伴い，前節の法尻下流の傾斜
角のないモデルと比べて 0.01～0.03 程度すべり安全率が大きくなる。また，ケース 3 の総雨
量 175mm 時点のすべり安全率は，前節と異なり極限平衡法の方が小さくなるが，総雨量
200mm 時点のすべり安全率は，前節と同様にせん断強度低減法の方が約 3％小さくなる。 
(2) 透水係数の小さなケース 2，4 のうち，ケース 4 の総雨量 200mm 時点のすべり安全率は，前
節との差異は認められない。一方，ケース 2 は，前節ではせん断強度低減法の方がすべり安
全率が 0.01 程度小さくなったのに対して，当モデルでは極限平衡法の方が 0.02 程度小さくな
る。 
(3) せん断強度低減法では，前節の法尻下流の傾斜角 0°モデルにおけるケース 1，3 と同様に，
斜面法尻付近と斜面上部の圧力水頭分布に大きな差異がある場合には臨界すべり線が小さく
なる。当モデルでは，法尻付近の飽和域の減少に伴い，斜面法尻付近と斜面上部の圧力水頭
分布に大きな差異が無くなったため，ケース1，3も含めて臨界すべり線が大きくなっている。
また，極限平衡法では，前節の法尻下流の傾斜角のないモデルと比べて，法尻が飽和に至ら
なかったケース 3 のみすべり線が大きくなっている。 
 
② 法尻下流の傾斜角 10°モデル 
以下では，上記法尻下流の傾斜角 5°モデルと比べ，違いについて考察する。 
(1) 極限平衡法は，法尻下流の傾斜角 5°モデルと比べて，ケース 1 でのみすべり安全率が 0.02
程度大きくなり，ケース 2 との大小関係が逆転している。これは，法尻下流の傾斜角 5°モデ
ルでは，総雨量 200mm 時点で法尻が飽和に至っていたが，当モデルでは飽和に至っていない
ことによる。なお，すべり線は，法尻下流の傾斜角 5°モデルと一致している。 
(2) せん断強度低減法は，透水係数の大きなケース 1，3 では，上記法尻下流の傾斜角 5°モデル
に比べて斜面内の圧力水頭が全体的に減少したことにより，不飽和域の浸透水圧の影響が小
さくなって，0.03～0.05 程度すべり安全率が大きくなっている。なお，臨界すべり線には，上
記法尻下流の傾斜角 5°モデルと大きな差異は認められない。 
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図-4.39  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
（法尻下流の傾斜角 5°モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.40 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（法尻下流の傾斜角 5°モデル，総雨量 200mm 時点） 
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図-4.41  せん断強度低減法と極限平衡法によるすべり安全率の比較 
（法尻下流の傾斜角 10°モデル） 
 
 
 
 
 
 
 
(a) ケース 1                                         (b) ケース 2 
（降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 3.6m/hr）          （降雨 50mm/hr×4hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
(c) ケース 3                                         (d) ケース 4 
（降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 3.6m/hr）         （降雨 100mm/hr×2hr，飽和透水係数 0.36m/hr） 
図-4.42 せん断強度低減法の臨界すべり線と極限平衡法のすべり線 
（法尻下流の傾斜角 10°モデル，総雨量 200mm 時点） 
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4.7 極限平衡法の適用性評価 
本節では，前節までの不飽和域の浸透水圧を考慮したせん断強度低減法と極限平衡法によるす
べり安全率の算定結果を基に，極限平衡法の適用性評価を行う。 
両者のすべり安全率比を図-4.43～図-4.45に示す。 
 
(1) 斜面の傾斜角が 30°で表層厚が 1.0m の場合，いずれのケースも不飽和域の浸透水圧を考慮し
たせん断強度低減法が極限平衡法のすべり安全率を下回る時間があり，透水係数が 3.6m/hr
と大きく，時間 100mm の集中豪雨を考慮したケース 3 では，すべり安全率比が 0.8 程度まで
下がる。また，表層厚を厚くするとすべり安全率比は徐々に増加し，表層厚 2.5m では全ての
時間・ケースで 1.0 を上回る。このため，斜面の傾斜角 30°では，概ね表層厚 2.5m 以下の場
合に極限平衡法の適用性が低いと評価される。 
(2) 表層厚が 2.0m で斜面の傾斜角が 25°の場合，上記と同様のケース 3 ですべり安全率比が 0.95
程度まで下がる。また，傾斜角を大きくするとすべり安全率比は徐々に増加し，傾斜角 35°
で概ね 1.0 を上回る。このため，表層厚 2.0m では，斜面の傾斜角 35°以下の場合に極限平衡
法の適用性が低いと評価される。 
(3) 表層厚が 2.0m，斜面の傾斜角が 30°で法尻下流の傾斜角 0°の場合，上記と同様のケース 3
ですべり安全率比が 0.95 程度まで下がる。また，当ケースでは，法尻下流の傾斜角を大きく
するとすべり安全率比は徐々に増加し，傾斜角 10°で概ね 1.0 を上回る。一方で，透水係数
が 3.6m×10-1m/hr と小さく，時間 50mm の降雨を考慮したケース 2 では，逆に法尻下流の傾
斜角が大きくなると総雨量 125mm，150mm 時点のすべり安全率比が低下するが，この時点の
極限平衡法によるすべり安全率は 1.15 以上を有している。 
(4) 上記より，極限平衡法の適用性が低い斜面は，表層厚 2.5m 以下，斜面の傾斜角 35°以下，法
尻下流の傾斜角 10°以下で，時間 100mm の集中豪雨に対して自由水面を形成するような透
水性を有する斜面と評価できる。 
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(a) 表層厚 1.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 表層厚 1.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-4.43  せん断強度低減法と極限平衡法のすべり安全率比（その 1） 
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(d) 表層厚 2.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 25°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 35°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-4.44  せん断強度低減法と極限平衡法のすべり安全率比（その 2） 
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(g) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 5° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(h) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 10° 
図-4.45  せん断強度低減法と極限平衡法のすべり安全率比（その 3） 
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4.8  第 4 章の結論 
第 4 章では，前章と同様の 1999 年 6 月の広島豪雨災害におけるマサ土崩壊斜面の簡易モデルを
用いて，まず総雨量 200mm の降雨を考慮した有限要素法による飽和・不飽和の二次元非定常浸
透流解析を行った。次に，弾塑性せん断強度低減法による浸透－応力連成解析によって，不飽和
域の浸透水圧や集中豪雨が自然斜面の安定性に及ぼす影響を評価するとともに，これまで設計実
務や各種研究で多用されてきた不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法（修正フェレニウス
法）によるすべり安全率との比較を行って，従来法の実務への適用性検証を試みた。さらに，表
層厚，斜面や法尻下流の傾斜角の異なる簡易モデルによって，上記の追加検証を行った結果，以
下の成果が得られた。 
 
(1) 簡易モデルを用いた時間 50mm×4 時間と時間 100m×2 時間の総雨量 200mm に対する二次元
非定常浸透流解析の結果から，透水係数が 3.6m/hr と大きい場合には，斜面法尻から斜面上部・
地表へ向けて自由水面が上昇するのに対し，透水係数を 3.6×10-1m/hr に下げた場合には，斜
面内に自由水面が形成されない代わりに斜面全域の飽和度が上昇する。また，透水係数を
3.6m/hr とし，時間 100mm の集中豪雨を考慮した場合には，斜面とほぼ平行に地下水面が形成
されることがわかった。 
(2) 上記浸透流解析と連成したせん断強度低減法による不飽和域の浸透水圧の影響を考慮しない
場合と考慮した場合のすべり安全率の比較により，降雨開始直後は 30～40％程度前者の方が
大きくなるが，斜面内の圧力水頭が上昇することで不飽和域の浸透水圧の影響が減少し，両
者の安全率は近づく。また，時間 100mm の集中豪雨の影響は，斜面内に自由水面を形成する
ような透水性を有する場合に表れることがわかった。 
(3) 不飽和域の浸透水圧を考慮したせん断強度低減法とこれを考慮しない極限平衡法によるすべ
り安全率との比較により，両者には大きな差異がなく，不飽和域の浸透水圧を考慮すること
で通常極限平衡法が有すると言われる保守性が失われていることがわかった。また，透水係
数が 3.6m/hr と大きな斜面に時間 100mm の集中豪雨を考慮した場合には，せん断強度低減法
の方が最大で 7％程度すべり安全率が小さくなり，実務で多用される極限平衡法の適用性が低
いケースがあることがわかった。 
(4) これを受けて，表層厚，斜面や法尻下流の傾斜角の異なる簡易モデルにより，極限平衡法の
適用性が低い条件の把握を試みた結果，表層厚 2.5m 以下，斜面の傾斜角 35°以下，法尻下
流の傾斜角 10°以下で，時間 100mm の集中豪雨に対して自由水面を形成するような透水性
を有する斜面で，極限平衡法の適用性が低いことがわかった。 
(5) また，上記集中豪雨の影響や極限平衡法の適用性が低いケースのせん断強度低減法における
すべり線形状は，いずれも非円弧状であることから，非円弧状のすべりを扱える極限平衡法
の採用，極限平衡法への不飽和域の浸透水圧の導入や所要安全率の割り増しなどによる対応
が望まれる。 
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第５章 不飽和域の浸透水圧の導入による極限平衡法の適用性評価 
5.1  概説 
前章では，不飽和域の浸透水圧を考慮したせん断強度低減法と，現状の設計実務や各種研究で
多用される不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法（修正フェレニウス法）のすべり安全率
の比較により，極限平衡法の適用性が低いケースがあることを示した。また，この時のせん断強
度低減法による臨界すべり線の形状は，非円弧状の複合すべりである特徴を有していた。このた
め，至近年頻発する集中豪雨に対して，これまでのように簡易的な極限平衡法の実務への適用に
あたっては，複合すべりを扱える極限平衡法の採用，不飽和域の浸透水圧の導入や所要安全率の
割り増しといった対応策が望まれる。しかしながら，複合すべりは，安全率が最小となるすべり
線の探索が難しいため，実務では円弧すべりを対象とした極限平衡法がこれまで多用されてきた。 
そこで本章では，前章で示したマサ土斜面の簡易モデルによる二次元浸透流解析結果を用いて，
不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によるすべり安全率を算定し，通常の実務で用いられ
る前章の不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法によるすべり安全率との比較，ならびに不
飽和域の浸透水圧を考慮したせん断強度低減法との比較により，修正フェレニウス法の実務への
適用性について評価・検証を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.1  不飽和域の浸透水圧の導入による極限平衡法の適用性評価フロー 
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5.2  極限平衡法への不飽和域の浸透水圧の導入 
極限平衡法（修正フェレニウス法）のすべり安全率算定式例えば 1)は，(5.2.1)式のとおりであり,
本研究では二次元浸透流解析による各要素の飽和度を基に，不飽和域の浸透水圧を考慮する場合
としない場合とで土塊重量 W と間隙水圧 U を表-5.1のとおり変えている。 
(5.2.1) 
ここで，F は安全率，c’ は粘着力，φ’ は内部摩擦角，l はすべり線長，W は土塊重量，U’は
間隙水圧，b は分割幅，αは円弧中心とすべり線を結ぶ線の鉛直角 
 
表-5.1  不飽和域の浸透水圧を考慮する場合としない場合の土塊重量と間隙水圧の違い 
項 目 
不飽和域の浸透水圧 
を考慮しない場合 
不飽和域の浸透水圧 
を考慮する場合 
土塊重量 W の算定に 
用いる単位体積重量 
①飽和域（飽和度 Sr=1.0） 
飽和重量γsat 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
湿潤重量γ’ 
 
①飽和域（飽和度 Sr=1.0） 
飽和重量γsat 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
γ’+(γsat -γ’)･Sr 
ここで，γ’は湿潤重量 
間隙水圧 U’の算定に 
用いる水の単位体積重量 
①飽和域(飽和度 Sr=1.0) 
γw 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
0 (考慮しない) 
①飽和域(飽和度 Sr=1.0) 
γw 
②不飽和域（飽和度 Sr<1.0） 
γw･Sr 
 
 
 
α･Σ
φ’α･･･’･’Σ
sin
}tancos+
=
W
b)U-(Wl{c
F
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5.3  不飽和域への浸透水圧の導入によるすべり安全率の比較 
5.3.1  解析条件 
(1) 検討ケース 
前章において，表層厚 2.5m 以下，斜面の傾斜角 35°以下，法尻下流の傾斜角 10°以下で，時
間 100mm の集中豪雨に対して自由水面を形成するような透水性を有する場合に，極限平衡法の適
用性が低くなる知見を得た。このため，本章においても，前章の不飽和域の浸透水圧を考慮した
せん断強度低減法と，不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法（修正フェレニウス法）との
すべり安全率の比較を行った表-5.2に示す全 8 モデルを対象とする。また，地下水位条件は，表
-5.3に示す降雨条件および物性値による前章の二次元浸透流解析結果を用いる。 
表-5.2  検討対象モデル 
ケース名 表層厚 斜面の傾斜角 法尻下流の傾斜角 
(a) 1.0m 30° 0° 
(b) 1.5m 30° 0° 
(c) 2.0m 30° 0° 
(d) 2.5m 30° 0° 
(e) 2.0m 25° 0° 
(f) 2.0m 35° 0° 
(g) 2.0m 30° 5° 
(h) 2.0m 30° 10° 
 
表-5.3 降雨条件および浸透流解析用物性値 
ケース番号 
降雨条件 
飽和透水係数（Ks） 
平常時水位設定雨量 豪雨時検討雨量（R） 
1 
0.18mm/hr2) 
50mm/hr×4hr=200mm 
3.6m/hr（1.0×10-1cm/s） 
2 0.36m/hr（1.0×10-2cm/s） 
3 
100mm/hr×2hr=200mm 
3.6m/hr（1.0×10-1cm/s） 
4 0.36m/hr（1.0×10-2cm/s） 
 
(2)  解析用物性値 
解析用物性値に関しても，1999 年 6 月の広島豪雨災害における 1 崩壊斜面の試験結果 3)を参考
に前章で設定した表-5.4に示す物性値を用いる。 
 
表-5.4 解析用物性値 3) 
項 目 物性値 
単位体積重量 湿潤：18kN/m3，飽和：20kN/m3 
強度特性 内部摩擦角：28°，粘着力：3kN/m2 
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5.3.2 解析結果 
不飽和域の浸透水圧を考慮した場合と考慮しない場合の極限平衡法によるすべり安全率の比較
を図-5.2～図-5.5に，両者のすべり安全率比を図-5.6～図-5.8に示す。なお，すべり線は，大半
のケースで前章に示した浸透水圧を考慮しないケースと一致するため，本章では示していない。 
(1) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のすべり安全率は，斜面内が概ね完全飽和する表層厚
1.0m としたモデル以外は，降雨開始から総雨量 200mm 時点に向けてほぼ直線的に低下する。 
(2) 表層厚 1.0m としたモデルのすべり安全率にみられるように，斜面内が完全飽和に近づくにつ
れて不飽和域の浸透水圧の影響が減り，両者のすべり安全率は漸近する。一方で，斜面の傾
斜角 35°モデルのように，総雨量の増加による斜面内への飽和域の進展が認められない場合
には，両者のすべり安全率は近づかない。 
(3) 表層厚が厚い場合や斜面の傾斜角が大きい場合の方が，降雨開始直後のすべり安全率は小さい
が，すべり安全率の低下速度は遅い。また，法尻下流の傾斜角の違いの影響は，ほとんど認
められない。 
(4) 浸透水圧を考慮しない場合には，モデルによってすべり安全率が最小となるケースが異なるが，
浸透水圧を考慮した場合には，大半のモデルで透水係数が 3.6m/hr と大きく，時間雨量を 50mm
としたケース 2 ですべり安全率が最小となり，集中豪雨の影響が認められない。 
(5) 両者のすべり安全率比より，いずれのモデルも，不飽和域の浸透水圧を考慮した場合のすべり
安全率は，最大で浸透水圧を考慮しない場合の 78％程度まで低下しており，斜面内の飽和域
が拡がる前に発生している。このことは，不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法を採
用する設計実務において，斜面内が概ね完全飽和に至っていない状態では，得られたすべり
安全率に 78％を乗じることで不飽和域の浸透水圧の影響が評価できることを示しており，こ
の逆数である約 1.3 を所要すべり安全率とすることと同義である。 
(6) しかしながら，層厚が厚い場合や斜面の傾斜角が大きい場合には，今回の検討結果のように降
雨開始直後からすべり安全率が 1.3 を下回ることが想定される。また，不飽和域の浸透水圧を
考慮した場合と考慮しない場合のすべり安全率比は，モデルや降雨開始後からの経過時間に
よって大きく異なる。このため，従来の不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法への所
要安全率の割り増しによる対応は，難しいと考えられる。 
(7) 以上より，簡易的な極限平衡法（修正フェレニウス法）の実務への適用にあたっては，不飽和
域の浸透水圧の導入が最適と考える。 
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(a) 表層厚 1.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 表層厚 1.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.2  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率の比較（その 1） 
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(c) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 表層厚 2.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.3  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率の比較（その 2） 
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(e) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 25°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 35°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.4  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率の比較（その 3） 
1.0
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5
1.6
0 50 100 150 200
安
全
率
降雨量（mm)
ケース1(不飽和域の浸透水圧有，R=50mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース2(不飽和域の浸透水圧有，R=50mm/hr，Ks=0.36m/hr)
ケース3(不飽和域の浸透水圧有，R=100mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース4(不飽和域の浸透水圧有，R=100mm/hr，Ks=0.36m/hr)
ケース1(不飽和域の浸透水圧無，R=50mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース2(不飽和域の浸透水圧無，R=50mm/hr，Ks=0.36m/hr)
ケース3(不飽和域の浸透水圧無，R=100mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース4(不飽和域の浸透水圧無，R=100mm/hr，Ks=0.36m/hr)
0.6
0.7
0.8
0.9
1.0
1.1
1.2
0 50 100 150 200
安
全
率
降雨量（mm)
ケース1(不飽和域の浸透水圧有，R=50mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース2(不飽和域の浸透水圧有，R=50mm/hr，Ks=0.36m/hr)
ケース3(不飽和域の浸透水圧有，R=100mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース4(不飽和域の浸透水圧有，R=100mm/hr，Ks=0.36m/hr)
ケース1(不飽和域の浸透水圧無，R=50mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース2(不飽和域の浸透水圧無，R=50mm/hr，Ks=0.36m/hr)
ケース3(不飽和域の浸透水圧無，R=100mm/hr，Ks=3.6m/hr)
ケース4(不飽和域の浸透水圧無，R=100mm/hr，Ks=0.36m/hr)
－132－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 5° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(h) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 10° 
図-5.5  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率の比較（その 4） 
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(a) 表層厚 1.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 表層厚 1.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.6  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率比（その 1） 
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(d) 表層厚 2.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 25°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 35°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.7  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率比（その 2） 
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(g) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 5° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(h) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 10° 
図-5.8  不飽和域の浸透水圧の考慮した場合としない場合のすべり安全率比（その 3） 
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5.4  従来法の設計実務への適用性検証 
前節では，極限平衡法（修正フェレニウス法）の設計実務への適用には，不飽和域の浸透水圧
の導入が最適と評価した。 
そこで本節では，不飽和域の浸透水圧を考慮もしくは導入した，前章のせん断強度低減法と前
節の極限平衡法によるすべり安全率を基に，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法の実務へ
の適用性，すなわち前章のせん断強度低減法によるすべり安全率に対して保守性を有しているか
検証を行う。 
両者のすべり安全率の比較を図-5.9～図-5.12に，すべり安全率比を図-5.13～図-5.15に示す。
なお，本研究では，近年の集中豪雨の特徴である時間 80mm 以上の降雨が 2 時間以上続く場合を
対象としているため，以下の評価はこれに相当する総雨量 150mm 以降に限定する。また，極限平
衡法によるすべり線は，大半のケースで前章に示した浸透水圧を考慮しないケースと一致するた
め，本章では前章のようなせん断強度低減法による臨界すべり線との比較は行わない。 
(1) 表層厚を 1.0m としたモデルでは，極限平衡法に不飽和域の浸透水圧を導入した場合にも，斜
面内が概ね完全飽和する総雨量 150mm 以降，すなわち不飽和域の浸透水圧が影響しない時点
では，両者のすべり安全率がほぼ一致している。 
(2) その他のモデルでは，極限平衡法に不飽和域の浸透水圧を導入することで，せん断強度低減法
によるすべり安全率を下回っており，総雨量150mm以降では5％以上の保守性を有している。 
(3) 表層厚が厚くなる程，斜面の傾斜角が大きくなる程，また法尻下流の傾斜角が大きくなる程，
極限平衡法の方がせん断強度低減法のすべり安全率に比べて小さくなり，極限平衡法の保守
性が増している。 
(4) 以上より，表層厚を 1.0m としたモデル以外では，せん断強度低減法に対して 5％以上の裕度
を有しており，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法は保守性を有していると評価でき
る。また，表層厚が薄く，降雨によって斜面内が概ね完全飽和するような場合には，せん断
強度低減法に対する裕度が認めらないため，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によ
るすべり安全率に前記 5％の裕度，すなわち所要安全率 1.05 の確保を提案する。 
 
 
－137－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 表層厚 1.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 表層厚 1.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.9  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率の比較（その 1）
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(c) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 表層厚 2.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.10  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率の比較（その 2）
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(e) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 25°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 35°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.11  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率の比較（その 3） 
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(g) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 5° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(h) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 10° 
図-5.12  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率の比較（その 4）
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(a) 表層厚 1.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 表層厚 1.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.13  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率比（その 1） 
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(d) 表層厚 2.5m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(e) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 25°，法尻下流の傾斜角 0° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 35°，法尻下流の傾斜角 0° 
図-5.14  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率比（その 2） 
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(g) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 5° 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(h) 表層厚 2.0m，斜面の傾斜角 30°，法尻下流の傾斜角 10° 
図-5.15  不飽和域の浸透水圧を考慮した極限平衡法と 
せん断強度低減法によるすべり安全率比（その 3） 
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5.5 第 5 章の結論 
第 5 章では，前章の表層厚，斜面や法尻下流の傾斜角の異なる 8 簡易モデルに対する二次元浸
透流解析結果を用いて，まず不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によるすべり安全率を算
定し，通常の実務で用いられる前章の不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法によるすべり
安全率との比較を行った。次に，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法と前章の不飽和域の
浸透水圧を考慮したせん断強度低減法のすべり安全率の比較により，手法の違いによる保守性を
確認することで，修正フェレニウス法の実務への適用性について評価・検証を行った結果，以下
の成果が得られた。 
 
(1) 不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法のすべり安全率は，斜面内が概ね完全飽和に至って
収束するまでほぼ直線的に低下することがわかった。また，表層厚が厚く，斜面の傾斜角が大
きい方が，降雨開始直後のすべり安全率は小さいが低下する速度は遅いこと，法尻下流の傾斜
角の違いの影響はほとんど認められないことがわかった。 
(2) 不飽和域の浸透水圧を考慮した場合の極限平衡法によるすべり安全率は，考慮しない場合のす
べり安全率に対して最大で 78％程度まで低下する結果を得た。これにより，実務で多用され
る不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法の実務への適用にあたっては，前記 78％の逆
数である約 1.3 を所要安全率にする必要があることがわかった。これと同時に，層厚が厚い場
合や斜面の傾斜角が大きい場合には，降雨開始直後からすべり安全率が 1.3 を下回るケースが
あり，所要安全率の割り増しによる対応は困難であることもわかった。 
(3) 表層厚が 1.0m と薄く，斜面内が概ね完全飽和，すなわち不飽和域の浸透水圧が影響しないモ
デルでは，不飽和域の浸透水圧を導入・考慮した極限平衡法とせん断る強度低減法のすべり
安全率が，ほぼ一致することがわかった。また，斜面内が完全飽和に至らないような表層厚
1.5m 以上のモデルでは，集中豪雨として総雨量 150mm 以上に限定した両者のすべり安全率は，
表層厚が厚くなる程，斜面の傾斜角が大きくなる程，また法尻下流の傾斜角が大きくなる程，
極限平衡法の方が小さくなるとともに，5％以上の保守性を有していることがわかった。 
(4) 以上より，斜面内が完全飽和しない斜面では，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法の採
用を提案した。また，表層厚が薄く，降雨によって斜面内が概ね完全飽和するような場合に
は，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によるすべり安全率に前記 5％の保守性，すな
わち所要安全率 1.05 の確保を提案した。 
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第６章 マサ土斜面の安定性評価に用いる統一的降雨特性に係る考察 
6.1  概説 
毎年各地で集中豪雨による斜面崩壊が発生しており，崩壊メカニズムの解明に向けた調査・解
析による多くの研究がなされている。これらの大半は，斜面崩壊時の雨量記録に対してなされて
おり，他地点の豪雨に対する研究事例はあまりない。 
近年，地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の変化などによって降雨
の地域性が薄れつつあり，他地点での既往最大豪雨がどこででも発生する可能性がある。平成 27
年 11 月の水防法改正では，浸水想定区域の設定に用いる降雨量の設定範囲を従来の河川流域エリ
アから全国 15 エリアへ大幅に拡大するとともに，想定し得る最大規模の降雨を考慮することとさ
れた 1)。このため，斜面内の浸透挙動の把握が不可欠である降雨時の斜面安定性の現状評価と，
それに基づく排水孔などの崩壊抑制対策の検討においても，拡大したエリアでの統一的な降雨特
性の設定が必要と考える。 
そこで本章では，図-6.1に基づいてマサ土が分布する福岡県から中国地方，愛媛県，兵庫県の
8 県で近年発生した 1999 年 6 月広島豪雨 2)，2009 年 7 月山口豪雨 3)，2010 年 7 月広島県庄原豪雨
4)，2012 年 7 月九州北部豪雨 5)，2013 年 7 月山口・島根豪雨 6)，2014 年 8 月兵庫県豪雨 7)，2014
年 8 月広島豪雨 8)を考慮した有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析 9)，10)を行い，前記 8 県を
1 エリアとした現状の斜面安定性評価や対策工の配置検討などに用いる統一的降雨条件の設定を
試みる。なお，本研究では，崩壊抑制対策，つまり防災への適用を考慮したうえで安全側の降雨
条件となるよう，先行雨量と集中豪雨（以降，「降雨イベント」と記載）それぞれについて地下
水位上昇量が最大となる豪雨を検討する。また，前記 7 豪雨の実績から，1977 年～2016 年の至近
40 年間で時間雨量が 60mm を超える降雨イベントを集中豪雨と定義する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.1  統一的降雨条件の検討フロー 
 
統一的先行雨量の検討 
統一的降雨イベントの検討 
本章の結論（統一的降雨条件の提案） 
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6.2  統一的先行雨量の検討 
斜面の安定性には，総雨量のみならず先行雨量が大きく影響するとされている例えば 11)。そこで
本節では，二次元および三次元の有限要素法による飽和・不飽和非定常浸透流解析を行い，統一
的先行雨量の設定を行う。 
 
6.2.1  解析条件 
(1) 解析モデル 
解析モデルは，第 3 章と同様，1999 年 6 月広島豪雨による自然斜面の崩壊実績例えば 12)を参考に，
二次元モデルは図-6.2に示す表層厚 2m，斜面勾配 30°の一様斜面とした。また，三次元モデル
は，図-6.2の二次元モデルに図-6.3の横断面形状を組み合わせた図-6.4に示すモデルを仮定し
た。なお，表層厚 2m は，マサ土斜面の大半が崩壊厚 2m 以下例えば 2)，3)，7)，8)であることを考慮し
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.2  二次元浸透流解析モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.3  横断方向の要素分割図 
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図-6.4  三次元浸透流解析モデル 
 
 
(2) 解析手法および境界条件 
解析手法は，有限要素法による飽和・不飽和浸透流解析とし，地表面は降雨浸透境界，下流境
界はモデル下端を水頭固定とした静水圧分布を与え，上流側と三次元の側面（尾根筋）およびモ
デル底面は不透水境界とした。また，初期水位はモデル底面とした。 
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(3) 解析用物性値 
飽和透水係数は，崩壊地の試験結果例えば 13)~16)を参考に表-6.1に示す 4 ケースを設定し，不飽和
特性は，礫質土と細粒分の少ないきれいな砂を透水性の土質と定義し，既往の試験結果に基づき
設定された図-6.517)を用いる。なお，ケース 4 の飽和透水係数 1.08×10-2m/hr は，2014 年 8 月広
島豪雨による崩壊斜面の浸透流解析 16)に用いられた値である。また，浸透能については，厚さ 2m
の表層地盤では，図-6.5の有効間隙率約 15％，飽和度 0％の状態で 300mm 相当の雨量しか貯留
できず，大きな浸透能を設定すると全ケースで斜面内が完全飽和してしまい，降雨特性の違いが
評価できない。このため，目的が地下水位上昇量の把握でなく，対策工の検討などに用いる先行
雨量の設定にある本検討では，浸透能を小さめの 30％に設定した。この浸透能 30％は，タンクモ
デルを用いた流出係数・浸透能に関する既往研究 18）において，浸透能は降雨初期段階の 100％か
ら地盤内の飽和度の上昇に伴って 30％程度まで低下するとの研究成果を参考にしている。 
 
表-6.1  飽和透水係数の検討ケース 
ケース番号 飽和透水係数 
1 3.6m/hr（1.0×10-1cm/s） 
2 3.6×10-1m/hr（1.0×10-2cm/s） 
3 3.6×10-2m/hr（1.0×10-3cm/s） 
4 1.08×10-2m/hr（3.0×10-4cm/s） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6.5  不飽和特性（礫質土，砂質土）17) 
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(4) 降雨条件 
降雨条件は，図-6.6，図-6.719)~21）に示す前節 7 豪雨の雨量記録を整理し，主要な降雨を選定
した。ここで，1999 年 6 月広島豪雨は，解析モデルの設定に用いた崩壊斜面近傍の八幡川橋気象
観測所（日本道路公団，現 NEXCO 西日本）の雨量記録を入手できなかったため，降雨特性が前
記観測所とほぼ同様である気象庁呉特別地域気象観測所の雨量記録 21)，22)を用いている。 
降雨イベントと先行雨量の区分けは，河川堤防の浸透に対する安全性照査 17)を参考に，時間平
均雨量 1mm 程度以上となる範囲を降雨イベントとし，それ以前を先行雨量とした。なお，河川
堤防の浸透に対する安全性照査では，先行雨量として梅雨時期の月平均雨量の平年値程度を
1mm/hr の雨量強度で与えることとされており，この雨量強度 1mm/hr は先行雨量が堤防内に全て
浸透するよう設定されている。 
時間平均雨量 1mm 程度以下を対象とした先行雨量については，降雨イベント前の 2 ヶ月間に
日雨量 100mm を超える強雨があったものを対象とし，先行雨量の時間平均雨量の多い 2010 年 7
月広島県庄原豪雨と 2012 年 7 月九州北部豪雨の 2 豪雨を選定した。 
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(a) 1999 年 6 月広島豪雨 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 2009 年 7 月山口豪雨 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨 20) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 2012 年 7 月九州北部豪雨 19) 
 
図-6.6  近年の集中豪雨における先行雨量（その 1） 
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(e) 2013 年 7 月山口・島根豪雨 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 2014 年 8 月兵庫県豪雨 21) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 2014 年 8 月広島豪雨 19) 
 
図-6.7  近年の集中豪雨における先行雨量（その 2） 
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6.2.2  解析結果 
2010 年 7 月広島県庄原豪雨および 2012 年 7 月九州北部豪雨の先行雨量に対する浸透流解析結
果を図-6.8～図-6.12に示す。なお，二次元解析のケース 1 とケース 2，三次元解析のケース 1
のように透水係数が大きなケースでは，降雨イベント前の無降雨期間に斜面内の水位が低下し，
地下水位面が形成されなかったため図示していない。 
その他のケースは，二次元，三次元ともに，時間平均雨量の多い 2012 年 7 月九州北部豪雨の方
が，2010 年 7 月広島県庄原豪雨に比べて地下水位が高くなる。また，2010 年 7 月広島県庄原豪雨
におけるケース 4 の地下水位は，二次元ではケース 3 に比べて低いが，三次元では高くなる。こ
れは，ケース 4 は透水係数が小さく，二次元では降雨浸透水が地下水位面に至らないのに対し，
三次元では薄層で降雨浸透水がモデル底面に到達しやすい側方からの地下水流入によって谷部が
水位上昇し，その上昇した地下水位面に降雨浸透水が至ることによる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨         (b) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
図-6.8  実績先行雨量を考慮した二次元非定常水位（ケース 3，飽和透水係数 3.6×10-2m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨         (b) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
図-6.9  実績先行雨量を考慮した二次元非定常水位（ケース 4，飽和透水係数 1.08×10-2m/hr） 
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(a) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨         (b) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
図-6.10  実績先行雨量を考慮した三次元非定常水位（ケース 2，飽和透水係数 3.6×10-1m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨         (b) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
図-6.11  実績先行雨量を考慮した三次元非定常水位（ケース 3，飽和透水係数 3.6×10-2m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨         (b) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
図-6.12  実績先行雨量を考慮した三次元非定常水位（ケース 4，飽和透水係数 1.08×10-2m/hr） 
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6.2.3  統一的先行雨量の設定 
本検討対象の 8 県内気象庁全観測所における既往最大月合計雨量は，鳥取県の大山地域気象観
測所で 2011 年 9 月に観測された 1400mm である。この降雨による最大時間雨量は 50mm であり，
本研究で集中豪雨として定義した最大時間雨量 60mm に達していない 19)。このため，大山地域気
象観測所は検討対象から除外した。 
これにより，2012 年 7 月の九州北部豪雨を含む 6 月 15 日から 7 月 14 日までの月合計雨量
1309mm は，8 県内における既往最大雨量となる。また，先行雨量 660mm も 8 県内の既往最大と
なり，改正水防法で定義されている想定し得る最大規模の降雨であると言える。 
以上より，先行雨量としては，2012 年 7 月の九州北部豪雨の実績 660mm を考慮したうえで少
し安全側の時間雨量 1mm が 1 ヶ月（720hr）継続するものとした 720mm を提案する。提案にあた
っては，図-6.13～図-6.15に示すとおり，1mm/hr×660hr を考慮した二次元，三次元の浸透流解
析による地下水位が，前項の図-6.8～図-6.12に示す 2012 年 7 月九州北部豪雨の先行雨量に対す
る地下水位を概ね上回ることを確認している。また，本検討結果は，無降雨期間のある断続的な
降雨に比べて，無降雨期間のない継続的な降雨の方が水位上昇量が大きくなることを示唆してい
る。 
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(a) 二次元解析                     (b) 三次元解析 
図-6.13  先行雨量 660mm を考慮した非定常水位（ケース 2，飽和透水係数 3.6×10-1m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 二次元解析                     (b) 三次元解析 
図-6.14  先行雨量 660mm を考慮した非定常水位（ケース 3，飽和透水係数 3.6×10-2m/hr） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 二次元解析                     (b) 三次元解析 
図-6.15  先行雨量 660mm を考慮した非定常水位（ケース 4，飽和透水係数 1.08×10-2m/hr） 
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6.3  統一的降雨イベントの検討 
本節では，前節で地下水位の上昇量が大きくなった三次元解析に限定する。 
 
6.3.1  解析条件 
降雨条件を除く三次元解析モデル，解析手法，解析用物性値，飽和透水係数の検討ケース，浸
透能などは，前節と同様である。また，降雨条件は，前節で設定した 1mm/hr×720hr を先行雨量
として，前節と同様の 7 豪雨から降雨イベントを選定する。7 豪雨の降雨イベントは，図-6.16，
図-6.1719)～21）に示すとおりであり，下記に基づき 2012 年 7 月九州北部豪雨，2013 年 7 月山口・
島根豪雨，2014 年 8 月兵庫県豪雨の 3 豪雨を選定した。 
 
① 2012 年 7 月九州北部豪雨 
2012 年 7 月九州北部豪雨の時間最大雨量 87mm は，2013 年 7 月山口・島根豪雨の 137.5mm に
比べて少なく，累積雨量 649mm も 2014 年 8 月兵庫県豪雨の 1003mm に比べて少ないが，時間平
均雨量 8.9mm はその他選定 2 豪雨に比べて多い。その証拠に，この降雨イベントにおける 72 時
間雨量は，本検討対象 8 県内の気象庁全観測所の既往最大であり，下記②の 3 時間雨量や③の 5
日雨量に対して中間型の想定し得る最大規模の降雨イベントである。 
 
② 2013 年 7 月山口・島根豪雨 
2013 年 7 月山口・島根豪雨の累積雨量 351mm は，その他選定 2 豪雨に比べて少ないが，時間
最大雨量 137.5mm（全国第 18 位）は最も多い。この豪雨の時間最大雨量は，8 県内気象庁全観測
所の中で，同豪雨の山口地域気象観測所における 143mm（全国第 12 位） 19) に次ぐ 2 位である
が，3 時間雨量では 8 県内最大であり，上記①の 3 日雨量や下記③の 5 日雨量に対して短期集中
型の想定し得る最大規模の降雨イベントである。 
 
③ 2014 年 8 月兵庫県豪雨 
2014 年 8 月兵庫県豪雨の時間最大雨量 87mm は，2013 年 7 月山口・島根豪雨の 137.5mm に比
べて少ないが，累積雨量 1003mm はその他選定 2 豪雨に比べて多い。この豪雨の 5 日間の累積雨
量は，8 県内気象庁全観測所の既往最大であり，上記①の 3 日雨量や②の 3 時間雨量に対して長
期継続型の想定し得る最大規模の降雨イベントである。ただし，当豪雨は継続時間が長いため，
時間平均雨量 8.8mm は 2012 年 7 月九州北部豪雨の 8.9mm に比べて少ない。 
 
④ その他豪雨 
上記①～③以外の 4 豪雨の時間最大雨量，累積雨量は，上記 3 豪雨に包絡されるため検討対象
としない。 
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(a) 1999 年 6 月広島豪雨 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 2009 年 7 月山口豪雨 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 2010 年 7 月広島県庄原豪雨 20) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(d) 2012 年 7 月九州北部豪雨 19) 
 
図-6.16  近年の降雨イベントにおける雨量記録（その 1） 
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(e) 2013 年 7 月山口・島根豪雨 19) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(f) 2014 年 8 月兵庫県豪雨 21) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(g) 2014 年 8 月広島豪雨 19) 
 
図-6.17  近年の降雨イベントにおける雨量記録（その 2） 
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6.3.2  解析結果 
前項で選定した 2012 年 7 月九州北部豪雨，2013 年 7 月山口・島根豪雨および 2014 年 8 月兵庫
県豪雨の 3 豪雨に対する浸透流解析結果を図-6.18～図-6.20に示す。なお，ケース 3 の 2014 年 8
月兵庫県豪雨およびケース 4 の 3 豪雨では，透水係数が小さいために斜面内からの地下水流出量
に比べて降雨浸透量が多くなり，完全飽和した状態となったため図示していない。 
(1) 飽和透水係数を 3.6m/hr としたケース 1 では，地下水流出量が多くなるため，短期集中型の
2013 年 7 月山口・島根豪雨で地下水位面が最も高くなる。 
(2) 飽和透水係数を 3.6×10-1m/hr としたケース 2 では，ケース 1 とケース 3 の中間型の 2012 年 7
月九州北部豪雨で地下水位面が最も高くなる。 
(3) 飽和透水係数を 3.6×10-2m/hr としたケース 3 では，地下水流出量がケース 1，2 に比べて少な
くなるため，長期継続型の 2014 年 8 月兵庫県豪雨では完全飽和する（地下水位面が最も高く
なる）。 
(4) 飽和透水係数を 1.08×10-2m/hr としたケース 4 では，地下水流出量がケース 3 よりもさらに少
なくなるため，ケース 3 と同様，長期継続型の 2014 年 8 月兵庫県豪雨で地下水位面も最も高
くなると想定される。 
 
6.3.3  統一的降雨イベントの選定 
前項の解析結果より，3 豪雨の中から 1 降雨イベントへの絞り込みはできず，飽和透水係数に
応じて想定し得る最大規模の降雨イベントとして選定した 3 豪雨を組み合わせる必要があるとの
結論を得た。 
具体的には，表-6.2に示すとおり，飽和透水係数に応じて 3 豪雨から選定する。なお，本研究
では，3 豪雨に対して地下水位が最も上昇する飽和透水係数の境界値が評価できていないため，
透水係数が重複する範囲では複数の降雨イベントを対象としている。 
 
表-6.2  既往降雨イベントを対象とする飽和透水係数 
既往降雨イベント 飽和透水係数 
2013 年 7 月山口・島根豪雨 3.6×10-1m/hr 以上（1×10-2cm/s 以上） 
2012 年 7 月九州北部豪雨 3.6～3.6×10-2m/hr（1×10-1～1×10-3cm/s） 
2014 年 8 月兵庫県豪雨 3.6×10-1m/hr 以下（1×10-2cm/s 以下） 
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(a) 2012 年 7 月九州北部豪雨           (a) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 2013 年 7 月山口・島根豪雨         (b) 2013 年 7 月山口・島根豪雨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(c) 2014 年 8 月兵庫県豪雨              (c) 2014 年 8 月兵庫県豪雨 
図-6.18  先行雨量 720mm と降雨イベント       図-6.19  先行雨量 720mm と降雨イベント 
を考慮した三次元非定常水位                   を考慮した三次元非定常水位 
（ケース 1，飽和透水係数 3.6m/hr）       （ケース 2，飽和透水係数 3.6×10-1m/hr） 
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(a) 2012 年 7 月九州北部豪雨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 2013 年 7 月山口・島根豪雨 
図-6.20  先行雨量 720mm と降雨イベント 
を考慮した三次元非定常水位 
（ケース 3，飽和透水係数 3.6×10-2m/hr） 
 
 
 
 
地下水位面 
※谷部で切断表示 
 
 
 
 
地下水位面 
※谷部で切断表示 
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6.3  第 6 章の結論 
第 6 章では，近年の地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の変化など
によって降雨の地域性が薄れつつあることを背景に，マサ土が分布する福岡県から中国地方，愛
媛県，兵庫県を 1 つのエリアとして捉え，マサ土斜面の簡易モデルと近年前記 8 県で発生した 7
集中豪雨の観測記録を基に，豪雨時の安定性に係る現状評価とそれに基づく排水孔などの崩壊抑
制対策といった設計実務に用いる統一的降雨条件の検討を行った結果，以下の成果が得られた。
なお，本研究では，防災への適用を考慮したうえで安全側の降雨条件となるよう，時間平均雨量
1mm 程度以上となる期間を集中豪雨，それ以前を先行雨量として定義し，先行雨量と集中豪雨（降
雨イベント）を別々に検討した。 
(1) 降雨イベント前の 2 ヶ月間に日雨量 100mm を超える強雨があった豪雨を対象に先行雨量の検
討を行った結果，2012 年 7 月九州北部豪雨の先行雨量 660mm で地下水位上昇量が最大とな
ることがわかった。これと時間雨量 1mm が 660 時間継続するものとした浸透流解析結果と比
較し，後者の方が概ね水位上昇量が大きくなることがわかった。これにより，少し安全側の
時間雨量 1mm が 1 ヶ月（720hr）継続するものとした，統一的先行雨量 720mm の提案に至っ
た。 
(2) 表-6.3に示す飽和透水係数に応じた統一的降雨イベントの提案に至った。ただし，本研究で
は，飽和透水係数の境界値が評価できていないため，中間的な飽和透水係数では複数の降雨
イベントを提案している。 
 
表-6.3  飽和透水係数に応じた統一的降雨イベント 
飽和透水係数 想定し得る最大規模の既往降雨イベント 
3.6m/hr 以上（1×10-1cm/s 以上） 2013 年 7 月山口・島根豪雨（短期集中型） 
3.6～3.6×10-1m/hr（1×10-1～1×10-2cm/s） 
2013 年 7 月山口・島根豪雨（短期集中型） 
2012 年 7 月九州北部豪雨（中期型） 
3.6×10-1～3.6×10-2m/hr（1×10-2～1×10-3cm/s） 
2012 年 7 月九州北部豪雨（中期型） 
2014 年 8 月兵庫県豪雨（長期継続型） 
3.6×10-2m/hr 以下（1×10-3cm/s 以下） 2014 年 8 月兵庫県豪雨（長期継続型） 
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第７章 結 論 
7.1  本研究の成果 
本研究では，近年の時間雨量 50mm や日雨量 200mm を超える豪雨回数の増加に伴う土砂災害
リスクの増大に対し，表層崩壊が主であるマサ土斜面の簡易モデルを用いて，これまでの設計実
務や各種研究で多用されている有限要素法による二次元飽和・不飽和非定常浸透流解析，ならび
に不飽和域の浸透水圧を考慮しない二次元極限平衡法（修正フェレニウス法）の適用性検証と対
応策の提案を行った。また，近年の地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経
路の変化によって降雨の地域性が薄れつつある中，マサ土（風化花崗岩）が分布する福岡県から
中国地方，愛媛県，兵庫県を 1 エリアとして捉えた統一的な降雨条件の提案を行った。 
本研究により得られた成果を以下に示す。 
 
第 1章では，本研究の背景・目的と本論文の構成を示した。 
第 2章では，降雨浸透に対する斜面安定性評価に係る既往の研究を以下の 4 項目に分類してレ
ビューし，本研究の位置づけを明確にした。 
① 地下水流動解析の発展の変遷と既往の研究 
② 斜面安定解析の発展の変遷と既往の研究 
③ 降雨時の斜面安定性評価に関する既往の研究 
④ 降雨特性に関する既往の研究 
第 3章では，マサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いた二次元飽和・不飽和浸透流解析により，年
平均雨量を考慮した定常解析と時間 10mm の通常降雨を考慮した非定常解析の結果から，集中豪
雨による飽和域の進展の把握における非定常解析の必要性を示した。また，二次元と三次元の非
定常浸透流解析の結果から，上流側と側方からの地下水流入がある谷筋の地下水位上昇量は，三
次元解析で把握する必要があることを示した。さらに，1999 年 6 月の広島豪雨災害時の観測雨量
を用いた二次元の非定常浸透流解析により，実務におけるマサ土斜面の崩壊予測には，浸透流解
析は実施せず簡易的に斜面内の完全飽和を仮定することを提案し，同時に地下水排除工などの配
置検討は三次元非定常解析により把握する必要があることを示した。 
第 4章では，前章と同様のマサ土崩壊斜面の簡易モデルを用いて，実務で多用される不飽和域
の浸透水圧を考慮しない極限平衡法（修正フェレニウス法）の適用性を検証した。具体的には，
まず総雨量 200mm の集中降雨を考慮した二次元非定常飽和・不飽和浸透流解析を行い，不飽和
域の浸透水圧を考慮した弾塑性せん断強度低減法による浸透－応力連成解析と，不飽和域の浸透
水圧を考慮しない通常の極限平衡法によるすべり安全率を比較し，極限平衡法の適用性が低いケ
ースがあることを示した。また，この結果を受けて，表層厚，斜面や法尻下流の傾斜角が異なる
簡易モデルにより，極限平衡法の適用性が低い条件の把握を試み，表層厚 2.5m 以下，斜面の傾
斜角 35°以下，法尻下流の傾斜角 10°以下で，時間 100mm の集中豪雨に対して自由水面を形成
するような透水性を有する斜面では，極限平衡法の適用性が低いことを示した。 
第 5章では，前章の結果を受けて，不飽和域の浸透水圧の導入による極限平衡法の適用性を検
証した。具体的には，まず前章の表層厚，斜面や法尻下流の傾斜角の異なる 8 簡易モデルに対す
る二次元浸透流解析結果および不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法による斜面安定性評
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価結果を用いて，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法によるすべり安全率との比較を行い，
浸透水圧の導入によるすべり安全率の低下は最大 78％であることを示した。これにより，実務で
多用される不飽和域の浸透水圧を考慮しない極限平衡法の実務への適用にあたっては，前記 78％
（0.78）の逆数である約 1.3 を所要安全率にする必要があることを示すとともに，層厚が厚い場合
や斜面の傾斜角が大きく，降雨開始直後からすべり安全率が 1.3 を下回る場合には，所要安全率
の割り増しによる対応が困難であることも示した。次に，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平
衡法と前章の不飽和域の浸透水圧を考慮した弾塑性せん断強度低減法によるすべり安全率の比較
を行い，集中豪雨によって斜面内が完全飽和しない斜面では極限平衡法は 5％以上の裕度を有し
ているのに対し，斜面内が完全飽和するような斜面では裕度を有していないことを示した。これ
により，斜面内が完全飽和しない斜面では，不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法の採用を
提案し，降雨によって完全飽和するような表層厚の薄い斜面には，不飽和域の浸透水圧を導入し
た極限平衡法によるすべり安全率に上記 5％の裕度，すなわち所要安全率 1.05 の確保を提案した。 
第 6章では，近年の地球温暖化に起因すると考えられる集中豪雨の多発や台風経路の変化によ
って降雨の地域性が薄れつつあることを背景に，マサ土が分布する福岡県から中国地方，愛媛県，
兵庫県を 1 つのエリアとして捉え，第 3 章と同様のマサ土崩壊斜面の簡易モデルと前記エリアで
近年発生した 7 集中豪雨の観測記録に基づく二次元と三次元の飽和・不飽和非定常浸透流解析を
行い，地下水排除工などの検討に用いる統一的降雨特性の設定を試みた。具体的には，まず降雨
イベント前の 2 ヶ月間に日雨量 100mm を超える強雨があった豪雨を対象に先行雨量の検討を行
い，2012 年 7 月九州北部豪雨の先行雨量 660mm で地下水位上昇量が最大となることを示した。
この結果と，時間雨量 1mm を 660 時間継続させた浸透流解析結果の比較により，後者の方が地
下水位上昇量が大きくなることを示し，少し安全側の時間雨量 1mm が 1 ヶ月（720hr）継続する
ものとした 720mm を統一的先行雨量として提案した。次に，表-7.1に示す飽和透水係数に応じ
た統一的降雨イベントの提案を行った。 
 
表-7.1  飽和透水係数に応じた統一的降雨イベント 
飽和透水係数 想定し得る最大規模の既往降雨イベント 
3.6m/hr 以上（1×10-1cm/s 以上） 2013 年 7 月山口・島根豪雨（短期集中型） 
3.6～3.6×10-1m/hr（1×10-1～1×10-2cm/s） 
2013 年 7 月山口・島根豪雨（短期集中型） 
2012 年 7 月九州北部豪雨（中期型） 
3.6×10-1～3.6×10-2m/hr（1×10-2～1×10-3cm/s） 
2012 年 7 月九州北部豪雨（中期型） 
2014 年 8 月兵庫県豪雨（長期継続型） 
3.6×10-2m/hr 以下（1×10-3cm/s 以下） 2014 年 8 月兵庫県豪雨（長期継続型） 
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以上のとおり，至近 20 年のコンピュータ性能の向上により，大モデルによる解析，浸透－応力
連成解析や三次元解析のような高度な解析による斜面崩壊予測が可能となっていることを背景に，
マサ土の自然斜面を対象に不飽和域の浸透水圧の影響と降雨特性の変化を考慮した従来の斜面安
定解析法の適用性に関する研究を行った。この成果を基に，実務において有限要素法による解析
や三次元解析のようなモデル化などに労力と時間を要する解析の必要性などについて以下に示す。 
(1) 斜面の崩壊予測では，浸透流解析は実施せず簡易的に斜面内の完全飽和を仮定する。また，
斜面安定解析は，有限要素法による解析は実施せず，これまで実務や各種研究で多用されて
いる二次元の極限平衡法（修正フェレニウス法）で行い，所要安全率は 1.05 以上とする。 
(2) 地下水排除工の配置検討など対策工の検討では，三次元非定常飽和・不飽和浸透流解析によ
り，対策効果を把握する。この時の降雨条件は，降雨の地域性が薄れていることを踏まえ，
本研究で設定したような 720mm（1mm/hr×720hr）の先行雨量と飽和透水係数に応じた集中
豪雨イベントを設定する。また，斜面安定解析は，上記崩壊予測と同様，安全側に二次元極
限平衡法（修正フェレニウス法）を採用する。なお，対策工の検討では，極限平衡法に不飽
和域の浸透水圧を導入するとともに，斜面内が完全飽和するような表層厚の薄い斜面では所
要安全率を 1.05 以上とする。 
(3) 降雨浸透による斜面崩壊の主要因として以下が挙げられる。①，②はこれまでの実務でも考
慮されており，④の考慮については本研究の成果に基づき上記に示した。③について本研究
では言及していないが，二次元極限平衡法では斜面内の飽和度に応じた強度低下を通常考慮
できないため，安全側に飽和状態の強度特性を用いる必要があると考える。 
① 降雨浸透による土塊重量の増加 
② 間隙水圧の上昇による有効応力の低下 
③ 飽和度の上昇による土の強度低下 
④ 不飽和域の浸透水圧によるせん断力の増加と有効応力の低下 
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7.2  今後の課題 
今後は，本論文で論議できていない以下の課題に取り組み，降雨時の斜面安定性評価精度の向
上を図る必要がある。 
 
(1)  本研究では，1999 年 6 月の広島豪雨災害における 1 崩壊地の試験結果に基づく内部摩擦角
28°，粘着力 3kN/m2 を斜面の強度特性として用いたが，強度特性が異なる場合の極限平衡法
の適用性について検証する必要がある。 
(2)  透水性の高い斜面では，集中豪雨によって法尻から斜面上部に向け地表面とほぼ平行に自由
水面が形成されることがわかった。このため，Janbu 法のような非円弧すべりが扱える極限
平衡法の採用に向け，不飽和域の浸透水圧の導入と安全率が最小となるすべり線探索法の開
発を行う必要がある。 
(3)  また，本研究では，水圧法（間隙水圧）により修正フェレニウス法への不飽和域の浸透水圧
の導入を行ったが，土質力学上の混乱を防ぐ観点から体積力法，すなわち透水力での導入を
試みる必要がある。 
(4)  統一的降雨特性の設定に関しては，表層厚・斜面の傾斜角の違いによる影響を検討し，本研
究成果の検証を行う必要がある。また，本研究では，福岡県から中国地方，愛媛県，兵庫県
を 1 つのエリアとして統一的降雨特性を設定したが，全国を対象にしたエリア分けと各エリ
アの降雨特性を設定する必要がある。 
(5)  斜面崩壊を防止する地下水排除工などの規模・配置の基準化に向け，三次元飽和・不飽和非
定常浸透流解析により，表層厚・斜面の傾斜角などによる対策効果の違いを検討する必要が
ある。 
(6)  このためには，解析モデルの適正化が課題として挙げられ，未崩壊斜面の表層厚や風化状況
の把握といった地盤調査精度の向上を図る必要がある。これらに関して，裸地斜面では広域
性，瞬時性，反復性（継続性）を有する人工衛星データより，植生斜面では航空レーザ測量
により地形データを取得し，地形の凹凸，傾斜角，曲率等を説明変数とした重回帰分析によ
り表層層・風化状況の推定を行い，コーン貫入試験による現地計測結果との比較などにより
精度検証を行う方法が挙げられる。 
(7)  また，飽和・不飽和浸透流解析では，現地の透水係数は室内試験結果より 1 オーダー大きく
見込む必要があるとの既往研究成果 1)もあり，現地と室内試験による透水係数の違いを把握
する必要がある。不飽和特性については，飽和度が急激に変化する点の違いが地下水位上昇
量に大きく影響するため，試験方法の確立が望まれる。 
(8)  さらに，地下水位観測などのモニタリングにより，対策工の有効性や解析結果の妥当性を検
証するとともに，地下水位低下対策工の腐食や目詰まりに対する検討が必要と考える。 
(9)  透水性の低い斜面では，集中豪雨の浸透水によって不飽和域の間隙空気が封じ込まれ，この
間隙空気圧が斜面の安定性に影響を及ぼすと考えられる。このため，これまで以上に間隙水
圧と間隙空気圧の両方を扱え，斜面表層の降雨浸透水の流れを考慮できる気液二相流解析に
よる安定性評価と，透気係数の試験方法の確立・精度向上が必要と考える。 
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(10) 本研究による不飽和域の浸透水圧を導入した極限平衡法や統一的降雨特性について，パイプ
フローや浸食を含めた実崩壊斜面への適用性（保守性）評価や，河川堤防，土地造成斜面と
いった人工盛土への適用性検証を行う必要がある。 
(11) 特に，現在の河川堤防の浸透に対する安全性照査 2)では，先行雨量として梅雨時期の月平均
降水量の平年値程度を考慮するようされているが，例えば広島地方気象台の 1981 年～2010
年の月平均最大降水量は 7 月の約 260mm3），本研究で先行雨量の設定に用いた福岡県黒木
地域気象観測所の 1981 年～2010 年の月平均最大降水量は 6 月の約 400mm3）であり，本研究
で提案した 720mm を大きく下回っている点が課題として挙げられる。 
 
以上より，図-7.1に示すような地盤調査・解析技術の向上とモニタニングの実施により，未崩
壊斜面の近隣住民に対して，豪雨時の適切な避難勧告に繋げる必要がある。また，自然斜面のみ
ならず，河川堤防などの人工盛土の破堤・崩壊防止へも反映させる必要がある。 
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・未崩壊斜面の表層厚や風化状況の把握（地盤調査精度の向上） 
 
・透水係数，不飽和特性(有効間隙率を含む)の試験方法の確立 
・不飽和土中の透気係数(間隙空気圧)の試験方法の確立 
 
・降雨特性の変化を踏まえた想定し得る最大規模の降雨設定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・進行性破壊を考慮できる解析プログラムの開発 
 
 
 
 
・腐食，目詰まり防止対策（モニタリング含む）の確立 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7.1  未崩壊斜面近隣の住民に対する適切な避難勧告に向けた斜面安定性評価の方向性 
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